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第１章 政策体系図  

 
 

政 策 政策分類 施 策 

１．コミュニティ・都市経営 １．コミュニティ １．コミュニティ 

２．生涯学習・市民活動 

３．男女共同参画 

４．少子化対策 

２.未来ビジョン １.地域デザイン 

２.移住定住 

３.ＳＤＧｓ・ 

カーボンニュートラル 

４.総合政策 

５.広聴広報 

３.スマートＤＸ １.行政改革・ＤＸ 

２.地域情報 

４.行政マネジメント １.人材育成 

２.財政 

３.財産マネジメント 

２．市民安全・消防 １．市民 １.市民窓口サービス 

２.人権 

３.課税・徴収 

４.環境 

２．防災・消防 １.防災・原子力安全 

２.交通安全・防犯 

３.消防 

４.消防団 

３．保健福祉 １.保健 １.健康保健 

２．地域医療 

２．福祉 １．社会福祉・市民相談 

２．障害者福祉 

３．高齢・介護福祉 

４．生活保護 

５．子育て支援・保育 

６．公的医療保険・ 

国民年金 
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政 策 政策分類 施 策 

４．教育 １．教育 １．学校教育 

２．教育施設 

３．社会教育 

４．文化財 

５．産業・シティセールス １．農林水産 １．農業政策 

２．営農・畜産 

３．林業 

４．漁業 

５．農業基盤 

２．商工観光 １．地域経済・中小企業 

２．産業立地・新産業創出 

３．多文化共生 

４．観光物産 

５．シティセールス 

６．交通 

３．文化振興・スポーツ １．文化 

２．スポーツ 

６．建設・水道 １．建設 １．建設マネジメント 

２．道路河川港湾 

３．都市計画 

４．土地区画整理 

５．公園緑地 

６．景観・公共サイン 

７．住宅・建築指導 

８．空家 

２．水道 １．上水道 

２．下水道 

３．公営企業経営 

６ １４ ５８ 
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第２章 重点戦略プラン 

第１節 重点戦略プランの位置付け 

１．趣旨・目的 

本市は、「第３次薩摩川内市総合計画基本構想（以下、「総合計画基本構想」

という。）」において、「心ゆたかな暮らし」（Ｗｅｌｌ－Ｂｅｉｎｇ）と、「持

続可能な社会・環境・経済」（ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ）をキーワード

として、新たな交流が生まれ賑わい、誰もが安心して暮らし、世代を超えて繋

がり、お互いに認め合い輝く「人が繋がり 人が輝く 安らぎと賑わいのまち 

薩摩川内」を「目指すべきまちの姿」として掲げています。 

今後も、少子高齢化の進行、人口減少社会の到来、市民ニーズの多様化、厳

しい財政状況等を考慮しつつ、この未来の姿の実現を目指して、政策・施策を

展開していくことが重要です。 

この「重点戦略プラン」においては、政策・施策を横断して重点的かつ戦略

的に取り組む戦略を示すとともに、目指す効果を明確化し、根拠に基づき客観

的に評価できる成果指標を設定しています。 

この成果指標により各取組の効果を検証し、改善を行っていくことで、「人

が繋がり 人が輝く 安らぎと賑わいのまち 薩摩川内」となり、「心ゆたか

な暮らし」（Ｗｅｌｌ－Ｂｅｉｎｇ）が実感できるまちの実現につなげていき

ます。 

 

  ■重点戦略プラン 

戦略名 プロジェクト名 

社会チャレンジ戦略 ・少子化・子育て    プロジェクト 

・安全・安心      プロジェクト 

・地域デザイン     プロジェクト 

・ひとみらい・社会教育 プロジェクト 

環境チャレンジ戦略 ・自然環境保全     プロジェクト 

・サーキュラー都市環境 プロジェクト 

・次世代エネルギー   プロジェクト 

・国土強靭化      プロジェクト 

経済チャレンジ戦略 ・サーキュラー都市経済 プロジェクト 

・担い手育成・移住定住 プロジェクト 

・シティセールス    プロジェクト 

・川内港臨海ゾーン   プロジェクト 

実現チャレンジ戦略 ・スマートデジタル   プロジェクト 

・財政健全化      プロジェクト 

・チーム薩摩川内    プロジェクト 



8 
 

２．市の施策との関連性 

この「重点戦略プラン」は、総合計画基本構想で示した６つの政策を横断し

た４つの戦略からなり、ＳＤＧｓ未来都市計画1とデジタル田園都市構想総合戦

略2を兼ねたものとし、政策・施策を横断し、重点的かつ戦略的に取り組む「社

会チャレンジ戦略」、「環境チャレンジ戦略」、「経済チャレンジ戦略」及び「実

現チャレンジ戦略」で構成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

                                                      
1 ＳＤＧｓ未来都市計画：ＳＤＧｓの理念に沿った基本的・総合的取組を推進しようとする都市・地域の

中から、特に、社会・環境・経済の三側面における新しい価値創出を通して持続可能な開発を実現する

ポテンシャルが高い都市・地域として選定された都市において作成される３か年の取組を具現化した計

画のこと。 
2 デジタル田園都市構想総合戦略：「心ゆたかな暮らし」（Ｗｅｌｌ－Ｂｅｉｎｇ）」と、「持続可能な社

会・環境・経済」（ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ）を実現していく構想を実現するために、各施策を

充実・強化し、施策ごとに５か年のＫＰＩ（重要業績評価指標）とロードマップ（工程表）を位置付け

た戦略のこと。 



9 
 

第２節 個別戦略方針 

１．社会チャレンジ戦略 

子ども、若者、女性、子育て世代、障害者や高齢者など、あらゆる人達が健

康で安心して暮らせるまちづくりを実施します。 

家族や地域のつながりを深め、全ての市民が互いに支えあいながら、健やか

で安全に安心して暮らせるよう、防災、防犯を始め、医療・福祉、交通など

様々な分野において、それぞれの機能の確保及び向上を行います。 

 

(１) 少子化・子育てプロジェクト 

◆核家族化や女性就業率の上昇など、結婚や子育てをめぐる環境の変化に対応

し、結婚及び地域社会の中で子どもが健やかに成長していけるまちづくりを

実施するために、結婚を希望する人々の支援や、子どもの「育ち」を支える

環境を整備します。 

◆安心して子育てや学校生活を送ることができるような仕組みづくりに努め、

妊娠期から青年期までの支援体制を強化します。 

 

 

(２) 安全・安心プロジェクト 

◆計画的かつ効率的に公共施設の維持、再配置及び処分を推進し、投資的経費

を縮減します。 

◆市民サービスの維持と向上、複雑化する災害等に対し、生活環境を守り、住

み慣れた地域に安全・安心に住み続けられるように、防災力・消防力を強化

し、市民・事業者・行政の連携体制を充実します。 

◆全ての市民が障害等の有無にかかわらず、地域においてお互いを尊重し合い

ながら共生して暮らすことのできる体制づくりの取組を行うとともに、健康

づくりに対する市民意識の向上、地域医療体制等の維持・強化に取り組みま

す。 

 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

合計特殊出生率（１-１-４） １．７７％ Ｒ２年度 １．９０％ Ｒ１０年度 

住民基本台帳人口における社会増

減数（１-２-２） 
△１５９人 Ｒ３年度 増減０ Ｒ１１年度 

待機児童数（３-２-５） ０人 Ｒ４年度 ０人 Ｒ１１年度 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 
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(３) 地域デザインプロジェクト 

◆自助3・共助4・公助5の考え方を踏まえながら、本市の特徴である地区コミュ

ニティ協議会6や自治会の活動や主体同士の連携を支援します。 

◆各公共交通機関の利用促進及び市内を快適に移動できる持続可能な地域公共

交通ネットワークを構築します。 

◆各地域において長年培われた個性豊かな「地域らしさ」を最大限に活かし、

その魅力に更に磨きをかけていく地域づくりを基本としながら、将来世代に

わたって、安全や暮らしやすさが確保される生活環境を整えます。 

 

 

(４) ひとみらい・社会教育プロジェクト 

◆個人の人権の尊重による多様な生き方を自らの意思で選択し、個性や能力を

発揮できる社会づくりを目指し、男女共同参画の正しい理解を深めるための

学習機会の充実と協力・連携の場を設けます。 

◆男性の働き方改革や男女の固定的性別役割分担意識を改革するために、男性

の家事・育児、介護への参画を目指した啓発を行います。 

◆関係機関との連携・協力による、一次的な総合相談窓口としての機能を有す

る男女共同参画センター7の機能強化します。 

                                                      
3 自助：自分の責任で各々が行うこと。 
4 共助：自分だけで解決・実施することが困難な事柄について、周囲や地域が協力して行うこと。 
5 公助：個人や周囲、地域あるいは民間の力だけでは解決できないことについて行政が行うこと。 
6 地区コミュニティ協議会：従来からある自治会等の小規模で多種多様な地縁組織を包括する形で横の連

携を図り、行政との連携協力を推進させるものとして概ね小学校区の範囲をベースとした新たな住民自

治組織のこと。 
7 男女共同参画センター：ＳＳプラザせんだい市民サポートセンター内に設置している。女性が抱える

問題全般の情報提供・相談・研究などを実施している活動拠点のこと。 

自主防災組織活動カバー率（２-

２-２） 
９６．２％ Ｒ４年度 １００．０％ Ｒ１１年度 

休日・夜間等の医療体制に満足し

ている市民の割合（３-１-２） 
７３％ Ｒ３年度 ７８％ Ｒ１１年度 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

自治会加入率（１-１-１） ７６．３％ Ｒ３年度 ７８．０％ Ｒ１０年度 

住み慣れた地域の居住環境に満足

している市民の割合（１-２-１） 
６８．４％ Ｒ４年度 ７５．０％ Ｒ１１年度 

コミュニティ交通の利用者数（５

-２-６） 
２０８千人 Ｒ３年度 ２３６千人 Ｒ１０年度 
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◆ダイバーシティ社会の形成を目指し、多様性への理解促進と人権意識の普及

と啓発を行います。 

◆誰もが生涯にわたって生き生きと学べる環境を整えるために、あらゆる世

代、立場の市民に対して、多様な学習機会やその成果を発表する機会を提供

するとともに生涯学習人材を育成します。 

◆地域の魅力づくりや課題解決に取り組む、市民団体、ＮＰＯ法人、ボラン

ティア団体等が持続的に運営や活動ができるように、情報発信、事務所機能

の提供、人材育成等を支援します。 

◆子どもが自分の将来を見つめ、夢や希望をふくらませ、可能性を信じて夢を

追い続ける態度を培える学習環境づくりに努めながら、「地域とともにある

学校」づくりを目指し、今後も学校と地域の連携を強化します。 

◆市民の学習環境づくりとして、先人から語り継がれてきた文化財を継承する

人材の育成と体制づくりに取り組みます。 

◆歴史的・文化的価値を次世代に継承するために、２０年前に誕生した薩摩川

内市全体を対象とした「薩摩川内市史」を編纂します。 

 

 

２．環境チャレンジ戦略 

「サーキュラー都市8・薩摩川内市」の実現を目指して、次世代エネルギー産

業の育成支援やごみの減量化などを推進し、自然環境の保全や環境と経済を両

立した地球温暖化対策を実施します。また、大規模自然災害に備えた強靭な地

域づくりを実施します。 

 

                                                      
8 サーキュラー都市：利用後の廃棄物を別の事業の資源にしたり再活用したりするなど、既存の資源を再

生し、循環させていく、新たな経済モデルの「循環経済」を中心とした新しい都市像（循環経済産業都

市）のこと。 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

日頃から生涯学習活動に取り組む

市民の割合（１-１-２） 
― ― ４０％ Ｒ１０年度 

小学校 標準学力検査（NRT)の偏

差値平均（全国：５０）（４-１-

１） 

４９．８ Ｒ４年度 ５３．０ Ｒ１１年度 

中学校 標準学力検査（NRT)の偏

差値平均（全国：５０）（４-１-

１） 

４７．９ Ｒ４年度 ５２．０ Ｒ１１年度 

市民大学講座参加者数（４-１-

３） 
２，９２５人 Ｒ３年度 ５，０００人 Ｒ１１年度 
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(１) 自然環境保全プロジェクト 

◆外来種の繁殖を防ぐために駆除活動を実施するとともに、情報収集により外

来生物の侵入を未然に防止します。 

◆環境美化推進員によるパトロールや看板設置など、不法投棄対策の強化を行

い、良好な環境を保全します。 

 

 

(２) サーキュラー都市9環境プロジェクト 

◆「サーキュラー都市・薩摩川内市」の実現を目指して、これまでの線形経済
10（大量生産→大量消費→大量廃棄）の流れを見直し、更にごみの減量化・

再資源化を行います。 

 

 

(３) 次世代エネルギー11プロジェクト 

◆脱炭素などのエネルギーの構造転換（次世代エネルギーの利用拡大）に向け

た動向を踏まえ、次世代エネルギーに対する市民理解の更なる向上を図ると

ともに、エネルギー関連市場の拡大により、次世代エネルギー産業の育成支

援及び産業立地につなげます。 

                                                      
9 サーキュラー都市：利用後の廃棄物を別の事業の資源にしたり再活用したりするなど、既存の資源を再

生し、循環させていく、新たな経済モデルの「循環経済」を中心とした新しい都市像（循環経済産業都

市）のこと。 
10 線形経済：調達、生産、消費、廃棄といった流れが一方向で、循環を前提としない大量生産・大量消

費・大量廃棄型の経済システムのこと。 
11 次世代エネルギー：太陽光や風力、バイオマス等の再生可能なエネルギーに加え、未利用の海洋エネル

ギーまで含めたもの。 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

藺牟田池における外来魚の回収実

績（２-１-４） 

１６，４１６

匹 
Ｒ３年度 ３，０００匹 Ｒ１１年度 

リサイクル率（２-１-４） ９．４％ Ｒ２年度 １５．６％ Ｒ８年度 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

リサイクル率（２-１-４） 

※再掲 
９．４％ Ｒ２年度 １５．６％ Ｒ８年度 

一人一日当たりのごみの排出量

（２-１-４） 
８３９ｇ Ｒ２年度 ７７５ｇ Ｒ８年度 

温室効果ガス排出量削減率（平成

25(2013)年度比）（２-１-４） 
２９％削減 Ｒ元年度 ４６％削減 Ｒ１２年度 
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(４) 国土強靭化12プロジェクト 

◆地域強靱化の理念を踏まえ、事前防災及び減災その他迅速な復旧復興等に資

する大規模自然災害に備えた強靱な地域づくりについて、過去の災害から得

られた経験を最大限活用し、人命保護や社会の重要な機能の維持、市民の財

産及び公共施設に係る被害の最小化のために、国・県等と連携しながら、情

報連絡体制の強化や、インフラ13の適切な維持管理・修繕、予防的な補強・

補修、計画的更新を実施します。 

 

 

３．経済チャレンジ戦略 

ＳＤＧｓ、循環経済システム、先端技術、次世代エネルギー等の地域の持続

的成長に資する産業分野の発展を図ることにより、地域の雇用創出と経済活動

の活性化や、物流機能を生かした人、モノ、情報等の相互の連携と交流の活発

化による様々な分野での活力創出を通じて、本市の稼ぐ力の向上を図り、港湾

施設の機能充実及び市民生活の利便性向上のための次世代インフラ導入を行い

ます。 

 

                                                      
12 国土強靭化：地震や津波、台風などの自然災害に強い国づくり・地域づくりを目指す取組のこと。 
13 インフラ：インフラストラクチャーの略。経済活動や社会生活の基盤を形成する構造物のこと。 

 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 
企業誘致数（立地協定件数）（５-

２-２） 

※Ｒ７年度からの累計値 

（※１ 内 次世代エネルギー関

連の企業誘致数） 

（※２ 内 循環経済産業都市関

連の企業誘致数） 

３件 

Ｒ４年度 

（※１  

Ｒ４年度） 

（※２  

Ｒ４年度） 

２０件 

（※１  

２件） 

（※２  

３件） 

Ｒ１１年度 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

市道の道路改良率（６-１-２） ５７．７％ Ｒ３年度 ５８．５％ Ｒ１１年度 

橋梁長寿命化修繕計画における事

業費ベースの進捗率（市道橋）

（６-１-２） 

１５．１％ Ｒ３年度 ３３．３％ Ｒ１１年度 

舗装道路割合 

（舗装道路実延長／道路実延長） 

（６-１-２） 

９２．７％ Ｒ３年度 ９３．０％ Ｒ１１年度 
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(１) サーキュラー都市14経済プロジェクト 

◆線形経済15（大量生産→大量消費→大量廃棄）の中で、補助制度を呼び水と

した外部依存型の企業誘致施策を見直すとともに、昨今の競争環境の激しい

企業立地状況の中で、サーキュラー都市・薩摩川内市の実現に向けて取り組

むことが資源循環や新たな産業創出の拠点づくりのチャンスだと捉え、ＳＤ

Ｇｓやカーボンニュートラル16の理念を踏まえた、循環経済17産業モデルへの

転換を実施します。 

 

 

(２) 担い手育成・移住定住プロジェクト 

◆商工業・農林漁業において人口減少による担い手不足に対応し、産業を支え

る労働者の確保対策及び育成するための支援体制を充実します。また、農林

漁業の生産基盤を維持するために、所得向上の仕組みづくりと、関係団体と

連携強化を実施します。 

◆若年層、移住希望者及び移住者を支援し、一人ひとりが地域の一員として活

躍し、「自分らしい暮らし」を実感できるための支援体制を充実させます。 

 

                                                      
14 サーキュラー都市：利用後の廃棄物を別の事業の資源にしたり再活用したりするなど、既存の資源を再

生し、循環させていく、新たな経済モデルの「循環経済」を中心とした新しい都市像（循環経済産業都

市）のこと。 
15 線形経済：調達、生産、消費、廃棄といった流れが一方向で、循環を前提としない大量生産・大量消

費・大量廃棄型の経済システムのこと。 
16 カーボンニュートラル：温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること。 
17 循環経済：あらゆる段階で資源の効率的・循環的な利用を図りつつ、付加価値の最大化を図る経済のこ

と。 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

川内港久見崎みらいゾーン及び川

内（火力）発電所跡地での企業立

地件数（１-２-３） 

０社 Ｒ４年度 ２０社 Ｒ１１年度 

企業誘致数（立地協定件数）（５-

２-２） 

※Ｒ７年度からの累計値 

（※１ 内 次世代エネルギー関

連の企業誘致数） 

（※２ 内 循環経済産業都市関

連の企業誘致数） 

 

※再掲 

３件 

（※１     

０件） 

（※２  

０件） 

Ｒ４年度 

２０件 

（※１  

２件） 

（※２  

３件） 

Ｒ１１年度 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

自分らしい暮らしの豊かさを実感

している市民の割合（１-２-２） 
６８．４％ Ｒ４年度 

７５．０％以

上 
Ｒ１１年度 
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(３) シティセールス18プロジェクト 

◆九州新幹線や南九州西回り自動車道、重要港湾川内港の物流機能を生かした

人、モノ、情報等の相互の連携と交流を活発化させるために、本市観光の

「おもてなし力」を強化します。 

◆産業・観光振興に努め、魅力を引き出すまちづくり及び情報発信力の強化の

他、市民が日常的に文化芸能活動に触れ、スポーツを気軽に楽しむことがで

きる環境づくりを行います。 

◆本市の豊かな自然や景観、歴史・文化、物産等の資源を活用して地域の魅力

を更に高め、経済社会を活性化させるために、次世代を担う人材の育成や地

場産業の振興及び成長が期待される新しい産業の展開・規模拡大等を行いま

す。 

 

 

(４) 川内港臨海ゾーンプロジェクト 

◆南九州西回り自動車道及び、高規格道路川内宮之城道路に近接し地理的優位

性を有する「川内港臨海ゾーン（川内港久見崎みらいゾーン19、サーキュ

ラーパーク九州20（川内（火力）発電所跡地）及び重要港湾川内港）」におい

て、本市におけるＳＤＧｓ・カーボンニュートラル21のシンボル的な場所と

なるために、循環経済産業モデルの創出や、物流拠点整備を実施します。 

 

                                                      
18 シティセールス：旅・食・品に関する素材を総合的に売り込みながら、市外への知名度や好感度の向上

と住民による郷土愛の醸成を図ることで地域雇用の拡大と市民所得の向上を導き出す一連の活動のこ

と。 
19 川内港久見崎みらいゾーン：久見崎町にある産業用地のこと。 
20 サーキュラーパーク九州：川内発電所跡地の資源循環の拠点の名称のこと。 
21 カーボンニュートラル(carbon neutral)：温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること。 

農畜産物の総生産額（５-１-２） 
１６,１８９百

万円 
Ｒ３年度 

１６,２００百

万円 
Ｒ１０年度 

認定新規就農者の人数（５-１-

２） 
１６人 Ｒ４年度 ２０人 Ｒ１０年度 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

ふるさと納税寄附額（５-２-４） ６２１百万円 Ｒ３年度 
１，５００百

万円 
Ｒ１１年度 

宿泊者数（５-２-５） ２８６千人 Ｒ３年度 ４７０千人 Ｒ１１年度 

日帰り観光客数（５-２-５） 
２，４５８千

人 
Ｒ３年度 

３，８００千

人 
Ｒ１１年度 
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４．実現チャレンジ戦略 

組織体制の見直し、職員の人材育成及び財政の健全化に取り組むとともに、

市民のニーズに応じた適切なサービスを提供します。 

また、市民に理解され、信頼される市政運営を行うため、市民の声に向き合

い、市の取組を迅速に広報します。 

地域経済の発展と市民の幸福度（Ｗｅｌｌ―ｂｅｉｎｇ ウェルビーイン

グ）を向上させるため、デジタル技術及び官民データの活用や地域の産学官金

の連携により、地域課題を解決します。 

 

(１) スマートデジタルプロジェクト 

◆ＡＩ、ＩｏＴなどのデジタル技術を活用したサービスの実装や官民データの

有効活用によって、地域経済、子育て、医療、防災・安全、コミュニティ、

公共交通、農林水産業、観光、行政手続などのあらゆる政策分野におけるＤ

Ｘ22（デジタルトランスフォーメーション）を推進することで、地域課題の

解決や新たな価値の創出を持続的に実現するスマートシティを目指し、市民

の利便性や生活の質を向上させます。 

◆市民のニーズに対応した機動力あるスマート自治体を目指し、組織・機能の

見直しを行い、多用なニーズに応じた行政サービスの更なる向上につなげま

す。また、デジタル技術を活用し、業務の効率化を行う等、業務改革を行い

ます。マイナンバーカードを活用したオンライン申請等、デジタル技術を活

用することで、市民の移動負担や待ち時間の負担を軽減し、窓口サービスの

利便性を向上させます。 
 

                                                      
22 ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）：デジタル技術やＡＩの活用により制度や組織の在り方

などをデジタル化に合わせて変革していくこと。 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 
川内港久見崎みらいゾーン及び川

内（火力）発電所跡地での企業立

地件数（１-２-３） 

※再掲 

０社 Ｒ４年度 ２０社 Ｒ１１年度 

南九州西回り自動車道の供用率

（八代～鹿児島）（６-１-１） 
７２．７％ Ｒ４年度末 ８１．０％ Ｒ１１年度 

事業進捗率（川内港唐浜地区国際

物流ターミナル整備の事業費ベー

ス）（６-１-１） 

４．２％ 
Ｒ４年度（Ｒ

３年度まで） 
１００．０％ Ｒ１０年度 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 
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(２) 財政健全化プロジェクト 

◆持続可能な財政運営を行っていくため、事業のスクラップアンドビルド23に

よる事業費の削減や、公共施設の統廃合による維持管理費の抑制など積極的

な見直しを行うとともに、ふるさと納税及び企業版ふるさと納税を積極的に

活用し、財政基盤を確保します。 

 

 

(３) チーム薩摩川内プロジェクト 

◆庁内に市長を本部長とするＳＤＧｓチャレンジ本部を設置し、薩摩川内市Ｓ

ＤＧｓチャレンジ協議会24を始め、専門的知見や技術、ネットワーク等を有

する大学や金融機関、企業など、市民や団体等と連携し、地域全体の発展に

向けて、持続可能で魅力的なまちづくりを実施します。 

 

                                                      
23 スクラップアンドビルド：scrap and build。壊して作り直すということ。 
24 薩摩川内市ＳＤＧｓチャレンジ協議会：市内の公共的団体及び本市と包括連携協定を締結している機

関・団体等により構成され、本市におけるＳＤＧｓの達成に向けた取組について、関係団体や関係
機関と連携し、総合的に推進するため、設置される組織のこと。 

マイナンバーカードを活用した

サービス件数（１-３-１） 
７件 Ｒ４年度 １０件 Ｒ１１年度 

オンライン申請可能な行政手続き

の数（１-３-１） 
３２手続 Ｒ４年度 ５２手続 Ｒ１１年度 

オンライン申請可能な行政手続に

おけるオンライン申請の割合（１

-３-１） 

●●％ Ｒ４年度 ●●％ Ｒ１１年度 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

財政調整基金・減債基金残高（１

-４-２） 
９２．６億円 Ｒ３年度 ８８億円以上 Ｒ１１年度 

市債残高（普通会計ベース）（１-

４-２） 

３７２．７億

円 
Ｒ３年度 

３２７．０億

円以内 
Ｒ１１年度 

実質公債費比率（１-４-２） ７．７％ Ｒ４年度 ７．０％以内 Ｒ１１年度 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

薩摩川内ＳＤＧｓチャレンジパー

トナー制度登録数（１-２-３） 
０団体 Ｒ５年２月 ４００団体 Ｒ１１年度 

大学との連携事業数（１-２-４） １０事業 Ｒ３年度 １５事業 Ｒ１１年度 
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第３章 政策ビジョン 

 

 本計画では、市が目指す未来の姿を実現するために、それぞれの「用語」が

意図する定義を下表のとおり標準化した上で、各分野の取組を推進します。 

 

用語 定義 

政策ビジョン ２０２９年までに目指す将来像を実現するため

に、取り組むべき方向性 

政策 政策ビジョンに対して、市が実施する策の総称 

政策分類 政策を構成する１４の分類 

施策 政策を構成する５８の策 

 （１）施策方針 目指す状態に向けて施策ごとに取り組む大きな

方向性 

 （２）２０２９年ビジョン 

（２０２９年の姿） 

各施策に取り組んだ結果、前期基本計画の終期

である２０２９年にあるべき本市の姿を施策単

位で示すもの 

 （３）現状・課題 各施策の現状・課題 

 （４）施策の方向性 各施策の「現状・課題」を解決し、成果指標を

達成するために行う具体的な取組方針 

 （５）成果指標と目標値 「２０２９年ビジョン」の実現に向けて、現状

値からの達成度を客観的に測定するもの 

 （６）ＳＤＧｓの目標 ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）として掲げら

れている目標のうち、各施策と関連がある目標 
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政策１．コミュニティ・都市経営/政策分類１．コミュニティ 

政策１．コミュニティ・都市経営 

政策分類１．コミュニティ 

１．コミュニティ（コミュニティ課） 

(１) 施策方針 

地域力を未来につなぐ支援 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

地区コミュニティ協議会25や自治会26間の連携が活発に行われ、より多くの

市民が地域活動に参加している。 

 

(３) 現状・課題 

◇本市は、平成１６年１０月の新市誕生後、「薩摩川内市自治基本条例27」を定

め、地区コミュニティ協議会や自治会を中心に地域の環境を維持する活動や

伝統芸能の継承等の支援に取り組んできました。しかし、人口減少、少子高

齢化に伴う担い手の減少や地域のつながりの希薄化に伴い、地区コミュニ

ティ協議会や自治会の活動は、運営体制の高齢化、運営資金や防犯灯経費等

の確保、地域活動リーダーの担い手不足、地域伝統文化の保存・継承、地域

防災体制の維持、地域イベントの参加者の減少、行政からの依頼事務の負担

感等、多くの課題があり、その機能の低下が危惧されています。 

◇特に自治会においては、核家族化やライフスタイルの変化により、自治会未

加入世帯の増加や若年層など地域活動への参加者が減少傾向にあり、運営の

厳しい小規模自治会も増加していることから、住民参画意識・協働意識の醸

成や、横断的な連携強化による、効果的な自治会運営の展開を促進する必要

があります。 

◇一方で、何らかのかたちで社会に貢献したい、ボランティア活動に関心のあ

る市民の割合は多く、このミスマッチの解消が課題となっています。 

◇また、コミュニティ活動の拠点である地区コミュニティセンターや自治会館

等の老朽化が進んでいるため、施設の改修を進めていく必要があります。 

  

                                                      
25 地区コミュニティ協議会：従来からある自治会等の小規模で多種多様な地縁組織を包括する形で横の

連携を図り、行政との連携協力を推進させるものとして概ね小学校区の範囲をベースとした新たな住

民自治組織のこと。 
26 自治会：薩摩川内市自治基本条例に基づき、一定の地域において、相互扶助の精神に基づいて自発的

に組織された会のこと。 
27 薩摩川内市自治基本条例：まちづくりの基本ルールと市民と市議会と市の約束事を書いたもの。 
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(４) 施策の方向性 

◆誰もが居場所と役割を持ち活躍できる全世代、全員活躍型のコミュニティづ

くりと共助活動の活性化と地域力向上を目指し、地域活動の主体である地区

コミュニティ協議会及び自治会の活動や主体同士の連携を支援します。ま

た、地域の課題解決と地域活性化を目指したコミュニティビジネス28の展開

と定着化を支援します。 

◆自治会運営を持続させるために、市民・事業者の自治会加入促進を支援しな

がら、その活動や運営が困難となっている自治会に対して必要な支援を展開

するとともに、自治会再編の検討や協議がしやすい環境づくりを進めます。 

◆誰でも出番や役割のある地域活動を積極的に広報し、地域活動に関心のある

方々に活動を始めるきっかけの場を準備するとともに、個人のライフスタイ

ルや多様な価値観を踏まえながら地域リーダーの育成に取り組みます。 

◆地区の活動環境を持続させるために、その拠点である地区コミュニティセン

ター、集会所等の整備・改修等を「薩摩川内市公共施設再配置計画29」に基

づき実施します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

11．住み続けられるまちづくりを 

17．パートナーシップで目標を達成しよう 

  

                                                      
28 コミュニティビジネス：地域資源や人材を活かして地域課題をビジネスの手法で解決する事業のこ

と。 
29 薩摩川内市公共施設再配置計画：中・長期的視点から公共施設の適正な配置と効率的な管理運営を実

現し、超高齢化と人口減少が進む中でも必要性の高い公共施設サービスを将来にわたり持続可能なも
のにするため定められた計画のこと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○ ○  

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

地域活動への参加率(地域活動に

参加したことがある市民の割合) 
― ― ６０％ Ｒ１１年度 

自治会加入率 ７６．３％ Ｒ３年度 ７８．０％ Ｒ１１年度 
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政策１．コミュニティ・都市経営／政策分類１． コミュニティ 

２．生涯学習・市民活動（コミュニティ課） 

(１) 施策方針 

生涯学習の推進と市民活動の充実 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

生涯学習活動及び市民活動に、より多くの市民が関わり、その活動成果を

多くの市民が認識できている。 

  

(３) 現状・課題 

◇誰もが生きがいを持って豊かな人生を送るため、「薩摩川内市生涯学習推進

計画30」に基づき、各種施策を推進するとともに、生涯学習の成果を発表す

る場として生涯学習フェスティバルを開催し、学習意欲を向上させるための

環境づくりとつながりの創出を推進する必要があります。 

◇さらに、多様化する学習のニーズへの対応、協働型社会における新しい公共

の担い手の育成のために様々な講座・事業を推進し、誰もがいつでも学べる

環境づくりを進める必要があります。 

◇一方、市民活動においては、ＮＰＯ法人31や諸団体等（以下、「市民活動団体

等」という。）が活動を展開するにあたって、人材や資金不足により、活動

が停滞したり活動自体が困難となったりしている現状があります。 

◇人口減少や人生１００年時代の到来を迎え、地域の多様な課題に向き合いな

がら持続可能な地域社会形成のため、住民が自ら担い手として地域運営に主

体的に関わっていくことが重要であることから、市民活動センター32を拠点

に、市民活動団体等への各種支援を行い、より多くの団体・個人が参画しや

すい環境づくりを進める必要があります。また、日々の暮らしを支える地域

にある資源を「地域力」として活用し、子どもから高齢者まで誰でもいつで

も地域から学び、地域を創る活動を推進していくことが必要です。 

 

【登録されている市民活動団体等の推移】            （単位：団体） 

Ｈ３０年 Ｒ元年 Ｒ２年 Ｒ３年 Ｒ４年 

３９ ４１ ４３ ５０ ５４ 

  

                                                      
30 薩摩川内市生涯学習推進計画：生涯学習の具体的な施策や事業展開にあたっての基本理念となるもの

で、生涯学習社会の形成のための基本的な考え方を示したもの。 
31 ＮＰＯ：営利を目的しない組織（団体）のこと。 
32 市民活動センター：より多くの団体及び個人が市民活動に参画しやすい環境づくりを進めるために、

市民活動の拠点として、活動する市民活動団体、ＮＰＯ法人等に対し、支援を実施する組織のこと。
ＳＳプラザせんだいの市民サポートセンター内に設置され、登録団体が利用できるシェアオフィスが
ある。 
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(４) 施策の方向性 

◆誰もが生涯にわたって生き生きと学べる環境を整えるために、あらゆる世

代、立場の市民に対して、多様な学習機会やその成果を発表する機会を提供

するとともに、生涯学習人材を育成します。 

◆地域の生涯学習力の向上を目指し、地区コミュニティ協議会33が中心となっ

た地区内の自治会34、企業、各種団体、学校、家庭等との連携・協力を支援

します。 

◆生涯学習活動に取り組む市民活動団体等が持続的に運営や活動ができるよう

に、活動の魅力化を支援するとともに、活動に関する相談体制や広報を充実

します。 

◆人と人、市民活動団体等同士をつなぎ、相乗効果を生み出すため、市民活動

センターのコーディネート力と市民活動ネットワーク会議35機能を強化しま

す。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 
(６) ＳＤＧｓの目標 

４．質の高い教育をみんなに 

11．住み続けられるまちづくりを  

                                                      
33 地区コミュニティ協議会：従来からある自治会等の小規模で多種多様な地縁組織を包括する形で横の連

携を図り、行政との連携協力を推進させるものとして概ね小学校区の範囲をベースとした新たな住民

自治組織のこと。 
34 自治会：薩摩川内市自治基本条例に基づき、一定の地域において、相互扶助の精神に基づいて自発的に

組織された会のこと。 
35 市民活動ネットワーク会議：薩摩川内市市民活動ネットワークに登録している団体に、市の支援事業の

説明や事例発表、意見交換を行う会議のこと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

生涯学習学習フェスティバルへの

地区コミュニティ協議会の参加率 
８３％ Ｒ元年度 ９０％ Ｒ１１年度 

日頃から生涯学習活動に取り組む

市民の割合 
― ― ４０％ Ｒ１１年度 

市民活動ネットワーク会議登録団

体数 
５４団体 Ｒ３年度 ７０団体 Ｒ１１年度 

市民活動ネットワーク会議登録団

体の総会員数 
人 Ｒ５年度 ２，０００人 Ｒ１１年度 
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政策１．コミュニティ・都市経営／政策分類１．コミュニティ 

３．男女共同参画（コミュニティ課） 

(１) 施策方針 

多様な生き方の選択や個性や能力が発揮できる社会づくりの推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

本市が、多様な生き方の選択や個性や能力が発揮できる社会となっている

と思う市民の割合が増加している。 

 

(３) 現状・課題 

◇本市は、「薩摩川内市男女共同参画基本条例36」を制定し、薩摩川内市男女共

同参画都市宣言37を行うなど、あらゆる場において、個人のその個性と能力

が発揮できる社会の構築に向けた取組を積極的に進めてきましたが、性別に

よる固定的な役割分担意識は変化してきているものの、社会通念や慣行が依

然として残り、ジェンダー38の不平等感が存在している現状があります。 

◇個人の生活環境や価値観の多様化に対応し、多様な生き方の選択を可能にす

るため、女性の社会参画の促進とともに、男性の育児等への参画や地域活動

への参加を促進し、男女ともに生きやすい社会を実現する必要があります。 

◇今後も、様々な施策において男女共同参画の視点に立って推進し、地域にお

ける課題解決に、多様な人材がつながり活躍できる基盤整備を、市民と協働

で行うなど男女共同参画社会の実現に向けた取組を促進する必要がありま

す。 

◇また、地域社会の持続的発展のために、ワーク・ライフ・バランス39の推進

やダイバーシティ40への取組等による、個人が望む生き方を選択できる多様

な働き方を可能とする取組を推進するために、行政機関のみならず、民間企

業や各種関係団体など官民一体となり、長時間労働の是正、男性の育休取得

の推進、働き方改革を進めていく必要があります。 

  

                                                      
36 薩摩川内市男女共同参画基本条例：男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、市、事業者及び市

民の責務を明らかにするとともに、市の基本的施策について必要な事項を定めたもの。 
37 薩摩川内市男女共同参画宣言：平成１７年４月１日に行った男女共同参画都市さつませんだい宣言の

こと。 
38 ジェンダー(gender)：生物学的な性別に対して、社会的・文化的につくられる性別のこと。 
39 ワーク・ライフ・バランス(work life balance)：仕事と生活の調和のこと。 
40 ダイバーシティ(diversity)：「多様性」のこと。性別や国籍、年齢等に関わりなく、多様な個性が力

を発揮し、共存できる社会のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆個人の人権の尊重による多様な生き方を自らの意思で選択し、個性や能力を

発揮できる社会づくりを目指し、男女共同参画の正しい理解を深めるための

学習機会の充実と協力・連携の場を設けます。 

◆男性の働き方改革や男女の固定的性別役割分担意識を改革するために、男性

の家事・育児、介護への参画を目指した啓発を行います。 

◆関係機関との連携・協力による、一次的な総合相談窓口としての機能を有す

る男女共同参画センター41の機能強化します。 

◆誰もが希望する働き方を実現できるように、企業に対する仕事と家事・育

児・介護等との両立支援、多様で柔軟な働き方の推奨、男性育休の取得促

進、ハラスメントの防止対策等の働きかけを実施するとともに、女性のキャ

リアアップを支援します。 

◆ダイバーシティ社会の形成を目指し、多様性への理解促進と人権意識の普及

と啓発を行います。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

４．質の高い教育をみんなに 

５．ジェンダー平等を実現しよう 

８．働きがいも経済成長も 

10．人や国の不平等をなくそう 

 

  

                                                      
41 男女共同参画センター：ＳＳプラザせんだい市民サポートセンター内に設置している。女性が抱える

問題全般の情報提供・相談・研究などを実施している活動拠点のこと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

ひとみらいセミナー受講者数 １，０２５人 Ｒ３年度 １，５００人 Ｒ１１年度 

女性活躍推進認定企業登録数(累

計) 
１５社 Ｒ３年度 ２５社 Ｒ１１年度 
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政策１．コミュニティ・都市経営／政策分類１．コミュニティ 

４．少子化対策（コミュニティ課） 

(１) 施策方針 

結婚・出産・子育てに希望が持てる施策の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

若い世代が将来に希望を持ち、主体的選択により出産や育児を望む市民が

増加し、子育てしやすいまちと思う市民の割合が増えている。 

 

(３) 現状・課題 

◇社会問題となっている少子化は、ライフスタイルや価値観の多様化などによ

る未婚化、晩婚化のほか、子どもを産む年代の人口減少が要因となっていま

す。今後、結婚を希望する人々に、出会いの場の提供を行うとともに、結婚

新生活に伴う経済的負担の軽減や結婚を希望する人を応援する社会的機運の

醸成を図る必要があります。 

◇また、人口減少緩和のためには、地域の若者、特に女性の流出を抑制し、さ

らには移住・定住を促進するため、ジェンダー平等42の視点に立ち、男女が

共に働き、家計責任や家事育児などケア負担を分かち合い、仕事と家庭を両

立できる環境の整備を進め、若い世代が住みたい、住み続けたいと思う地域

づくりを進める必要があります。 

◇本市では、子育て世帯の経済的な負担を軽減し、子どもの健やかな成長に資

するため、安心して子どもを産み育てられる環境づくりに向けた各種施策を

展開していますが、仕事と育児の両立支援として、男性の育児休暇取得推進

など多様な働き方を可能とする職場の環境整備や地域での子育て支援の機運

づくりなど安心して子どもを産み育てられる社会づくりを更に進めていく必

要があります。 

 

  

                                                      
42 ジェンダー平等：一人ひとりの人間が、性別にかかわらず平等に責任や権利や機会を分かちあい、あら

ゆる物事を一緒に決めることができること。 
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(４) 施策の方向性 

◆結婚・子育て世代が将来にわたる展望を描ける環境を整えるため、結婚を希

望する人々を支援するとともに、結婚に伴う新生活のスタートアップに係る

経済的負担を軽減します。 

◆男性の働き方改革や男女のあらゆる場での固定的性別役割分担意識を改革す

るために、男性の家事・育児、介護等への参画を啓発します。 

◆多様な価値観が尊重され、個人の希望を叶えるという考え方のもと、結婚、

妊娠・出産、子育てに温かい社会の実現と多様化する子育て家庭の様々な

ニーズに応えるために、結婚を希望する人を応援し、子育て世帯を優しく包

み込む社会的な機運を醸成します。また、ジェンダー平等の推進や結婚、妊

娠・出産、子ども子育てに関する効果的な情報発信を行います。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

３．すべての人に健康と福祉を 

４．質の高い教育をみんなに 

５．ジェンダー平等を実現しよう 

８．働きがいも経済成長も 

16．平和と公平をすべての人に 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

婚姻件数 ３６３件 Ｒ３年度 ３８０件 Ｒ１１年度 

合計特殊出生率 １．７７％ Ｒ２年度 １．９０％ Ｒ１１年度 
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政策１．コミュニティ・都市経営／政策分類２．未来ビジョン 

政策分類２. 未来ビジョン 

１. 地域デザイン（企画政策課） 

(１) 施策方針 

地域の自立・活性化への支援 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

独自の拠点制度を確立し、自助・共助・公助の充実で住み慣れた地域に住

み続けるための仕組みづくりができている。 

 

(３) 現状・課題 

◇本市は、平成１６年１０月の新市誕生後、地区コミュニティ協議会43や自治

会44を中心に地域の環境を維持する活動や伝統芸能の継承等の支援に取り組

んできました。しかしながら、高齢化や人口減少、ライフスタイルの変化、

地域コミュニティ活動に対する意識の変化により、担い手不足等の課題が顕

在化し、住み慣れた地域に住み続けるための地域の仕組みが失われつつあり

ます。 

◇本市の「未来のまちの姿」を実現するため、市域を区分（以下、「ゾーニン

グ45という。）し、自治組織制度と本市独自の拠点制度を結び付けながら、生

活利便機能の確保などの地域課題解決に向けた、市民や事業者の「自助46」

を支援し、「共助47」や「公助48」の仕組みを構築する必要があります。  

  

                                                      
43 地区コミュニティ協議会：従来からある自治会等の小規模で多種多様な地縁組織を包括する形で横の連

携を図り、行政との連携協力を推進させるものとして概ね小学校区の範囲をベースとした新たな住民

自治組織のこと。 
44 自治会：薩摩川内市自治基本条例に基づき、一定の地域において、相互扶助の精神に基づいて自発的に

組織された会のこと。 
45 ゾーニング(zoning)：共通的性格を持つひとまとまりの区域で市域を区分すること。 
46 自助：自分の責任で各々が行うこと。 
47 共助：自分だけで解決・実施することが困難な事柄について、周囲や地域が協力して行うこと。 
48 公助：個人や周囲、地域あるいは民間の力だけでは解決できないことについて行政が行うこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆エリア別の振興方針を実現するために、政策横断的な各取組について、効率

的な進行管理と効果的な事業調整を行います。 

◆関係する国県等政策の情報収集を積極的に行い、総合的な広報を行います。 

◆本市独自の拠点制度の確立を目指して各拠点の市民目線での現状把握と課題

の見える化に着手し、必要に応じた関連政策施策の見直しを行います。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

11．住み続けられるまちづくりを 

 

 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

住み慣れた地域の居住環境に満足

している市民の割合 
６８．４％ Ｒ４年度 ７５．０％ Ｒ１１年度 
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政策１．コミュニティ・都市経営／政策分類２．未来ビジョン 

２. 移住定住（企画政策課） 

(１) 施策方針 

移住・定住の促進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

一人ひとりが地域の一員として活躍し、「自分らしい暮らしの豊かさ」を実

感できている。 

 

(３) 現状・課題 

◇都市部と田舎が程好く融合し、緑豊かな生活環境に恵まれ、九州新幹線など

の交通アクセスが良好な本市ですが、少子高齢化に加え、若年層の進学・就

職に伴う市外への転出による人口減少が続いています。 

◇そこで、これまでの移住・定住施策を整理し、受入側となる地域住民と行政

が一体となった、より効果的な施策を総合的に実施することで、移住・定住

者の暮らしやすいまちづくりに努めていく必要があります。 

◇また、本市は、平成２３年度から、転入者による地域の魅力をブランド化し

てシティセールス49につなげる「ぽっちゃんプロジェクト50」を展開し、ま

た、平成２５年度からは地域おこし協力隊制度51を活用し、地域おこし協力

隊と地域の「幸せ」を実現すべく地域課題の解決や旅・食・品に関する商品

開発に取り組んできました。今後も持続して地域活性化に取り組む仕組みづ

くりを通して、一人ひとりが地域の一員として活躍できる地域づくりと移住

先・定住地としての話題や魅力づくりを進めていく必要があります。 

  

                                                      
49 シティセールス：旅・食・品に関する素材を総合的に売り込みながら、市外への知名度や好感度の向

上と住民による郷土愛の醸成を図ることで地域雇用の拡大と市民所得の向上を導き出す一連の活動の

こと。 
50 ぽっちゃんプロジェクト：市内に「地域おこし協力隊」を導入し、その地域のテーマに沿った観光・

物産に関する商品開発や販路拡大及び人材育成を実施する計画のこと。隊員がしずくのように地域に
「ぽっちゃん」と降り立ち、地域おこしの波紋が広がる様相をイメージして名付けられた。 

51 地域おこし協力隊制度：都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を異動し、地域ブランドや

地場産品の開発・販売・ＰＲ等の地域おこし支援や、農林水産業への従事、住民支援などの「地域協

力活動」を行いながら、その地域への定住・定着を図る取組のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆移住希望者が移住しやすいように、関連情報の提供や移住のステージに応じ

たサポートを行うとともに、移住前の不安を解消するための体験機会を充実

します。 

◆地域が主体的に移住者を受け入れるための空家を活用した移住者向け住宅の

確保を支援します。 

◆移住者の連携・コミュニティネットワークの活動を活発化し、移住後の生活

を支援します。 

◆移住先としての魅力向上と、地域おこし協力隊員の円滑かつ有意義で継続的

な地域協力活動につながるよう、ぽっちゃんプロジェクト事業を支援すると

ともに、隊員が任期終了後に本市に定着・定住するための協力体制を確立し

ます。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

11．住み続けられるまちづくりを 

 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○ ○  

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

住民基本台帳人口における社会増

減数 
△１５９人 Ｒ３年度 増減０ Ｒ１１年度 

自分らしい暮らしの豊かさを実感

している市民の割合 
６８．４％ Ｒ４年度 

７５．０％以

上 
Ｒ１１年度 
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政策１．コミュニティ・都市経営／政策分類２．未来ビジョン 

３. ＳＤＧｓ・カーボンニュートラル（企画政策課） 

(１) 施策方針 

ＳＤＧｓ・カーボンニュートラル52の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

ＳＤＧｓチャレンジ目標が達成され、本市に住み続けたいと思う市民の割

合が増加している。 

 

(３) 現状・課題 

◇本市では、令和３年６月「薩摩川内市未来創生ＳＤＧｓ・カーボン

ニュートラル宣言53」を発表しました。また、令和４年２月「アフターコ

ロナを見据えた薩摩川内市の中期的展望54」を公表し、その中で「循環経

済55・産業拠点の創出～川内港臨海ゾーン整備～」を位置付けています。 

◇人口減少・少子高齢化など社会的課題の解決と持続可能な地域づくりに

向けて、官民一体となってＳＤＧｓ・カーボンニュートラルの理念を理

解し、あらゆる人たちが活躍できる多様性と包摂性のある社会の実現や

持続可能で魅力的なまちづくりに引き続き取り組む必要があります。 

◇ＳＤＧｓの達成とカーボンニュートラルの達成のためには、産業分野、

市民生活など、あらゆる分野において技術革新や変革を起こし、「サー

キュラー都市56・薩摩川内市」を実現することが不可欠であり、市民・地

域・事業者・学校など、あらゆる関係者が、経済活動・社会活動の基盤

である環境への意識を高め、行動することが重要であることから、「ＳＤ

Ｇｓチャレンジ」を合言葉にしながら「チーム薩摩川内」で取り組む機

運醸成を図ることが必要です。 

◇また、土地は市民のための限られた資源であり、生活・生産活動が行わ

れる基盤であることから、環境保全に配慮しながら、長期的展望に立っ

た総合的かつ計画的な土地利用を進めていく必要があります。 

  

                                                      
52 カーボンニュートラル(carbon neutral)：温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること。 
53 薩摩川内市未来創生ＳＤＧｓ・カーボンニュートラル宣言：未来創生ＳＤＧｓの推進を図ることと

カーボンニュートラルの達成に向けて取り組むことを宣言したもの。 
54 アフターコロナを見据えた薩摩川内市の中期的展望：ＳＤＧｓ・カーボンニュートラル、デジタル社

会構築の理念のもと、２０３０（令和１２）年ＳＤＧｓの達成と２０５０（令和３２）年カーボン
ニュートラルの達成に向けたビジョンとして、５つの未来創生を目指すとし、令和４年２月１４日に
発表したもの。 

55 循環経済：あらゆる段階で資源の効率的・循環的な利用を図りつつ、付加価値の最大化を図る経済のこ

と。 
56 サーキュラー都市：利用後の廃棄物を別の事業の資源にしたり再活用したりするなど、既存の資源を再

生し、循環させていく、新たな経済モデルの「循環経済」を中心とした新しい都市像（循環経済産業都

市）のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆ＳＤＧｓ・カーボンニュートラルの達成と、川内港久見崎みらいゾーン57や

サーキュラーパーク九州58を拠点とする「サーキュラー都市・薩摩川内市」

の実現を目指して、政策横断的な各取組について効率的な進行管理と効果的

な事業調整を行うほか、産官学金59の連携体制を構築します。 

◆関係する国県等政策の情報収集を積極的に行い、総合的な広報を行います。 

◆市民・事業者、地域、学校など、あらゆる関係者と連携しながら「ＳＤＧｓ

チャレンジ」を合言葉に、社会、環境、経済の三側面の統合的な取組を展開

します。 

◆土地利用は、自然的、社会的、経済的及び文化的諸条件に配慮し、長期的な

展望のもとに総合的かつ計画的に行います。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

７．エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

８．働きがいも経済成長も 

11．住み続けられるまちづくりを 

12．つくる責任 つかう責任 

13．気候変動に具体的な対策を 

17．パートナーシップで目標を達成しよう  

                                                      
57 川内港久見崎みらいゾーン：久見崎町にある産業用地のこと。 
58 サーキュラーパーク九州：川内発電所跡地の資源循環の拠点の名称のこと。 
59 産官学金：企業、大学・高等専門学校を始め、公的研究機関、産業支援機関、金融機関が一体となっ

たもの。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○ ○ ○ 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

「ＳＤＧｓ」にチャレンジする活

動数 
― Ｒ４年度 ５０件 Ｒ１１年度 

薩摩川内ＳＤＧｓチャレンジパー

トナー制度登録数 
０団体 Ｒ５年２月 ４００団体 Ｒ１１年度 

川内港久見崎みらいゾーン及び川

内（火力）発電所跡地での企業立

地件数 

０社 Ｒ４年度 ２０社 Ｒ１１年度 

土地利用の届出受理件数/（届出

受理件数＋未届報告件数） 
９０％ Ｒ４年度 ９５％ Ｒ１１年度 
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政策１．コミュニティ・都市経営／政策分類２．未来ビジョン 

４. 総合政策（企画政策課） 

(１) 施策方針 

政策課題の効果検証及び広域連携等の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

市政経営の方向性が共有され、広域的に連携を図りながら市民等が施策の

展開に参加している。 

 

(３) 現状・課題 

◇本市では、これまで「第２次薩摩川内市総合計画」に掲げる目標の実現に向

けて、各種施策を推進するため、計画の推進管理、外部評価の運営等を行っ

てきました。 

◇今後も多岐にわたる政策課題の解決に向けて、ＥＢＰＭ60を意識した目標設

定を行い、市民とともにＫＰＩ61の達成度や現状・評価に対する検証を行

い、時代の変化に対応できるよう改善に努めていく必要があります。 

◇また、広域行政については、医療・福祉対策、観光振興、雇用対策、及び南

九州西回り自動車道の整備促進など、広域的な取組が重要な事業について、

関係自治体等との連携に努めてきており、大学や金融機関等と包括連携協定

を結ぶなど、市域や行政を越えた取組を進めています。 

 

  

                                                      
60 ＥＢＰＭ：Evidence Based Policy Making の略。証拠や根拠に基づく政策立案のこと。 
61 ＫＰＩ：Key Performance Indicator の略。目標を達成するための重要な業績評価の指標のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆ 総合計画基本構想に掲げた将来都市像と政策・施策を市民と共有し、協働

して取り組むために、政策施策の広報を充実します。 

◆ 政策・施策の効果的かつ効率的な展開を図るために、評価、検証、見直し

を進めながら、向こう３年間で達成すべき具体的な事務・事業の取組を示す

実施計画を策定します。 

◆ 市域や行政を越えて取り組むべき地域課題等を解決するために、国、県、

市町、関係団体、大学、金融機関等と積極的に連携します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

４．質の高い教育をみんなに 

17．パートナーシップで目標を達成しよう 

  

                                                      
62 デジタル田園都市構想総合戦略：「心ゆたかな暮らし」（Ｗｅｌｌ－Ｂｅｉｎｇ）」と、「持続可能な社

会・環境・経済」（ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ）を実現していく構想を実現するために、各施策を

充実・強化し、施策ごとに５か年のＫＰＩ（重要業績評価指標）とロードマップ（工程表）を位置付

けた戦略のこと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

第３次薩摩川内市総合計画で設定

した成果指標の達成率 
― ― ８０％ Ｒ１１年度 

大学との連携事業数 １０事業 Ｒ３年度 １５事業 Ｒ１１年度 

サテライトキャンパス １校 Ｒ４年度 ２校 Ｒ１１年度 

デジタル田園都市構想総合戦略62

の成果指標の達成率 
― ― ８０％ Ｒ１１年度 



35 
 

政策１．コミュニティ・都市経営／政策分類２．未来ビジョン 

５. 広聴広報（秘書広報課） 

(１) 施策方針 

広聴・広報活動の充実 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

市民に市政への意見提言方法が認知され、求める行政情報を得られる環境

が整い、市民と本市との情報共有が進んでいる。 

 

(３) 現状・課題 

◇市民に身近で利用しやすい市役所であるためには、お互いの情報を共有する

とともに、市民が求めるサービスを適正に提供することが重要です。 

◇そこで、広く市民の意見を聴取し、市民ニーズを的確に把握するため、市民

との対話の場である「令和コミュニティトーク」や各種審議会の開催、市

ホームページ上でのアンケートの実施やパブリックコメント63制度の活用、

市民の声制度64などにより、市民と市との間で情報や問題意識を共有し、市

政運営に生かしていくことで、市民満足度の向上及び市政に対する信頼と共

感を醸成する必要があります。 

◇また、行政情報の提供については、広報紙、ホームページ、コミュニティＦ

Ｍ、報道機関やソーシャルメディア65の活用により、市からのお知らせやイ

ベント情報を積極的に提供するとともに、災害時の緊急情報を発信していま

す。近年、市民の関心や情報の入手方法が多様化していることから、発信す

る情報やターゲット等に合わせた情報発信媒体を選択し、適正で伝わりやす

い情報の発信による、市政の取組への理解を深める必要があります。 

 

  

                                                      
63 パブリックコメント：計画や指針を立案する過程において、案の段階で広く市民の意見を募集し、寄

せられた意見を参考に計画等の決定を行い、併せて市の考え方も公表する制度のこと。 
64 市民の声制度：市に寄せられる「市民の声」について全職員が共通に理解し、その趣旨を的確に把握

及び迅速な回答を行い、本市の施策や業務の改善に活かし、市民満足度の向上及び市政に対する信頼
と共感の醸成に役立てる制度のこと。 

65 ソーシャルメディア：個人や企業が情報を発信・共有・拡散することによって形成されるインター
ネットを通じた情報交流サービスの総称のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆市民が市政に参画しやすい環境づくりに取り組み、市政に関する意見提言を

伝える機会を確保するために、市民と市長の対話機会、市民の声制度並びに

市政モニタリング機能を充実します。 

◆市民が多様な手段で必要な情報を取得できるようにするために、市政や地域

に関する情報を適切な媒体を活用し、適時かつ分かりやすく発信します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

16．平和と公平をすべての人に 

17．パートナーシップで目標を達成しよう 

 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

市に意見提言を伝える機会に満足

している市民の割合 
― Ｒ５年度 ６０％ Ｒ１１年度 

市からの広報に満足している市民

の割合 
― Ｒ５年度 ６０％ Ｒ１１年度 
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政策１．コミュニティ・都市経営／政策分類３．スマートＤＸ 

政策分類３. スマートＤＸ 

１. 行政改革・ＤＸ（行政経営課） 

(１) 施策方針 

デジタルを活用した有用な組織・機能の構築 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

デジタル化により市民の行政サービスの利便性が向上し、市民も行政も負

担が軽減している。 

 

(３) 現状・課題 

◇市民の利便性向上を目指し、ガバメントクラウド66の活用を踏まえた基幹系

システムの標準化、マイナンバーカードを活用した行政手続のオンライン化

に取り組み、ＡＩ67・ＲＰＡ68の利用促進による業務の効率化を図るととも

に、窓口における手数料等のキャッシュレス化の検討等を行ってきました。

引き続き、市民が自らのニーズに合ったサービスを選ぶことできるよう、デ

ジタル化に合わせた組織・機能の構築を進め、行政サービスの更なる向上に

繋げる必要があります。 

◇今後、経営資源が制約される中、新たな行政課題に対応し、将来にわたって

行政サービスを持続的かつ安定的に提供していくために「（仮称）地域デジ

タル化計画69」に基づき、効率的・効果的な行政経営を目指し組織・機能の

構築に取り組むとともに、デジタル化による行政サービスの利便性の更なる

向上の実現を目指す必要があります。 

 

  

                                                      
66 ガバメントクラウド(government cloud)：政府が整備・運用する共通のクラウドサービス利用環境の

こと。迅速、柔軟、かつセキュアでコスト効率の高いシステムを構築可能とし、利便性の高いサービ
スをいち早く受けることができる。 

67 ＡＩ：Artificial Intelligence の略。人工知能（人間にしかできなかったような高度に知的な作業
や判断を、コンピュータを中心とする人工的なシステムにより、行えるようにしたもの）。 

68 ＲＰＡ：Robotic Process Automation の略。これまで人間のみが対応可能と想定されていた作業やよ
り高度な作業を、人間に代わって、ＡＩ等を活用して代行・代替する取組のこと。 

69 （仮称）地域デジタル化計画：デジタル田園都市国家構想を踏まえた情報化計画のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆デジタル技術の活用により業務の効率化を図り、将来にわたって行政サービ

スを継続的かつ安定的に提供していくため、業務改革を実行します。 

◆市民の利便性の向上を目指し、マイナンバーカードやＩＣＴ70の活用などに

よる行政サービスのデジタル化を実行します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

11．住み続けられるまちづくりを 

 16. 平和と公正をすべての人に 

 

  

                                                      
70ＩＣＴ：Information and Communication Technology の略。情報通信に関する技術の総称のこと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

マイナンバーカードを活用した

サービス件数 
７件 Ｒ４年度 １０件 Ｒ１１年度 

オンライン申請可能な行政手続の

数 
３２手続 Ｒ４年度 ５２手続 Ｒ１１年度 

オンライン申請可能な行政手続に

おけるオンライン申請の割合 
●●％ Ｒ４年度 ●●％ Ｒ１１年度 
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政策１．コミュニティ・都市経営／政策分類３．スマートＤＸ 

２. 地域情報（行政経営課） 

(１) 施策方針 

「（仮称）地域デジタル化計画」に基づく施策の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

デジタル化のメリットを享受できる社会が形成され、情報格差を感じない

市民が増えている。 

 

(３) 現状・課題 

◇市民が自分に合ったスタイルでデジタル化のメリットを享受できる地域社会

を目指し、デジタルデバイド71対策として総務省が実施するデジタル活用支

援推進事業等との一体的な連携を図りながら、きめ細かなデジタル活用支援

策を実施しています。 

◇今後も、防災や減災、観光、交通、医療・福祉・介護・育児、エネルギー・

環境等の地域課題へ対応しながら、地区コミュニティ協議会72や社会福祉協

議会等と連携しデジタルを有効活用できる人材育成に取り組み、地域デジタ

ル社会の形成に向けた取組を推進する「（仮称）地域デジタル化計画」に基

づきデジタル活用支援策等を実施し、デジタル活用に関する市民の理解を深

め、その普及支援や、新たな支援策等を検討していく必要があります。 

◇また、携帯電話、ラジオ、テレビ等の受信困難地域については、その解消に

向け、国・県等関係機関への要望を継続するとともに、連携を図っていく必

要があります。 

  

                                                      
71 デジタルデバイド(digital divide)：インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と

利用できない者との間に生じる格差のこと。 
72 地区コミュニティ協議会：従来からある自治会等の小規模で多種多様な地縁組織を包括する形で横の連

携を図り、行政との連携協力を推進させるものとして概ね小学校区の範囲をベースとした新たな住民

自治組織のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆防災や減災、観光、交通、医療・福祉・介護・育児、エネルギー・環境等の

多岐にわたる地域課題を解決するために、デジタル技術を活用した市民への

支援を行うとともに、行政サービスを充実します。 

◆デジタル技術を有効活用できる人材の育成やサポート体制を充実します。 

◆携帯電話、ラジオ、テレビ等の受信困難地域の解消に努めます。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

11．住み続けられるまちづくりを 

  

                                                      
73 デジタル田園都市国家構想：「心ゆたかな暮らし」（Ｗｅｌｌ－Ｂｅｉｎｇ）」と、「持続可能な社会・

環境・経済」（ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ）を実現していく構想のこと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

デジタル田園都市国家構想73に

沿ったデジタル実装事業数 
１件 Ｒ４年度 １５件 Ｒ１１年度 
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政策１．コミュニティ・都市経営／政策分類４．行政マネジメント 

政策分類４. 行政マネジメント 

１. 人材育成（総務課） 

(１) 施策方針 

環境の変化に対応できる多様な人材の育成 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

職員育成とワーク・ライフ・バランス74形成が図られ、社会ニーズに応え

る組織となっている。 

 

(３) 現状・課題 

◇これまでの本市職員の人材育成は、「薩摩川内市職員人材育成基本方針75」に

基づき、高い政策形成能力と業務遂行能力を備えた職員の育成を主眼に取り

組んできました。 

◇一方、少子高齢化対策、自然災害の頻発・激甚化への対応、ＳＤＧｓ、カー

ボンニュートラル76、ＤＸ77の推進、働き方改革など、経済や行政の在り方

が、多様化・複雑化してきており、職員個々の能力向上と併せ、組織力の向

上を図ることが必要不可欠となっています。 

◇このような社会環境の変化に対応するために様々な業務経験や専門的知識を

持った職員を採用し、多様な意見が反映される職場環境を醸成するととも

に、チームワークで困難を乗り越えられる体制を整備する必要があります。 

◇また、職員一人ひとりが仕事のやりがいを見い出すことにより職場での満足

度を向上させるための体制づくりを行う必要があります。 

  

                                                      
74  ワーク・ライフ・バランス(work life balance)：仕事と生活のバランスが取れた状態のこと。 
75 薩摩川内市職員人材育成基本方針：高い政策形成能力と業務遂行能力を備えた職員の育成に取り組む

ため策定された方針のこと。 
76 カーボンニュートラル(carbon neutral)：温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること。 
77 ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）：デジタル技術やＡＩの活用により制度や組織の在り方

などをデジタル化に合わせて変革していくこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆激しく変化する社会ニーズに応えるため、市職員のコミュニケーション能力

のほか様々なスキルを備えた幅広い人材を確保するとともに、チームワーク

で課題に対応できる多様な人材を育成します。 

◆育児休業、子育てに関連する特別休暇、年次有給休暇などを効果的に取得す

ることでワーク・ライフ・バランスを推進し、職員が働きがいや生きがいを

実感できる職場環境づくりを実践します。 

 

(５) 成果指標と目標値  

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

17．パートナーシップで目標を達成しよう 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

職員採用試験の応募者数 １８４人 Ｒ３年度 １７５人以上 Ｒ１１年度 

総務課関連研修の受講者数 ２２１人 Ｒ３年度 ４００人以上 Ｒ１１年度 

男性職員の育児休業取得率 ９．５％ Ｒ３年度 ３０％以上 Ｒ１１年度 
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政策１．コミュニティ・都市経営／政策分類４．行政マネジメント 

２. 財政（財政課） 

(１) 施策方針 

健全で安定した財政運営の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

施策展開可能な財政構造が確立され、健全な財政運営が維持されている。 

 

(３) 現状・課題 

◇人口減少等による税収や地方交付税等の減少が見込まれるほか、交付税措置

のある有利な地方債78の減少も見込まれており、健全で持続可能な財政運営

を行っていくため、災害や経済情勢の変化に対応できるよう、適正な基金残

高を維持する必要があります。 

◇また、社会情勢の大きな変化やそれに伴う国の政策動向への対応が求められ

る中、少子・高齢化時代における満足度の高い行政サービスを提供するため

に、市民や事業者などと財政（施策）運営の在り方や方向性について情報の

共有を図る必要があります。 

◇今後さらに、人口減少対策、社会基盤施設の老朽化による維持管理経費や社

会保障費などの上昇が見込まれ、このような課題に対応しながら、新たな事

業展開もできる持続可能な財政運営を行っていくための財源確保が大きな課

題であることから、財政収支の将来の見通しを行う必要があります。 

  

                                                      
78 交付税措置のある有利な起債：元利償還金の一定割合が毎年度の交付税に算入される地方債のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆社会情勢の変化に柔軟に対応するため、歳入の見込みや財政需要を考慮し、

財政見通しを算定するとともに、市民や事業者などに必要な財政情報を公表

します。 

◆新たな事業展開においては、国県補助事業を積極的に活用し、既存事業につ

いては、効果や成果を検証し、事業のスクラップアンドビルド79など事業見

直しによる経費の削減や公共施設の統廃合による維持管理費の抑制、優先度

の高い事業への財源の重点配分などにより、経常経費の縮減と事業の重点化

を図るとともに、市債借入の抑制による公債費の縮減を行うなど、施策展開

可能な財政構造の確保に努めます。 

◆健全な財政運営を推進するため、中期財政運営指針に基づいた、計画的な財

政運営に努めます。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

※「目標値」は、令和 11 年度中に確定する令和 10 年度分の決算指標 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

17．パートナーシップで目標を達成しよう 

 

  

                                                      
79 スクラップアンドビルド：scrap and build。壊して作り直すこと。 
80 実質公債費比率：毎年度経常的に収入される財源のうち、実質的な公債費相当額に充てられたものの占

める割合 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

財政調整基金・減債基金残高 ９２．６億円 Ｒ３年度 ８８．０億円以上 Ｒ１１年度 

市債残高（普通会計ベース） ３７２．７億円 Ｒ３年度 
３２７．０億円以

内 
Ｒ１１年度 

実質公債費比率80 ７．７％ Ｒ３年度 ７．０％以内 Ｒ１１年度 
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政策１．コミュニティ・都市経営／政策分類４．行政マネジメント 

３. 財産マネジメント（財産マネジメント課） 

(１) 施策方針 
公共施設等の効率的維持管理 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

公共施設等の再配置や処分等を計画的に行い、施設保有量の適正化に努め

ることで、維持管理経費を抑制し、持続可能で必要な行政サービスを提供で

きている。 

 

(３) 現状・課題 

◇公共施設は行政サービスを提供する場として、市民生活を支え、市民の交流

を促すなど、市民の豊かなライフスタイルの構築に寄与し、活力ある地域社

会を形成してきました。しかし、市町村合併により、行政庁舎や図書館、公

民館や体育館など、旧市町村でそれぞれに整備を進めてきた同じ機能を持つ

公共施設を数多く保有することになりました。これらの公共施設の多くは、

高度経済成長期の人口増加に対応するため整備を進めてきたもので、今後一

斉に更新時期を迎えます。 

◇さらに、道路・橋梁、上下水道等については、市民生活を支える社会基盤施

設であり、なくてはならないものですが、これについても老朽化に伴う更新

等により相当の費用負担が発生します。 

◇そのような中、これまで財産の有効活用、民間活力の活用などそのあり方に

ついて整理を行い、管理経費の抑制に取り組んできました。 

◇今後も、市が保有する公共施設等について、長寿命化対策など適正な維持管

理に努めながら、市民ニーズに対応した行政サービスを効率的に提供しつ

つ、利用実態や人口減少等を踏まえた施設の再配置及び処分を更に進めてい

く必要があります。また、道路・橋梁などの社会基盤施設についても、新た

な投資との調整を図りながら、長寿命化対策を進めていく必要があります。 
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(４) 施策の方向性 

◆「公共施設等総合管理計画81」、各種個別計画及び各種インフラ計画に基づ

き、計画的かつ効率的に公共施設の維持（長寿命化等）、再配置（集約化、

複合化等）及び処分（解体、閉鎖等）を推進し、施設に係る普通建設事業費

及び維持補修費といったいわゆる投資的経費を縮減します。 

◆未利用資産については、積極的に売却します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

17．パートナーシップで目標を達成しよう 

 

  

                                                      
81 公共施設等総合管理計画：市で保有する公共施設の今後の基本的な管理方針を定めた計画のこと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

公共施設（インフラを含む。）の

年間の更新経費（普通建設事業費

と維持補修費の歳出総額） 

９５億円／年 Ｒ４年度 ７５億円／年 Ｒ８年度 
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政策２．市民安全・消防／政策分類１．市民 

政策２．市民安全・消防 

政策分類１．市民 

１. 市民窓口サービス（市民課） 

(１) 施策方針 

市民窓口サービスの質の向上 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

市民が求める行政サービスをストレスなく受けられている。 
 

(３) 現状・課題 

◇市民目線を重視したサービスとして、遺族の方々の手続に特化した「おくや

みコーナー」窓口を設置し、また、市民課及び税務課に、キャッシュレス決

済対応型ＰＯＳレジスター82を導入し、市民サービスの向上を図っていま

す。 

◇一方、転出・転入などの異動手続に伴う、市民の個別状況によって必要とな

る行政手続は、複雑かつ多岐にわたることから、全ての手続を終えるまでに

時間を要することや、必要な関係書類を用意できていなかったために“二度

手間”となるなどの理由から「市役所での手続きは面倒」、「時間がかかる」

といった市民の代表的な不満になっていることが、窓口での問い合わせ対応

の多さにつながり、本来の手続業務を遅滞させる要因のひとつとなっていま

す。 

◇人口減少など社会構造の変化が進行する中、更なる住民サービスの向上を図

るため、窓口関連業務に関する実務上の課題や在り方を検討する必要があり

ます。 

  

                                                      
82 ＰＯＳレジスター：販売情報を集積（収集、蓄積、分析）する機能を搭載したレジスターのこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆市民生活に関する市民からの問い合わせ対応や窓口のサービスについて、検

証・改善を進めながら、適切、効率的に行います。 

◆市民の利便性・市民サービスの質を高めるために行政ＤＸ83の取組による行

政サービスのデジタル化に向け、窓口手続のワンストップ84化に取り組みま

す。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

11．住み続けられるまちづくりを 

 

                                                      
83 ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）：デジタル技術やＡＩの活用により制度や組織の在り方

などをデジタル化に合わせて変革していくこと。 
84 ワンストップ：ひとつの場所で様々なサービスが受けられる環境・場所のこと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

窓口サービスに満足している市民の割

合 
―  ６０％以上 Ｒ１１年度 

各種証明書のコンビニ交付利用率 ２０％ Ｒ４年度 ４０％ Ｒ１１年度 



49 
 

政策２．市民安全・消防 政策分類１．市民 

２. 人権（市民課） 

(１) 施策方針 
人権教育・啓発活動の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

市民一人ひとりの人権が尊重され、誰もが自分の意見を発言できている。 

 

(３) 現状・課題 

◇近年、人権に対する市民の意識が高まっており、人々の差別意識を無くし、

人権に対する正しい理解と認識並びに人権問題を身近な問題としてとらえる

よう、学校や地域などあらゆる場で取り組んできた成果が現れてきているも

のの、現在においてもなお、子ども、高齢者、女性及び障害者等に関する人

権問題が存在しています。 

◇また、インターネットによる新たな人権侵害への対応やＬＧＢＴＱ85の方が

生活しやすい環境を整える行政や企業の取組も求められています。 

◇このような取組は少しずつ増えてきていますが、今後もなお一層、家庭・学

校・地域・事業所などのあらゆる場を通じた人権教育・啓発を推進し、一人

ひとりの人権が尊重される環境づくりを進めていく必要があります。 

◇また、出前講座の充実や各種機関・団体が開催する研修等の情報提供など、

人権や男女共同参画について正しく理解するための啓発・広報活動を推進す

ることにより、社会全体での人権意識の醸成や人権教育・啓発を図る必要が

あります。 

  

                                                      
85 ＬＧＢＴＱ：「Lesbian」（レズビアン、女性同性愛者）、「Gay」（ゲイ、男性同性愛者）、「Bisexual」

（バイセクシャル、両性愛者）、「Transgender」（トランスジェンダー、出生時に診断された性と自認
する性の不一致）、「Queer/Questionng」（クィア又はクエスチョニング、性的指向・性自認が定まらな
い人）の頭文字を取り、セクシュアル・マイノリティ（性的少数者）の一部の人々を指した総称のこ
と。 
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(４) 施策の方向性 

◆企業や教育機関との連携による人権尊重への取組に対する支援として、出前

講座などの各種人権啓発活動を幅広く効果的に展開します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

１．貧困をなくそう 

３．すべての人に健康と福祉を 

４．質の高い教育をみんなに 

５．ジェンダー平等を実現しよう 

８．働きがいも経済成長も 

10．人や国の不平等をなくそう 

16．平和と公平をすべての人に 

17．パートナーシップで目標を達成しよう 

 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

基本的な人権が確保されるための

市の施策が行われていると思う市

民の割合 

－ － ６０％ Ｒ１１年度 
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政策２．市民安全・消防／政策分類１．市民 

３. 課税・徴収（税務課・収納課） 

(１) 施策方針 

安定的な財政基盤の確立 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

施策展開ができる財政構造が確立され、市民サービスが維持されている。 

 

(３) 現状・課題 

◇地方税は、国、県、市が分担して提供する様々な行政サービスのうち市が地

域の実情に即して、市民生活に欠かせないサービスを提供するために必要な

費用を、地方税の原則に基づき、市民で分かち合いながら負担するものであ

り、公平かつ適正な課税に努める必要があります。また、効果的かつ効率的

な収納対策を推進することにより、市政運営に必要な財源の安定的な確保を

図る必要があります。 

 

【参考】地方税の原則 

１ 応益性の原則 

・地域に暮らす市民の皆様が何らかの形で受けている利益に応じた税負担

をしていただくということ。 

２ 安定性の原則 

・市民への行政サービスと当該経費は、年度ごとに大きく増減するもので

はないため、景気に左右されず、安定して税収を確保できること。 

３ 普遍性の原則 

・全ての県・市などの地方団体は一定水準の行政サービスを提供すること

が求められるため、その財源である税収が地域的に偏在することなくどの

団体にも普遍的に存在することが求められること。 

４ 負担分任の原則 

・地域に暮らす市民が共同体の運営のための負担を分かち合うこと。 

５ 自主性の原則 

・地方団体が自らの判断と責任において課税権を行うこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆安定的な財政基盤を確立するために納税者の信頼を得る適正・公平な賦課・

徴収に努め、効果的な滞納整理の強化、納税環境の拡充等を図ります。 

◆安定した行政サービスに資するよう法定外税の検討を行います。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

10．人や国の不平等をなくそう 

11 住み続けられるまちづくりを 

12．つくる責任 つかう責任 

16 平和と公正をすべての人に 

17．パートナーシップで目標を達成しよう 

 

 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

市税の徴収率（現年度+過年度） ９６．６８％ Ｒ３年度 ９７．００％ Ｒ１１年度 
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政策２．市民安全・消防／政策分類１．市民 

４. 環境（環境課） 

(１) 施策方針 

持続可能な環境対策の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

環境保全に対する意識が高まり、市民一人ひとりが保全活動に取り組んで

いる。 

 

(３) 現状・課題 

◇本市は、ラムサール条約86登録湿地である藺牟田池や甑島の長目の浜など、

豊かな自然環境に恵まれ、ベッコウトンボのような希少な生物、生態が見ら

れます。このような多様性に富んだ自然環境のすばらしさ、大切さを学習の

機会として、魅力ある地域づくりにつなげる必要があります。 

◇一方で河川敷や山林等へのごみの不法投棄は後を絶たないことから、地域の

景観を損なうだけではなく、周囲の自然環境や生活環境への影響が懸念され

ており、今後も、不法投棄のパトロールや環境美化活動を積極的に推進する

必要があります。 

◇また、ごみ処理については、様々な要因によりごみの排出量は横ばい状態で

あり、リサイクル率は低い水準であることから、ごみの減量・再資源化を進

め、循環型社会87の形成を図る必要があります。 

◇加えて、地球規模で問題化している気候変動、プラスチックごみの流出によ

る海洋汚染など、環境問題に関する正しい理解の促進や、学習機会の確保、

環境団体等への支援等が求められています。 

◇持続可能な脱炭素社会構築のため、日常の家庭生活や事業活動の見直しと意

識改革をこれまで以上に進め、地球温暖化対策をより一層推進する必要があ

ります。 

 

  

                                                      
86 ラムサール条約：国際条約「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約」の通称のこ

と。広く水辺の自然生態系を保全することを目的とする。 
87 循環型社会：廃棄物等の発生を抑え、循環的利用を促進し、適正な処分を確保することによって、天

然資源の消費を抑制し、環境への負荷をできる限り低減する社会のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆関係機関、市民等と連携した自然保護を推進し、自然との触れ合いの創出な

ど魅力ある地域づくりに努めながら、藺牟田池では、外来生物の駆除活動を

実施し、新たな外来生物の侵入を未然に防止します。 

◆環境美化推進員によるパトロールや看板設置など、不法投棄対策を図り、ご

み出しに関するマナーの統一や、環境負荷が低減される循環型社会を形成す

る「サーキュラー都市88・薩摩川内市」を目指したごみの排出抑制及びリサ

イクル率向上に取り組み、ごみの減量・再資源化を実行します。 

◆温室効果ガス排出量の削減に向けて、日常の家庭生活や事業活動による地球

環境への影響などについて、市民の意識改革につながる取組を促進します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

 
(６) ＳＤＧｓの目標 

６．安全な水とトイレを世界中に  13．気候変動に具体的な対策を 

８ 働きがいも経済成長も     14．海の豊かさを守ろう 

11．住み続けられるまちづくりを  15．陸の豊かさも守ろう 

12．つくる責任 つかう責任     

  

                                                      
88 サーキュラー都市：利用後の廃棄物を別の事業の資源にしたり再活用したりするなど、既存の資源を再

生し、循環させていく、新たな経済モデルの「循環経済」を中心とした新しい都市像（循環経済産業都

市）のこと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

 ○  

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

藺牟田池における外来魚の回収

実績 
１６，４１６匹 Ｒ３年度 ３，０００匹 Ｒ１１年度 

リサイクル率 ９．４％ Ｒ２年度 １５．６％ Ｒ８年度 

一人一日当たりのごみの排出量 ８３９ｇ Ｒ２年度 ７７５ｇ Ｒ８年度 

温室効果ガス排出量削減率（平

成 25(2013)年度比） 
２９％削減 Ｒ元年度 ４６％削減 Ｒ１２年度 
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政策２．市民安全・消防／政策分類２．防災・消防 

政策分類２．防災・消防 

１. 防災・原子力安全（防災安全課・原子力安全室） 

(１) 施策方針 

地域防災力の向上 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

地域や行政等が情報を共有し、関係機関との連携により、市民の安全が確

保されている。 

 

(３) 現状・課題 

◇近年多発する自然災害では、自分の身は自分で守る「自助89」、自治会90や地

区コミュニティ協議会91、民間・ボランティアなどによる「共助92」、国や

県、市などの「公助93」の役割をそれぞれが認識し、防災意識の向上に取り

組み、市民と地域、行政が連携して地域防災力の向上に努めています。 

◇自宅での避難が危険な市民のために、市や自治会、ホテル等の避難所の確保

と整備、必要な備蓄品の整備による避難生活環境の向上に努めています。 

◇防災行政無線や戸別受信機等の維持・整備のほか、携帯端末等へのアプリ94

の拡充などＩＣＴ95を活用し、迅速かつ的確な災害・防災情報の収集・提供

に努めています。 

◇原子力防災では、東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故を契機

に、原子力に対する不安が高まっており、事業者に対し安全対策の充実強化

を求めるとともに、避難対策など原子力防災計画を逐次見直しながら、市民

に対して原子力防災に関する情報を提供する必要があります。 

◇市民が安全・安心な社会で暮らしていくために、国や県、あらゆる関係機関

と連携・協力していくことが必要であると考えています。市は、住民の生

命、身体及び財産を保護する責務に鑑み、国民の保護のための措置を的確か

つ迅速に実施するため、国民保護計画を作成するなど、市の責務を明らかに

するとともに、逐次見直しながら、不測の事態に対応する必要があります。 

  

                                                      
89 自助：自分の責任で各々が行うこと。 
90 自治会：薩摩川内市自治基本条例に基づき、一定の地域において、相互扶助の精神に基づいて自発的に

組織された会のこと。 
91 地区コミュニティ協議会：従来からある自治会等の小規模で多種多様な地縁組織を包括する形で横の連

携を図り、行政との連携協力を推進させるものとして概ね小学校区の範囲をベースとした新たな住民

自治組織のこと。 
92 共助：自分だけで解決・実施することが困難な事柄について、周囲や地域が協力して行うこと。 
93 公助：個人や周囲、地域あるいは民間の力だけでは解決できないことについて行政が行うこと。 
94 アプリ：携帯端末等上で起動するソフトウエアのこと。アプリケーションの略。 
95 ＩＣＴ：Information and Communication Technology の略。情報通信に関する技術の総称のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆地域防災力の向上に向けて、防災マップ等による自宅周辺の危険箇所の把握

やマイ・タイムライン96を作成するなどの自助を始め、共助、公助の考えを

醸成します。 

◆避難生活環境の向上に向けて、市や自治会、ホテルなどの避難所の確保を進

め、必要な備蓄品の整備を行います。 

◆防災行政無線や戸別受信機等の維持管理を適正に進めながら、今後の整備の

在り方を検討します。また、携帯端末等でのアプリなどＩＣＴを活用し、迅

速かつ的確な災害・防災情報の収集・提供を実施します。 

◆原子力発電事業者に対し安全対策の充実強化を不断に求めるほか、市民に対

して原子力発電に関する情報の提供と、原子力防災計画に基づく原子力防災

対策を充実します。 

◆不測の事態に対応するためには、日頃から国や県、あらゆる関係機関との連

携や協力、情報の共有等が必要です。また、市の要望や意見等を伝えなが

ら、市民の安全・安心な暮らしが継続できるように関係強化に努めていきま

す。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 
１. 貧困をなくそう 

11．住み続けられるまちづくりを 

13. 気候変動に具体的な対策を 

 

  

                                                      
96 マイ・タイムライン：住民一人ひとりの防災行動計画のこと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

自主防災組織の活動実績率（訓練

等実施数／自主防災組織数） 
６％ Ｒ４年度 ２０％ Ｒ１１年度 

人口 1人当たりの自然災害による

死者・行方不明者率（自然災害に

よる死者・行方不明者数/人口） 

０％ Ｒ４年度 ０％ Ｒ１１年度 

自主防災組織活動カバー率 ９６．２％ Ｒ４年度 １００．０％ Ｒ１１年度 
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政策２．市民安全・消防／政策分類２． 防災・消防 

２. 交通安全・防犯（防災安全課） 

(１) 施策方針 

交通安全・防犯等の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

地域やボランティア等の活動により安心して暮らせる環境となっている。 

 

(３) 現状・課題 

◇地域や事業者、行政機関等が一体となった交通安全運動や交通安全教育など

に取り組み、交通事故発生件数は減少傾向にあります。一方で高齢者が関わ

る交通事故の占める割合が高い傾向が続いており、高齢者に対する参加・体

験・実践型の交通安全教室の積極的な広報による受講機会の拡大を図るな

ど、交通安全意識・交通マナーの啓発に取り組み、交通・生活の環境整備を

進め、交通事故の減少に努めています。 

◇また、本市では大きな事件や組織犯罪などは少なく、治安は比較的安定して

います。引き続き、犯罪から市民を守るために、防犯灯設置や青色パトロー

ル車97による登下校時のパトロールなど、地域やボランティア団体、関係機

関と連携を進め、犯罪のない安心して暮らせるまちづくりを進める必要があ

ります。 

 

【交通・刑法犯の推移】                    （単位：件） 

 （資料：鹿児島県警察本部） 

 

  

                                                      
97 青色パトロール車：防犯パトロールの際に用いられる青色の回転灯を装備した自動車のこと。 

交通・刑法犯の推移 Ｒ元年 Ｒ２年 Ｒ３年 Ｒ４年 

交通事故発生件数（人身事故） ２６０ ２０８ ２０７ ２２６ 

犯罪発生件数 ３２６ １８７ １９０ ２２４ 
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(４) 施策の方向性 

◆交通安全意識の向上を図るため、地域や関係機関と連携し、交通安全教育や

交通安全活動を実施します。 

◆防犯環境の向上を目指し、地域団体や関係機関と連携して、防犯活動を実施

します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 
(６) ＳＤＧｓの目標 

３. すべての人に健康と福祉を 

11． 住み続けられるまちづくりを 

 

  

                                                      
98 人口１０万人当たりの交通事故死亡者数：（交通事故死者数／総人口）×100,000 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

交通事故発生件数（人身事故） ２２６件 Ｒ４年 ２１１件 Ｒ１１年 

犯罪発生件数 ２２４件 Ｒ４年 ２２４件 Ｒ１１年 

人口１０万人当たりの交通事故死

亡者数98 
２．１７人 Ｒ４年 ０人 Ｒ１１年 
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政策２．市民安全・消防／政策分類２．防災・消防 

３. 消防（消防総務課） 

(１) 施策方針 

強固な消防体制の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

市民自らが救命等の意識を持ち、救える命を取りこぼさない社会となって

いる。 

 

(３) 現状・課題 

◇救急活動においては、一刻の猶予もない突然の心肺停止の状況にある人命を

救うために、救命の可能性が高い早期のバイスタンダー99による心肺蘇生100

を実施することが重要であり、早期の救命活動を行うことにより社会復帰の

可能性も高まります。突然の心肺停止から日常生活に戻る社会復帰率を向上

させるためには、バイスタンダーによる救命活動の実施率を上げる必要があ

り、積極的に普通救命講習を実施する必要があります。 

◇火災予防では、全国の火災による死者の多くが高齢者です。また、夜間の火

災発生時の死者・負傷者が多かったことから、現在は、寝室等に住宅用火災

警報器101の設置が義務付けられています。これらの現状を踏まえ、高齢者世

帯への防火指導訪問を継続的に実施し、火災の発生を未然に防ぐ方法や火災

時に取るべき行動等を説明し、火災による死者、負傷者の低減に努めていま

す。 

◇また、近年、地球温暖化の影響による異常気象で、激甚な豪雨災害が毎年の

ように発生しています。これら複雑多様化する災害に備え、災害発生前後に

市民が適切に行動できるように、消防本部庁舎に併設した防災研修センター
102の地震・煙体験等の設備を活用し、自主防災組織の災害対応訓練の体制強

化向上に努めています。 

◇さらに、消防局が保有する車両及び資機材について、新たな技術の導入を含

め、研究・検討を重ね、計画的に更新、整備を進めていく必要があります。 

  

                                                      
99 バイスタンダー(bystander)：救急現場に居合わせた人のこと。 
100 心肺蘇生：呼吸が止まり、心臓も動いていないとみられる人の救命へのチャンスを維持するために行

う循環の補助方法のこと。 
101 住宅用警報器：火災により発生する煙を認知し、音や音声により警報を発して煙の発生を知らせる機 

器のこと。 
102 消防研修センター：災害の体験を一望できる「防災」と向き合うための学習啓発施設。 
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(４) 施策の方向性 

◆救急現場に居合わせた市民が救命活動が行えるように、普通救命講習会を実

施します。 

◆火災による死者及び負傷者の低減に向けて、高齢者世帯への防火指導訪問を

継続的に実施し、火災の発生を未然に防ぐ方法や火災時に取るべき行動等を

説明します。 

◆異常気象による激甚な災害発生に備え、災害発生前後に市民が適切に行動で

きるように防災研修センターを活用し、自主防災組織の災害対応訓練を実施

します。 

◆複雑多様化する災害に対応できるように、年次的に消防局が保有する車両及

び資機材を整備します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

１．貧困をなくそう 

11．住み続けられるまちづくりを 

13．気候変動に具体な対策を 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

普通救命講習受講者の人数(年間) １,５７８人 Ｒ４年度 ２,５００人 Ｒ１１年度 

火災死者、負傷者の人数(年間) ４人 Ｒ４年 ０人 Ｒ１１年 

自主防災組織訓練の数(年間) １３回 Ｒ３年度 ４０回 Ｒ１１年度 
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政策２．市民安全・消防／政策分類２． 防災・消防 

４. 消防団（警防課） 

(１) 施策方針 

持続可能な体制整備の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

地域と密着した活発な消防団活動が行われ、人命の安全が確保されてい

る。 

 

(３) 現状・課題 

◇消防団員は、地震・豪雨等の自然災害や火災時に即時に出動し、災害防除活

動、住民の避難誘導・支援、被災者の救出・救助、消火活動など多岐にわた

る活動に関わっています。 

◇また、行方不明者捜索など、地域を熟知した消防団員による活動は、多くの

人命を救うなど大きな成果を挙げており、地域住民からも高い期待が寄せら

れています。 

◇一方で、現在、人口減少・少子高齢化、過疎化の進行のほか、時代の変化に

より、若い世代の消防団への入団が進まないことで、消防団員の年齢層も高

くなっている状況です。 

◇今後も自然災害の頻発が懸念されること等を念頭に、将来にわたり地域防災

力の中核として欠くことのできない代替性のない存在である消防団を充実強

化していくために、地域と一体となり消防団員の確保に取り組む必要があり

ます。 

◇そのため、消防団員の活動環境の改善、処遇改善を図りながら、車両及び資

機材の計画的な整備等を進める必要があります。 

 

【消防団員の状況】                    Ｒ５．１．１ 現在 

条例定数（人） 実団員数（人） 充足率（％） 平均年齢（歳） 

１，３０８人 １，２０４人 ９２．０％ ４７．０ 

（資料：警防課） 
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(４) 施策の方向性 

◆災害対応能力の向上に向けて、超高齢化社会、過疎化を見据えた消防団体制

の再構築し、現場に即応した訓練を実施します。 

◆消防団員の充足率の向上に向けて、活動環境の改善のほか、処遇等の改善・

見直し、団員及び家族の負担軽減を図り、消防団員の入団を促進します。 

◆消防団機能の充実強化のため、計画的な車庫詰所の整備や車両更新のほか、

資機材等を整備します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

11．住み続けられるまちづくりを 

 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

消防団員の充足率 ９４．０％ Ｒ３年度 １００．０％ Ｒ１１年度 
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政策３．保健福祉／政策分類１．保健 

政策３．保健福祉 

政策分類１. 保健 
１. 健康保健（市民健康課） 

(１) 施策方針 

健康づくりの推進 

  

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

市民の健康意識が向上し、健康寿命が延伸している。 

 

(３) 現状・課題 

◇近年、高齢化が進む中で生活習慣病の増加等により、健康寿命103を延ばすこ

との重要性が認識されてきました。生活習慣の改善支援や食生活等の正しい

生活習慣についての普及・啓発を推進していますが、今後も生活習慣病予防

（特に高血圧対策等）について重点的に、かつ、よりきめ細やかに保健指導

を行うことにより、脳卒中や心疾患、糖尿病などの生活習慣病予防や重症化

予防に努め、市民とともに健康寿命の延伸を目指す必要があります。 

◇本市内においても、生活習慣病やこころの病を抱えている人が増加していま

す。生活習慣病予防の取組として、特に本市は男性の肺がんと脳血管疾患の

死亡率が高いことから、がん検診や生活習慣病予防のための健康支援等の取

組が必要となっています。また、新型インフルエンザ等の感染症の発生や蔓

延を防止する必要があります。 

◇また、妊娠・出産に対し不安がある方や、若年妊娠等が増加していることか

ら、妊娠・出産・子育ての各段階における多様なニーズに応じた相談・支援

体制等の充実を図る必要があります。 

 
  

                                                      
103 健康寿命：健康上の問題がない状態で日常生活を送ることができる期間のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆自分の健康づくりに関心を持ってもらうため、全ての世代に対してのポピュ

レーションアプローチ104を実施します。 

◆疾病の予防や早期発見・早期治療につなげるため、受診しやすい体制を整え

るとともに、がん検診等の各種検診や感染症等の発生・蔓延防止対策の充実

を図るとともに、健診受診後の必要な情報提供や相談・指導に関する体制の

充実を図ります。 

◆安心して出産・育児ができるよう、子育て世帯に寄り添った支援の充実を図

ります。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

３．すべての人に健康と福祉を 

 

  

                                                      
104 ポピュレーションアプローチ(population approach)：年代を問わず市民全員を対象にした食育、運

動、歯と口の健康、禁煙などの健康意識向上のための取組のこと。 
105 ＳＭＲ（標準化死亡比）：市町村ごとに異なる人口構成を標準化した死亡率で、全国を 100 としてい

る。100 を超えたら国の平均より死亡率が高い、100 以下では国の平均より死亡率が低いとされてい
る。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

①脳血管疾患ＳＭＲ105（男性） １２８.０ Ｒ３年度 １００.０ Ｒ１１年度 

②脳血管疾患ＳＭＲ（女性） １１８.０ Ｒ３年度 １００.０ Ｒ１１年度 

③インフルエンザワクチン接種率

（65歳以上） 
６２．５％ Ｒ３年度 ６５．０％ Ｒ１１年度 
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政策３．保健福祉／政策分類１．保健 

２．地域医療（市民健康課） 

(１) 施策方針 

医療体制の整備 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

市民のそれぞれが求める医療を適切に受けることができ、安心して暮らし

ている。 

 

(３) 現状・課題 

◇北薩地域における本市の医療体制は、救急医療も含め、安全・安心な医療体

制が維持されていますが、産科、小児科を中心に医師、看護師の不足が目

立っており、夜間の医療体制の維持や救急医療機関の適正利用等の対策を進

める必要があります。 

◇甑島圏域においては、医療従事者が不足しており、その対策が急務となって

います。診療施設の維持補修や医療機器の整備を計画的に進めるとともに、

「甑島診療所再編方針106」に沿って、診療所の効率的な配置や再編を図り、

新たな医療体制を構築する必要があります。 

  

                                                      
106 甑島診療所再編方針：甑島地域の医療サービスを継続して提供していくために、診療施設の効率的な

配置等を図り、安定的な医療体制の確保を目指すもの。 
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(４) 施策の方向性 

◆在宅当番・夜間当番病院の維持や休日の医師等の確保、救急医療に関する情

報提供を行うなど、市民それぞれが安心して医療を受けられるような体制を

整備します。 

◆甑島圏域の医療体制については、診療施設の効率的な配置等を図り、安定的

な医療体制の確保に努めます。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

３．すべての人に健康と福祉を 

 

 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

休日・夜間等の医療体制に満足し

ている市民の割合 
７３％ Ｒ３年度 ７８％ Ｒ１１年度 
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政策３．保健福祉／政策分類２．福祉 

政策分類２．福祉 

１．社会福祉・市民相談（社会福祉課） 

(１) 施策方針 

地域福祉・相談体制の充実 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

市民一人ひとりが助け合い、困りごとを気軽に相談することができ、安心

して健やかに暮らしている。 

  

(３) 現状・課題 

◇社会情勢の変化や少子高齢化、家族形態の変化、地域住民相互の連帯感の希

薄化など、地域福祉を取り巻く環境は大きく変化してきており、地域に住む

人々が共に助け合い、支え合う地域福祉社会の構築が求められています。 

◇消費者問題に対する相談は、日々複雑化・高度化しており、これらに応じた

消費者被害の未然防止と被害者救済に努める必要があります。 

◇虐待やＤＶ107などの重大な案件については、一元化した相談窓口を核として

国・県・警察・児童相談所等の関係機関と連携しながら、相談・支援体制の

充実を図る必要があります。 

◇近年、ヤングケアラー108などの問題が顕在化していますが、要支援児童及び

要保護児童等の子ども家庭支援については、気軽に相談できるような環境の

整備を図る必要があります。 

◇社会情勢の変化により生活困窮者が増加する傾向にあることから、関係機関

との連携を強化し、個々に応じた相談・支援体制を充実させる必要がありま

す。 

  

                                                      
107 ＤＶ：ドメスティック・バイオレンスの略。配偶者や恋人など親密な関係にある、又は、あった者か

ら振るわれる暴力のことで、身体的暴力だけでなく、精神的暴力、性的暴力、経済的な暴力、子どもを利

用した暴力などが含まれる。 
108 ヤングケアラー：本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行っているこど

も。 
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(４) 施策の方向性 

◆関係機関との緊密な連携等により、地域の見守り体制の充実を図り、お互い

に支え合い、助け合いながら誰もが取り残されることのない地域社会の構築

を目指します。 

◆消費者に対し正しい知識の普及・啓発に努めるとともに、関係機関との連携

の下、市民からの消費生活問題に関する相談に対し、迅速かつ的確に対応で

きる相談体制の充実を図ります。  

◆相談内容が複雑化、高度化する虐待やＤＶ等の案件に対応可能な体制の整

備・充実を図るとともに、国・県・警察・児童相談所等の関係機関との連携

を強化し、早期解決につなげるよう努めます。  

◆全ての子どもが安心して豊かな生活を送ることができるよう、相談体制や地

域による見守りの取組の充実を図るとともに、関係機関との連携強化に努め

ます。  

◆生活困窮者への包括的な相談支援の充実を図り、生活保護受給に至ることの

ないよう、生活困窮者の生活再建に努めます。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

１．貧困をなくそう  

３．すべての人に健康と福祉を 

10．人や国の不平等をなくそう 

 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

消費生活講座参加者 ２７７人 Ｒ４年度 ６００人 Ｒ１１年度 

虐待等における安全確保等の件数

の割合 
１．０７％ Ｒ４年度 ２．５０％ Ｒ１１年度 

生活困窮者自立支援制度の新規相

談受付した者のうち改善等が見ら

れた割合 

１２．７０％ Ｒ４年度 ３０．００％ Ｒ１１年度 

ヤングケアラーに関する意見交換

会等の開催件数 
０回 Ｒ４年度 １５回 Ｒ１１年度 
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政策３．保健福祉／政策分類２．福祉 

２．障害者福祉（障害福祉課） 

(１) 施策方針 

障害者（児）福祉の充実 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

障害のある人もない人も共に住み慣れた地域で豊かに暮らしている。 

  

(３) 現状・課題 

◇全ての市民が、障害の有無にかかわらず分け隔てなく、相互に人格と個性を

尊重し合いながら共生する社会の実現が求められています。 

◇本市においては、障害者基幹相談支援センター109を中核にした相談支援体制

の整備や関係機関とのネットワークの構築に努めています。 

◇引き続き、障害者一人ひとりに寄り添った支援等を通じて、自らの意思によ

り社会のあらゆる活動に参加する機会を確保する取組を進めていく必要があ

ります。 

◇また、障害を早期発見し、必要な療育や特別支援教育等を受けられる体制を

整備する必要があります。 

◇障害の有無にかかわらず全ての市民の意思疎通が円滑に行われ、互いに人格

と個性を尊重し合いながら、共に生きる社会を実現するため、令和４年に

「薩摩川内市手話言語等コミュニケーション手段の普及と利用の促進に関す

る条例」を制定し、様々な取組を進めています。 

 

                                                      
109 障害者基幹相談支援センター：障害に関する相談に応じ、障害福祉サービス利用手続き等の支援を行 

   う相談窓口のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆障害者（児）の社会参加の促進や家族の負担軽減等のため、障害福祉サービ

スの提供体制や相談・支援体制の充実を図ります。 

◆関係機関との連携強化により、障害の早期発見を図るとともに、療育や特別

支援教育の充実を図ります。 

◆障害者の自立支援と社会参加の促進に向けて、就業機会の確保や事業所への

啓発等を進めます。 

◆「薩摩川内市手話言語等コミュニケーション手段の普及と利用の促進に関す

る条例」に基づき、障害の特性に応じたコミュニケーション手段（手話、音

訳、要約筆記、筆談、字幕、点字等）の利用を促進します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

３．すべての人に健康と福祉を 

４．質の高い教育をみんなに 

10．人や国の不平等をなくそう 

 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

計画相談支援事業利用者数 ２５２人／月 Ｒ４年度 ２７０人／月 Ｒ１１年度 

児童発達支援事業利用者数 ３２６人／月 Ｒ４年度 ３００人／月 Ｒ１１年度 

福祉避難所数（障害者（児）用） １３施設 Ｒ４年度 １５施設 Ｒ１１年度 
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政策３．保健福祉／政策分類２．福祉 

３．高齢・介護福祉（高齢・介護福祉課） 

(１) 施策方針 

地域包括ケアシステムの構築及び介護サービスの充実 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

それぞれのニーズに応じた介護サービスの提供等がなされ、高齢者が生き

がいを持ちながら、心身ともに健康に安心して暮らしている。 

 

(３) 現状・課題 

◇団塊ジュニア世代110が 65 歳以上となる令和 22 年（2040 年）に向け、総人口

の減少と高齢化率の上昇が見込まれています。また、高齢者の一人暮らし世

帯の割合や、認知症の人及び介護を必要とする人の数は、今後も増え続ける

ことが見込まれています。 

◇高齢者が住み慣れた地域で生き生きと安心して暮らしていくためには、地域

住民や関係機関と連携・協働して、医療・介護のほか、住まいなどの支援を

総合的に展開する必要があります。 

◇高齢者の多くは介護が必要な状態になっても、可能な限り自宅で生活を続け

ることを希望しています。高齢化の進行に伴う要介護高齢者の増加などによ

り、介護サービスの需要は増加する一方、生産年齢人口は急減することが見

込まれるなど、介護サービスを担う人材の確保は一段と厳しくなることが想

定されることから、高齢者や地域のニーズに対応した介護サービスの基盤整

備や、人材確保に向けた対応が必要になります。 

◇介護保険制度の適正かつ持続的運営を図るためには、３年間を１期とする

「高齢者福祉計画・介護保険事業計画111」における各種施策を、地域や関係

機関と連携を図りながら推進し、必要な介護サービスを安心して利用できる

体制を構築する必要があります。 

  

                                                      
110 団塊ジュニア世代：1971 年～1974 年に生まれた人のこと。 
111 高齢者福祉計画：高齢者の健康と福祉の増進を図るために策定する計画のこと。 

介護保険事業計画：介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を図るために策定する計画のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆高齢者が、住み慣れた地域で支え合いながら、可能な限り生涯にわたり、心

身ともに健康で生き生きと暮らしていくことができるよう、生きがいづくり

を始めとする様々な活動に気軽に参加できる環境づくりを進めます。 

◆介護保険制度の維持と質の向上に向けて、介護等を担う人材の育成・確保や

様々なニーズに応じたきめ細やかな介護サービスの提供体制の整備を進めま

す。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

10．人や国の不平等をなくそう 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

第１号被保険者要介護（要支援）

認定者数 
５,８９７人 Ｒ３年度 ６,１７７人 Ｒ１１年度 

介護保険サービス受給者数 ４,７７１人 Ｒ３年度 ５,０５５人 Ｒ１１年度 
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政策３．保健福祉／政策分類２．福祉 

４．生活保護（保護課） 

(１) 施策方針 

健康で文化的な生活の充実 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

全ての市民が、健康で文化的な最低限度の生活を営むことができている。 

 

(３) 現状・課題 

◇生活保護制度は、生活に困窮する方に対し、その困窮に応じて必要な保護を

行い健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長す

ることを目的としています。 

◇本市の生活保護世帯数は近年減少傾向にありますが、主体的に就労・自立で

きるような支援も含め、その時々の社会情勢やそれぞれの世帯状況に応じた

きめ細やかな支援が必要となっています。  

◇平成３０年の生活保護法改正により、被保護者健康管理支援事業を実施して

おり、健康に関する知識を広め、健康維持のために生活習慣を改善すること

を促進しながら、相談・支援体制の強化を図るとともに医療扶助における適

正化を目指しています。  

  



74 
 

(４) 施策の方向性 

◆生活困窮者が、健康で文化的な最低限度の生活を営むことができるよう、関

係機関と連携しながら、主体的に就労・自立できるような支援を含め、それ

ぞれの状況に応じたきめ細やかな支援を推進します。 

◆被保護者の一般健康診査の受診率の向上を図り、病気の重症化予防等を進め

ます。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

１．貧困をなくそう 

 

 
  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

就労支援者数  ６３人  Ｒ４年度 ８０人  Ｒ１１年度 

就労支援者のうち自立した者の割

合  
１１．１％  Ｒ４年度 １５．０％  Ｒ１１年度 

被保護者健康管理支援事業受診信

者数  
７５人  Ｒ４年度 １００人  Ｒ１１年度 
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政策３．保健福祉／政策分類２．福祉 

５．子育て支援・保育（子育て支援課） 

(１) 施策方針 

多様なニーズに応じた子育て支援と保育サービスの充実 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

様々なニーズに応じた保育サービスの充実など、子育てしやすい環境が

整っており、子どもが健やかに育っている。 

 

(３) 現状・課題 

◇本市では、子育て世帯の経済的な負担を軽減し、子どもの健やかな成長に資

するため、国や県の交付金等を活用しながら、様々な子育て支援策を展開し

ています。経済的な負担軽減策だけでなく、子育てに対する不安の軽減な

ど、安心して子どもを産み育てられる環境づくりに努めています。 

◇近年、共働き世帯の増加や核家族化の進行等により、保育に対するニーズが

増加し、本市の保育施設においても待機児童が発生していましたが、既存保

育施設の定員の見直しや施設の新設等により、令和４年４月１日の待機児童

数については、国の基準に基づく算定では０人となっています。 

◇今後は、施設の新設等から保育士等の人材の確保に重点を移して対策に取り

組む必要があります。さらに、地域型保育や延長保育、一時預かりなど、多

様な就労形態や家庭環境等に伴う様々なニーズに応じた支援の充実に取り組

む必要があります。 

◇一方、放課後児童クラブについても、保育施設と同様にニーズが増加してお

り、既存の放課後児童クラブの増改築や新設により対応していますが、現在

は支援員の人員配置に余裕がないクラブもあるため、今後は支援員の確保対

策に取り組む必要があります。 

◇なお、子育ての相談については、地域子育て支援拠点112、子育て世代包括支

援センター113などの相談体制を整えていますが、今後はこども家庭庁が展開

する施策を踏まえつつ、相談体制の更なる充実を図るとともに、本市の様々

な子育て支援策の認知度の向上等を図る必要があります。 

  

                                                      
112 地域子育て支援拠点：子育て中の親子やその家族が気軽に立ち寄り自由に遊べる場所のこと。利用者 

同士の交流、情報交換、スタッフへの相談もできる。 
113 子育て世代包括支援センター：妊娠初期から子育て期にわたる切れ目のない支援を一体的に提供する 

組織のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆子育て世帯の経済的な負担の軽減を図り、子どもの健やかな成長に資すると

ともに、安心して子どもを生み育てることができるよう、国や県の交付金等

を活用した子育て支援策のほか、本市独自の各種施策を実施します。 

◆保育を担う人材の確保を図るとともに、保育に対する多様なニーズに応じ、

保育サービスの更なる充実を進めます。 

◆子どもが安心して教育・保育施設、放課後児童クラブなどの施設を利用でき

るよう、施設・設備の安全確保対策の強化等を行います。 

◆子育て世代包括支援センターを中心に、子育ての相談・支援体制の更なる充

実を図るとともに、各種施策等の情報についての更なる周知を図ります。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

３．すべての人に健康と福祉を 

５．ジェンダー平等を実現しよう 

８．働きがいも経済成長も 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

子育て支援に関する施策に満足し

ている市民の割合 
６０．５％ Ｒ４年度 ７５．０％ Ｒ１１年度 

待機児童数 ０人 Ｒ４年度 ０人 Ｒ１１年度 
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政策３．保健福祉／政策分類２．福祉 

６．公的医療保険・国民年金（保険年金課） 

(１) 施策方針 

公的医療保険制度の安定的な運営の確保と国民年金制度の広報の推進 
 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

公的医療保険制度が持続的かつ安定的に運営でき、対象者が健康に生活す

ることができている。 

国民年金制度に対する市民の理解が深まっている。 

  

(３) 現状・課題 

◇国民健康保険法に基づき、資格管理、給付事業、保健事業等の事務を行い、

被保険者への医療の提供を進めるとともに、安定した国民健康保険制度の維

持に努めています。特定健診・特定保健指導を始めとする生活習慣病の発症

予防・重症化予防事業を実施するとともに、重複服薬者等に対し、適正服薬

の啓発事業等を行うなど、医療費適正化対策に取り組むことで、高騰する医

療費の抑制につなげ、安定的な国民健康保険事業の運営を図る必要がありま

す。 

◇高齢者の方が住み慣れた地域で、いつまでも元気に過ごせるための「健康寿

命114」を延ばすことが重要であることから、後期高齢者の方を対象とする

「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業」を実施しています。この

事業では、長寿健診の受診結果を踏まえ、ハイリスクアプローチ115による重

症化予防・フレイル116予防や適正服薬支援等のほか、ポピュレーションアプ

ローチ117（地域全体への働きかけ）によるサロンや講座等への参加の促進を

行っていますが、関係機関と連携し、更なる拡充に努める必要があります。 

◇国民年金制度に関する市町村の事務は、国民年金法等で定められている法定

受託事務及びそれに付随する協力・連携事務となっており、本市において

も、国民年金に関する手続（申請・届出・申出）等の周知・広報を実施して

います。 

  

                                                      
114 健康寿命：健康上の問題がない状態で日常生活を送ることができる期間のこと。 
115 ハイリスクアプローチ(high-risk approach)：健康リスクが高い方への働きかけのこと。 
116 フレイル：加齢に伴う身体的、社会的、精神心理側面における様々な脆弱化状態。また、適切な評

価・対策を行うことで、悪化を防いだり改善したりすることも可能な状態のこと。  
117 ポピュレーションアプローチ(population approach)：年代を問わず市民全員を対象にした食育、運

動、歯と口の健康、適正飲酒、禁煙といった健康意識向上のための取組のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆国民健康保険被保険者の方の健康の保持・増進に資する各種保健事業を実施

します。 

◆後期高齢者の方がいつまでも元気に過ごせるよう、「高齢者の保健事業と介

護予防の一体的実施事業」の更なる拡充を行います。 

◆国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度の理解を促進するため、これら制

度の周知・広報を行います。 

◆国民年金制度の周知・広報を行います。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

３．すべての人に健康と福祉を 

 

 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

特定健康診査受診率 ５４．５％ Ｒ３年度 ６０．０％ Ｒ１１年度 

長寿健康診査受診率 ７０．４％ Ｒ３年度 ７１．０％ Ｒ１１年度 

国民年金保険料納付（口座・クレ

ジットカード・前納）申出件数 
７６件 Ｒ４年度 １００件 Ｒ１１年度 
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政策４．教育／政策分類１．教育 

政策４．教育 

政策分類１．教育 

１．学校教育（学校教育課） 

(１) 施策方針 

未来をたくましく生きる力を育む教育の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

教育活動を通じて、子どもの「未来をたくましく生きる力」が育まれてい

る。 

 

(３) 現状・課題 

◇市内全ての中学校区において、コミュニティ・スクール118に取り組み、学力

や体力・運動能力の向上とともに、ふるさと教育の充実を始め、地域に根ざ

した本市独自の魅力ある教育を展開しています。 

◇また、「主体的で・対話的で深い学び」を目指した授業改善や教師の指導力

向上、家庭学習力の質の向上を引き続き推進していく必要があります。同時

に、学校でのあらゆる教育活動を通して、道徳的価値や人間としての生き方

についての自覚を高めていく心の教育の推進やデジタル化時代における個別

最適な学びと、ＩＣＴ119活用による質の高い学習を実現するため、教育指導

の更なる充実が必要です。 

◇近年増加が見られる不登校や通常学級に在籍する特別な支援を必要とする児

童生徒について、スクールソーシャルワーカー120やスクールカウンセラー
121、特別支援教育支援員122等の役割が重要になっており、児童生徒が適切な

支援を受けられる環境づくりを推進していく必要があります。 

◇教員が児童生徒に接する時間や教育の質の維持・向上など、学校における業

務改善を着実に推進していく必要があります。 

◇経済的理由により就学困難な児童生徒については、教育の機会均等の観点か

ら必要な就学支援や、給付型の特別奨学金による高校教育支援を行う必要が

あります。 

 

                                                      
118 コミュニティ・スクール：学校と地域住民等が力を合わせて学校運営に取り組む「地域とともにある

学校」のことであり、学校運営協議会制度を導入した学校のこと。 
119 ＩＣＴ：Information and Communication Technology の略。情報通信に関する技術の総称のこと。 
120 スクールソーシャルワーカー：子ども本人と向き合うだけでなく、家庭や行政、福祉関係施設など、

外部機関と連携しながら子どもを取り巻く環境を調整する役割の人のこと。 
121 スクールカウンセラー：臨床心理に関する専門知識を活かし、学校現場で児童・生徒や保護者、教職

員に相談支援を行う職業のこと。 
122 特別支援教育支援員：障害のある児童・生徒に対し、食事・排泄・教室移動補助等の学校における日

常生活動作の介助を行ったり、発達障害のある児童生徒に対し学習上のサポートを行ったりする支
援員のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆全ての児童生徒が安心し、授業や行事で活躍できるための教職員による「居

場所づくり」や、児童生徒が主体となり、自ら「絆」を紡いでいく「絆づく

り」を推進するとともに知識・技能と思考力・判断力・表現力等を育むため

に、授業における主体的・対話的で深い学びを実現します。 

◆ＩＣＴを活用した「個別最適な学び」、「協働的な学び」や、小学校からの英

語教育の推進など時代の変化に対応した教育を実施します。 

◆スクールソーシャルワーカーや特別支援教育支援員の配置、適応指導教室等

の相談体制を充実します。 

◆市立幼稚園は、幼児教育に関する各種の情報発信等を担う幼児教育センター

的な役割を担いながら保護者のニーズに対応した一時預かり事業を実施し、

適正規模による教育環境を確保します。また、幼保小の円滑な接続を積極的

に推進し、小１プロブレム123を解消します。 

◆経済的理由により、就学困難な児童生徒の保護者に対して、学用品費・学校

給食費等の援助を行うほか、向上心が強く学業が優秀であるにもかかわら

ず、経済的理由により修学が困難な者に対して給付型の特別奨学資金を支給

することにより、有用な人材を育成します。 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

①小学校 標準学力検査（NRT)の偏差

値平均（全国：５０） 
４９.８ Ｒ４年度 ５３．０ Ｒ１１年度 

②中学校 標準学力検査（NRT)の偏差

値平均（全国：５０） 
４７.９ Ｒ４年度 ５２．０ Ｒ１１年度 

③小学校 不登校出現率 

１.５３％ 

（県平均 

０．９５％） 

Ｒ３年度 県平均以下 Ｒ１１年度 

④中学校 不登校出現率 

６.７２％ 

（県平均  

４．９８％） 

Ｒ３年度 県平均以下 Ｒ１１年度 

(６) ＳＤＧｓの目標 

１．貧困をなくそう 

４．質の高い教育をみんなに 

５．ジェンダー平等を実現しよう  

                                                      
123 小１プロブレム：小学校に入学したばかりの１年生が、集団行動がとれない・授業中に座っていられ

ない・先生の話を聞かないなど、学校生活になじめない状態が続くこと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   
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政策４．教育／政策分類１．教育 

２．教育施設（教育総務課） 

(１) 施策方針 

学校施設・設備の環境整備の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

児童生徒が、快適な環境のもと、安心して充実した学校生活を送ってい

る。 

 

(３) 現状・課題 

◇本市の学校施設については、建築後３０年以上経過したものが全体の８割程

度あり、「薩摩川内市学校施設長寿命化計画124」に基づく長寿命化対策を始

め、危険改築、空調機設置等を年次的に実施しています。 

◇しかしながら、対象施設数が多く、複数要因による修繕など維持管理が大規

模化していることに加え、生活様式の変化に合わせたトイレの洋式化や特別

教室への空調設置、バリアフリー対応なども必要となっており、より計画的

な改修等の対策が求められています。 

◇一方、学校の教材・教具の整備では、国のＧＩＧＡスクール構想125に掲げら

れた児童生徒１人１台のタブレット型パソコンの整備や、学校内の情報通信

ネットワーク環境整備のほか、授業で活用されている大型提示装置など、教

育のＩＣＴ化に向けた環境整備が進んでいます。 

◇また、統合型校務支援システム126の導入によって、教職員の校務改善に向け

た本格的な運用が図られています。学校に整備した各種機器やシステムは、

今後、更新時期を迎えることから、効率的な管理と更新を図っていく必要が

あります。 

◇本市は、市内５つの学校給食センターから１日当たり約８，７００食を提供

していますが、各学校給食センターは老朽化が進み、毎年多額の設備更新等

を行っています。調理後の喫食127時間までの配送対応も踏まえて施設統合を

計画的に進める必要があります。また、学校給食の運営財源となる学校給食

費については、保護者負担原則のもと、学校ＰＴＡを中心に徴収・未納対策

に努めていますが、学校現場での事務負担の軽減等に向け、給食費を自治体

                                                      
124 薩摩川内市学校施設長寿命化計画:学校施設の現状と課題・老朽化の状況などを踏まえ、改築・改修

（長寿命化）などの今後の事業実施方針を定めたもの。 
125 ＧＩＧＡスクール構想：一人１台の学習用パソコンと高速大容量通信ネットワークを一体的に整備す

るとともに、クラウド活用推進、ＩＣＴ機器の整備調達体制の構築等を進めることで、多様な子ど
もたちを誰ひとり取り残すことのない、公正に個別最適化された学びを全国の学校現場で持続的に
実現させる構想のこと。 

126 統合型校務支援システム:教務系（成績処理、出欠管理、時数管理）、保健系（健康診断、保健室管理 
等）、指導要録の学籍関係、学校事務等を統合した機能を有するシステムのこと。 

127 喫食：食事を楽しんでおいしく食べること。 
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の会計に組み入れ、自治体が徴収・管理する「公会計化」についても方向性

を定める必要があります。 

(４) 施策の方向性 

◆「薩摩川内市学校施設長寿命化計画」に基づき施設を計画的に改修・改築す

るとともに、トイレの洋式化や特別教室の空調を整備します。 

◆教育内容に応じた教具・教材の整備やＩＣＴ関連設備を充実します。 

◆学校給食センターは運営体制の整備を進めながら、施設・設備を計画的に整

備・更新します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

４．質の高い教育をみんなに 

    

 

 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

学校施設長寿命化計画策定時の、学

校施設の健全度６０点以上の割合 
６０％ Ｒ３年度 ６７％ Ｒ１１年度 

学校の洋式トイレの割合 ３２％ Ｒ３年度 ６６％ Ｒ１１年度 

特別教室への空調整備の割合 ３３％ Ｒ４年度 ６６％ Ｒ１１年度 
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政策４．教育／政策分類１．教育 

３．社会教育（社会教育課・少年自然の家・中央図書館） 

(１) 施策方針 

家庭・地域の教育力の向上 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

家庭・地域・学校が連携・協働し、次世代を担う子どもたちを守り育てて

いる。 

 

(３) 現状・課題 

◇社会環境や家庭環境の複雑化に伴い、基本的な生活習慣の欠如、虐待、不登

校やいじめなど子どもに関する様々な問題が全国的に顕在化し、深刻化して

います。そのような中、地域の宝である子どもたちを地域ぐるみで育むた

め、全ての市民が住み慣れた地域での社会参加を通して、家庭・地域・学校

が連携・協働した取組の推進が求められています。 

「家庭は教育の原点であり、全ての教育の出発点であること」を基本に、各学

校で実施している家庭教育学級128の支援を引き続き展開する必要がありま

す。 

◇また、地域活動の核と位置付けられる学校においては、様々な技能・技術、

専門的知識を持った地域の人材を活用した学校支援ボランティア活動を推進

するとともに、地域と学校が双方向で連携・協働する「地域学校協働活動
129」を充実する必要があります。 

◇同時に、地域においては、健全な青少年育成のために、中学校区単位で青少

年（健全）育成会が組織されており、この活動を支援するとともに、関係機

関と連携した見守り活動を強化していく必要があります。 

◇さらに、このような取組を推進していくためには、子どもたちと関わる地域

の指導者の養成や指導力の向上を図る人材育成機能を強化する必要がありま

す。 

◇また、中央公民館及び地域公民館の学びの場や集いの場としての機能、少年

自然の家の施設の特色を生かした体験活動の場としての機能、図書館の読み

聞かせなど本や読書の魅力を発信する場としての機能については、施設の適

正な管理と併せて、活動内容や指導体制を強化していく必要があります。 

 

                                                      
128 家庭教育学級：家庭における教育力向上のため、保護者や地域住民らが集まり、子どもの心や成長過

程への理解、親の役割、接し方・言葉がけの方法など、家庭教育に関する学習や意見交換を行うこ

と。 
129 地域学校協働活動：地域の高齢者、保護者、ＰＴＡ、ＮＰＯ、民間企業等の幅広い地域住民等の参画

を得て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるとともに、学校を核とした地域づくりを目指
して地域と学校が相互に連携・協働して行う様々な活動のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆社会環境の変化に対応し、学校等で実施している家庭教育学級を更に充実し

ます。 

◆創作活動や自然体験活動等を通して、親子のふれあいの機会を提供します。 

◆学校支援ボランティア事業の充実を図り、地域学校協働活動を推進します。 

◆青少年育成市民会議や少年愛護委員連絡会議、青少年問題協議会などを通

じ、関係機関とのネットワークを図り、見守り活動を強化します。 

◆読書に触れる機会を確保できるように、読書活動の環境及び電子書籍を含む

図書資料等を充実します。 

◆学習拠点となる中央公民館・地域公民館、中央図書館・各分館、少年自然の

家は、市民が利活用しやすいよう環境整備に努めながら、維持管理や機能を

充実します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

４．質の高い教育をみんなに 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

家庭教育学級参加数 ４，３９６人 Ｒ３年度 １５，０００人 Ｒ１１年度 

学校支援ボランティア事業の

実施件数 
６０３件 Ｒ３年度 １，２００件 Ｒ１１年度 

少年自然の家の来所者数 ８，４５０人 Ｒ３年度 ３９，０００人 Ｒ１１年度 

市民大学講座参加者数 ２，９２５人 Ｒ３年度 ５，０００人 Ｒ１１年度 

中央図書館・分館入館者数 ７９，６８５人 Ｒ４年度 １０４，０００人 Ｒ１１年度 
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政策４．教育／政策分類１．教育 

４．文化財（社会教育課） 

(１) 施策方針 

文化財の保存・継承・活用 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

地域の歴史文化を身近に感じ、「地域の宝」として誇りと愛着を持ってい

る。 

(３) 現状・課題 

◇本市には先人たちから語り継がれてきた古い歴史の物語や、その歴史を語る

文化財が数多く残されています。「天辰寺前古墳」など多くの遺跡が確認さ

れ、７０２年には薩摩国府が置かれ、「薩摩国分寺跡」や、薩摩國一宮とし

て鎮座する「新田神社」が政治と文化の中心であった往時を偲ばせます。市

内１７箇所ある武家集落「麓」は武士の街なみの名残りを残し、「清色城

跡」や「旧増田家住宅」、「北郷家墓地」など薩摩の武士の息吹きが感じられ

ます。 

◇また、「甑島のトシドン」や「東郷文弥節人形浄瑠璃」、「川内大綱引」、「入

来神舞」など特色のある伝統行事や、「長目の浜」、「鹿島断崖」、「藺牟田

池」、「藤川天神の臥龍梅」などの貴重な自然遺産を含め、１９６件が文化財

として指定・登録等されていますが、指定文化財であっても、様々な事情に

より地域の貴重な財産として次の世代に引き継ぐことが難しい状況がありま

す。 

◇なお、一部地域団体では文化財を活用した行事イベント等を行い、地域振興

に結び付ける取組が実践されています。こうした取組を全市的に広げるため

に、令和４年度から、「文化財保存活用地域計画130」の作成作業を開始しまし

た。同計画は、文化財の保存と活用を図るためのマスタープラン131・アク

ションプラン132として位置付け、同計画の着実な取組により、身近な文化財

を地域の新たなポテンシャルとした地域振興と後継者の育成を進め、次世代

に引き継いでいく必要があります。 

◇本市は２０年前に誕生しましたが、時間の経過とともに歴史的・文化的な価

値のある資料が失われる恐れがあります。また、市民の郷土に対する愛着や

誇りを旧市町村単位や地区コミュニティ協議会・自治会単位でも持っていた

だいていますが、薩摩川内市全体に対する愛着や誇りを持っていただく必要

があります。 

                                                      
130 文化財保存活用地域計画：文化財の保存・活用に関して市町村で取り組んでいく目標や取組の具体的

な内容を記載した計画のこと。 
131 マスタープラン：全体の基本となる計画のこと。 
132 アクションプラン：「実行計画」「行動計画」「実行手順」のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆指定未指定を含め、数多く残されている文化財の調査や現状把握を行い、

データベースを整備し、文化財の所有者や管理者に対して適切な保存を促し

ます。 

◆地域の文化財の普及に向けて、学校や地域への文化財の出前講座を積極的に

実施し、啓発するほか、広報紙やＳＮＳ133等を通して、文化財に関する情報

を分かりやすく発信します。 

◆地域における文化財を保護し、活用する取組を積極的に支援するとともに、

文化財を舞台にしたユニークベニュー134など文化財の活用の幅を広げます。 

◆歴史的・文化的価値を次世代に継承するために、薩摩川内市全体を対象とし

た「薩摩川内市史」を編纂します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

４．質の高い教育をみんなに 

11．住み続けられるまちづくりを 

14．海の豊かさを守ろう 

15．陸の豊かさも守ろう 

  

                                                      
133 ＳＮＳ：Social Networking Service の略。インターネットを介して人間関係を構築できるスマート

フォン・パソコン用のサービスの総称のこと。 
134 ユニークベニュー(unique venue)：特別な会場 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

指定文化財の新規指定等の件数 １９６件 Ｒ４年度 ２００件 Ｒ１１年度 

指定文化財の昇格指定等の件数 ０件 Ｒ４年度 ３件 Ｒ１１年度 
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政策 5．産業・シティセールス／政策分類 1．農林水産 

政策５．産業・シティセールス 

政策分類１．農林水産 

１．農業政策（農業政策課） 

(１) 施策方針 

健康で豊かな食と農の環境づくり及び六次産業の促進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

美しい農村の中で、多様な担い手が生き生きと働いている。 

 

(３) 現状・課題 

◇農業は、食料の供給や防災機能、大気浄化機能等を有し、農村は、農業を行

う基盤のほか、文化的機能、自然循環機能等を有しています。本市は、多彩

な食文化や多様な気象条件、農地条件を有していることから、地域特性に応

じた取組が行われていますが、農村人口の減少が進む中、農業・農村の維持

が困難な状況になっています。また、資材高騰等により生産コストが増加

し、農林水産業所得の低下を招いており、生産者の減少が加速する恐れがあ

ります。 

◇農業環境においては、鳥獣による被害の増加や集落機能の低下等により、農

地や農業施設の維持管理が難しくなっており、農村の美しい景観が損なわれ

つつあります。 

◇食については、世帯構成や働き方の変化等により食事のとり方、作法や地域

の多彩な食文化の継承といった、健康で豊かな食生活の定着、普及が危ぶま

れています。 

◇六次産業化135については、農林漁業者自らの主体性と創意工夫に基づく経営

改善を促すことを目指し、意識の啓発や人材の育成などを中心に様々な取組

を展開してきたところであり、今後六次産業化への機運を更に広く浸透させ

る必要があります。 

 

【産業別・１５歳以上就業者】               （単位：人） 

 Ｈ２２年 Ｈ２７年 Ｒ２年 

総数 ４４，８８６ ４４，８９２ ４２，７７５ 

第１次産業 ３，２６０ ２，８０３ ２，３６５ 

第２次産業 １２，６６４ １２，８８９ １２，３９５ 

第３次産業 ２７，８４７ ２８，６４１ ２７，７９２ 

                          （資料：国勢調査） 

                                                      
135 六次産業化：自らの生産物の付加価値を高めるため、その生産（一次）及び加工（二次）又は販売

（三次）を一体的に行う事業活動のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆美しい農村景観を維持・保全するため、耕作放棄地の発生防止及び鳥獣被害

対策を推進し、農地の管理を行う地域営農の活動支援や農地流動化による農

地の集積及び集約を促進します。 

◆市内直売所や産業祭を始めとするイベント等を活用し、農林水産物の地産地

消を促進します。 

◆担い手の確保・育成、労働力不足の解消による生産性の向上及び農地の流動

化に向けて、社団法人薩摩川内市農業公社が実施する研修事業、農作業受委

託事業、農地賃借斡旋等事業を支援します。 

◆新たな雇用の創出、農林水産業の所得向上による地域の活性化に向けて、自

らの農林水産物の加工や販売に取り組む六次産業化を促進します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

※(仮称) 第４次薩摩川内市農林水産振興基本計画の目標年度がＲ１０年度 

(６) ＳＤＧｓの目標 

２．飢餓をゼロに 

８．働きがいも経済成長も 

12．つくる責任 つかう責任 

15 陸の豊かさも守ろう 

 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

  ○ 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

担い手への農地集積率 ２８％ Ｒ３年度 ５０％ Ｒ１０年度※ 

鳥獣被害による農作物被害額 
１８，２８３

千円 
Ｒ３年度 

１０，０００

千円 
Ｒ１０年度※ 

地元産の農林水産物をよく購入す

る割合 
４０.４％ Ｒ４年度 ５０．０％ Ｒ１０年度※ 

六次産業化等により新たに生まれ

た商品・サービスの数 
１３件 Ｒ４年度 ３０件 Ｒ１０年度※ 
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政策５．産業・シティセールス／政策分類１．農林水産 
２．営農・畜産（畜産営農課（農業政策課・耕地林務水産課）） 

(１) 施策方針 

農畜産業の振興と発展促進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

本市ならではの質の高い農畜産物が安定して供給されている。 

 

(３) 現状・課題 

◇本市は、本土圏域と甑島圏域からなる多様な気象、土壌、地形条件を有して

おり、農作物においては、地域特性を活かした作物を選定し、産地づくりに

取り組み、水稲、果樹など一部品目については、担い手や後継者による経営

規模拡大が図られていますが、全体的な生産量や生産額は減少傾向にありま

す。 

◇一方、畜産物においては、生産者数は減少しているものの、生産者の経営規

模の拡大が進み、生産額は現状維持で推移しています。 

◇このような中、消費者からは環境に配慮した安全・安心な農畜産物の供給が

求められており、質の高い農畜産物を安定して生産するための産地づくりや

本市ならではの地域特色を活かした農畜産物の生産振興を進めていく必要が

あります。 

 

【農畜産物の生産比較】                 （単位：百万円） 

年度 Ｈ２９度 Ｒ元年度 Ｒ３年度 対元/ 

総 生 産 額 16,562 15,472 16,189 104.6％ 

農 産 物 3,670 3,482 3,256 93.5％ 

区 分 生産量 生産額 生産量 生産額 生産量 生産額 生産額比 

食 料 作 物 9,921t 2,095 8,356t 1,973 8,638t 2,084 105.6％ 

工芸作物・

花 

2,460t 480 3,494t 365 3,798t 312 85.5％ 

野菜類・果

樹 

3,954t 1,095 3,953t 1,144 3,390t 872 76.2％ 

畜 産 物 12,892 11,990 12,933 107.8％ 

肉用牛・乳

牛 

8,636 頭 8,716 7,754 頭 7,585 8,294 頭 8,314 109.6％ 

養 豚 11,790 頭 434 12,010 頭 411 11,440 頭 397 96.6％ 

養 鶏 6,589 千羽 3,742 6,479 千羽 3,994 8,068 千羽 4,222 105.7％ 

（資料：畜産営農課） 
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(４) 施策の方向性 

◆本市ならではの農畜産物の需要を増やし価格の安定を図るため、販路拡大・

販売促進活動を支援するとともに消費者が求める安全・安心な農畜産物の生

産供給を図るため、環境に配慮した生産技術、環境整備を実施します。 

◆担い手農家、新規就農者及び女性農業士の確保及び育成を図るため、本市に

適した重点品目、奨励品目による産地づくり、経営改善に向けた取組、ス

マート農業136の導入等を支援します。 

◆持続可能な農畜産物の安定供給に向けて「みどりの食料システム戦略137」に

基づく環境負担軽減に向けた取組を支援します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

※(仮称) 第４次薩摩川内市農林水産振興基本計画の目標年度がＲ１０年度 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

２．飢餓をゼロに 

５．ジェンダー平等を実現しよう 

12．つくる責任つかう責任 

 

  

                                                      
136 スマート農業：ロボット技術やＩＣＴ（情報通信技術）を活用して、省力化・精密化や高品質生産を

実現する等を推進している新たな農業のこと。 
137 みどりの食料システム戦略：食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立を技術革新で実現するこ

と。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

  ○ 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

認定農業者の人数 １８４人 Ｒ４年度 ２０３人 Ｒ１０年度※ 

認定新規就農者の人数 １６人 Ｒ４年度 ２０人 Ｒ１０年度※ 

女性農業経営士の人数 １２人 Ｒ４年度 １５人 Ｒ１０年度※ 

農畜産物の総生産額 １６,１８９百万円 Ｒ３年度 １６,２００百万円 Ｒ１０年度※ 
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政策５．産業・シティセールス／政策分類１．農林水産 

３．林業（耕地林務水産課） 

(１) 施策方針 

持続可能な森林づくりと木材利用拡大の促進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

森林資源の循環利用が確立され、林業の成長産業化が図られている。 

 

(３) 現状・課題 

◇森林は、郷土の保全、水源のかん養138、地球温暖化防止、生物多様性の保

全、木材等の林産物供給など多面的機能を有しており、地域住民に大きな恩

恵をもたらしています。 

◇そのような中、林業は、スギ・ヒノキの人工林が本格的な利用期を迎え、木

材生産の形態も間伐から主伐へ移行しており、また、大型木材加工施設や木

質バイオマス139発電施設の稼働、東アジア等への木材輸出の拡大などにより

本市の木材需要は大幅に増加しています。 

◇一方、森林所有者の高齢化・不在村化の進行により、適切な森林整備が行わ

れていない森林の増加が懸念されていることから、新たな森林経営管理制度
140による森林整備や施業の集約化、路網整備、高性能林業機械の導入等によ

る低コスト化を推進していく必要があります。 

◇また、林業就業者は、高齢化やこれまでの木材価格の低迷などによる林業事

業体の厳しい経営環境等を背景に近年は減少傾向で推移しており、木材需要

の高まりにより、今後も更に増加が見込まれる再造林や下刈作業141の担い手

不足も顕在化してきています。持続可能な森林経営を推進するためには、林

業就業者の確保・育成が必要であることから、林業事業体の経営改善や雇用

管理の改善などの支援を進めていく必要があります。 

◇さらに、林業・木材産業を安定的に成長させていくためには、地域材の利用

拡大と供給体制の強化を進めていく必要があることから、川上から川下に至

る関係者が連携し、原木の安定的な供給体制を整備するとともに、木材の加

工・流通施設の整備など木材産業の競争力強化を図っていく必要がありま

す。 

 

  

                                                      
138 水源のかん養：森林が水の流出量の調整や水質を浄化する機能のこと。 
139 木質バイオマス：樹木の伐採等で発生した枝や葉、製材工場で発生する樹皮やのこ屑など、木材から

発生する再生可能な生物由来の有機性資源のこと。 
140 新たな森林経営管理制度：手入れの行き届いていない森林について、市町村が仲介役となり森林所有

者と林業事業体を繋ぐ仕組みのこと。 
141 下刈作業：植栽した苗木の成長を阻害する雑草や雑木を刈り取る作業のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆森林の公益的機能を持続的に発揮させるため、ＳＤＧｓの達成や地球温暖化

防止に資する計画的な間伐の実施、伐採後の再造林の促進、ＩＣＴ142を活用

したスマート林業143による施業の集約化、市が仲介役となって森林所有者と

林業事業体を繋ぐ新たな森林経営管理制度の活用等、積極的な森林の整備・

保全をします。 

◆林業就業者の確保・育成を図るため、林業事業体の経営改善や雇用管理体制

の改善などを支援します。 

◆計画的な路網整備等の基盤整備や高性能林業機械の導入などにより、効率

的・安定的な林業経営を支援します。 

◆地域材を利用した家づくりや公共施設等の木造・木質化、木質バイオマス利

用のほか、川内港を利用した東アジア等への木材輸出の拡大により、木材の

利用拡大や新たな需要創出を促進します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

※(仮称) 第４次薩摩川内市農林水産振興基本計画の目標年度がＲ１０年度 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

６．安全な水とトイレを世界中に 

７．エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

８．働きがいも経済成長も 

12．つくる責任 つかう責任 

13．気候変動に具体的な対策を 

15．陸の豊かさも守ろう 

                                                      
142 ＩＣＴ：Information and Communication Technology の略。情報通信に関する技術の総称のこと。 
143 スマート林業：ＩＣＴやロボット技術等を活用し、森林施業の効率化・省力化や需要に応じた木材生

産を可能とする林業のこと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

  ○ 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

再造林率 ６４％ Ｒ３年度 ７０％ Ｒ１０年度※ 

林業就業者数 ６６人 Ｒ３年度 ８０人 Ｒ１０年度※ 

木材生産量 ８万 m3 Ｒ３年度 １０万 m3 Ｒ１０年度※ 
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政策５．産業・シティセールス／政策分類１．農林水産 

４．漁業（耕地林務水産課） 

(１) 施策方針 

持続可能な漁業生産と基盤づくりの推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

豊かな海と共生し、漁業者が生き生きと働いている。 

 

(３) 現状・課題 

◇漁業は、水産物の安定的供給により、地域の一次産業として魚食文化を支

え、新鮮な魚介類を消費者に提供する上で、生態系を保全する機能を有し、

漁村は、住民の生活の場であるとともに、地域住民による海岸清掃等による

水産資源や海岸域の環境保全に貢献しています。 

◇このような中、漁業従事者は、高齢化や後継者不足に加え、魚価の低迷によ

り厳しい経営環境を背景に年々減少傾向にあることから、漁業従事者の経営

の改善、所得の向上、担い手の確保が課題となっています。 

◇また、地球温暖化等の影響による漁獲量の低下や水産資源が減少しているこ

とから、環境整備や水産資源の維持・増大を図る必要があります。 

◇さらに、水産物の消費拡大と食育を推進するため、関係機関との連携によ

り、魚の調理法や美味しさを普及する活動を進めていく必要があります。 

 

【組合員・漁船・水揚の推移】                    （単位：人） 

組合員（人） Ｈ２８年 Ｈ２９年 Ｈ３０年 Ｒ元年 Ｒ２年 Ｒ３年 

川内市 正組合員 １６６ １５３ １５０ １４３ １３３ １２０ 

甑 島 正組合員 ２１１ ２０５ １９３ １８９ １８４ １７６ 

合  計 ３７７ ３５８ ３４３ ３３２ ３１７ ２９６ 

（単位：隻） 
漁船（隻） Ｈ２８年 Ｈ２９年 Ｈ３０年 Ｒ元年 Ｒ２年 Ｒ３年 

川内市 漁船数 １７２ １６１ １７３ １７３ １７１ １７４ 

甑 島 漁船数 ５７８ ５６８ ５５５ ５３３ ５０９ ４９６ 

合  計 ７５０ ７２９ ７２８ ７０６ ６８０ ６７０ 

（単位：トン） 
漁獲量（トン） Ｈ２８年 Ｈ２９年 Ｈ３０年 Ｒ元年 Ｒ２年 Ｒ３年 

川内市 水揚高 ４１２ ３８９ ４５３ ３２９ ２７２ ３３９ 

甑 島 水揚高 １,３４０ １,５１６ １,２４７ ９７５ ７６４ ５９９ 

合  計 １,７５２ １,９０５ １,７００ １,３０４ １,０３６ ９３８ 

（資料：川内市漁業協同組合、甑島漁業協同組合の総会資料） 
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(４) 施策の方向性 

◆関係機関と連携しながら、漁業者が将来にわたり安定かつ継続的な経営を目

指す取組、漁獲物のブランドづくり（付加価値）の推進、漁業者の生産性の

向上活動、安全・安心な魚介類の生産・消費の拡大、食育・地産地消の推

進、担い手の育成、新規漁業就業者の確保等を支援します。 

◆漁村の多面的機能が低下する恐れがあることから、水産多面的機能の効果

的・効率的な発揮に資する地域の取組を支援します。 

◆漁港施設と海岸保全施設の機能を維持するため、効率的な予防保全工事や維

持修繕工事等を実施します。 

◆水産資源の維持・増大、沿岸漁業や内水面漁業の再生・振興を図るため、有

用魚介類の放流や環境整備を実施します。 

◆離島漁業の再生を図るため、漁業者が中心となって漁業の基盤となる漁場の

生産力の向上や漁場の再生に関する実践的な取組を支援します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

※(仮称) 第４次薩摩川内市農林水産振興基本計画の目標年度がＲ１０年度 

 
(６) ＳＤＧｓの目標 

８．働きがいも経済成長も 

14．海の豊かさを守ろう 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

  ○ 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

沿海漁協の正組合員数 ２９６人 Ｒ３年度 ２８０人 Ｒ１０年度※ 

漁船数 ６７０隻 Ｒ３年度 ６３０隻 Ｒ１０年度※ 

漁獲量 ９３９トン Ｒ３年度 １，０００トン Ｒ１０年度※ 
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政策５．産業・シティセールス／政策分類１．農林水産 

５．農業基盤（耕地林務水産課） 

(１) 施策方針 

農業生産基盤の整備・維持管理の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

農業生産基盤施設の計画的な整備により、農地の保全が図られている。 

 

(３) 現状・課題 

◇農業生産基盤の整備や維持管理は、農業生産に必要な農地・水資源の整備と

農村環境の改善を図るものであり、食料の安定供給や農村の健全な発展に寄

与しています。 

◇農道、用水路、ため池等の農業用施設については、受益者が管理することで

これまで受け継がれてきました。しかし、農業者や集落営農組織等の高齢化

と担い手・後継者不足による生産力の低下に伴い、農地の保全及び農業用施

設の維持管理が課題となっています。 

◇また、田の排水不良やほ場整備の未実施、農道や耕作道の未整備などによ

り、耕作放棄地が増加しています。 

◇農地や農業施設を集中豪雨や台風による大規模災害から守るために設置され

た排水機場、ダム等については、老朽化が進む中、土地利用の変化による住

宅地等の防災も担っており、今後、計画的な施設改修を行う必要がありま

す。 

◇農業用ため池については、決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存

在し、人的被害を与えるおそれのあるものを防災重点農業用ため池に指定し

ており、今後、計画的に防災工事等を行う必要があります。 
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(４) 施策の方向性 

◆土地改良区を始め関係団体と連携し、農業用施設の維持管理を図るととも

に、多面的機能支払交付金制度を活用し、地域による農地の保全及び農業用

施設の維持活動を促進します。 

◆耕作放棄地の発生を抑制するため、農地中間管理機構関連農地整備事業等の

活用による農業基盤整備の推進に努め、生産基盤の拡大と農作業の環境を改

善します。 

◆排水機場、農業用ため池、ダム等の施設については、農地や農業施設の健全

のために計画的に改修します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

※(仮称) 第４次薩摩川内市農林水産振興基本計画の目標年度がＲ１０年度 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

２．飢餓をゼロに 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

 ○  

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

防災重点農業用ため池整備率 ２２％ Ｒ４年度 ７７％ Ｒ１０年度※ 
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政策５．産業・シティセールス／政策分類２．商工観光 

政策分類２．商工観光 

１．地域経済・中小企業（経済政策課） 

(１) 施策方針 

地域経済活性化と中小企業対策の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

多様な人材が活躍する安定的な雇用環境が生まれている。 

 

(３) 現状・課題 

◇人口減少・少子高齢化の進行による生産年齢人口の減少や経済のグローバル

化、新型コロナウイルス感染症による影響など、社会経済情勢が大きく変化

しています。 

◇雇用情勢は、近年、本市では改善傾向が続いており、有効求人倍率は１倍を

上回る水準で推移しています。地域経済を支える人材創出の面では、本市に

は公立、私立の高等学校のほか、大学や職業能力開発短期大学校等の優れた

産業人材育成の拠点が立地している強みがあります。一方で、人口減少・少

子高齢化に加え、市内学校の新卒者の市外転出等により、地元企業の採用

難、人手不足への対応が求められており、人材確保の安定化を図る必要があ

ります。 

◇小売業や飲食業、金融が集積する中心市街地を始め、各地域の商店街は市民

の日常生活やコミュニティを支えていますが、郊外の大型商業施設やＥＣ144

市場規模の拡大など消費形態の多様化により、店舗数や地元消費が減少傾向

にあることから、それぞれの地域の特性を活かした商店街の魅力向上を図

り、身近な商業基盤として維持を図る必要があります。 

◇地域経済の主な担い手であり、本市の事業所の多くを占める中小企業に対す

る支援、育成については、商工会議所や商工会を始めとする関係団体と連携

し取組を進めています。また、市内の様々な業種で構成されている事業協同

組合薩摩川内市企業連携協議会145の活動を側面支援しながら、異業種間連携

の推進を始め内発型の産業振興に取り組んでいます。 

◇一方、新型コロナウイルス感染症の影響や物価高騰による事業活動の停滞な

ど、地域経済を取り巻く環境の変化に対応するため、付加価値創出や販路拡

大などの支援策を講じ、中小企業の経営基盤強化を図っていく必要がありま

す。 

  

                                                      
144 ＥＣ：「Electronic Commerce」の略で、インターネットでのモノやサービスの売買取引のこと。 
145 事業協同組合薩摩川内市企業連携業議会：企業間の意見交換、技術提携など共に連携できる環境を作

り、市内企業及び市経済の発展、雇用の拡大を図るために設立された組合。 
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(４) 施策の方向性 

◆事業者の人材育成や雇用環境改善の取組を支援しながら、多様な人材が活躍

できる環境づくりを進めるとともに、ＵＩターン146による人材の確保や市内

学校新卒者の地元企業への就職を誘導します。 

◆商業基盤の維持と地域経済の活性化を図るため、市民生活やコミュニティを

支えている中心市街地や各地域の商店街の魅力向上と賑わい創出の取組を支

援します。 

◆アフターコロナ、物価高騰対策を講じて、内発型の産業振興を更に進めなが

ら、商工会議所、商工会、事業協同組合薩摩川内市企業連携協議会等の関係

団体と連携し、販路拡大や付加価値創出、企業間連携など経営基盤の強化に

向けた中小企業の取組を支援します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

８．働きがいも経済成長も 

９．産業と技術革新の基盤をつくろう 

 

  

                                                      
146 ＵＩターン：地方からどこか別の地域に移り住み、その後また元の地方へ戻り住む（Ｕターン）もし

くは生まれ育った地域（主に大都市）からどこか別の地方へ移り住む（Ｉターン）こと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

  ○ 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

雇用保険適用事業所数 １，７０６事業所 Ｒ３年度 １，７５０事業所 Ｒ１１年度 

年間雇用保険被保険者数 ２５，９８３人 Ｒ３年度 ２６，５００人 Ｒ１１年度 

市内学校新卒者の 

市内企業就職率 
２７．６％ Ｒ３年度 ３０．０％ Ｒ１１年度 

市内総生産額 ４,２９７億円 
Ｒ３年度（Ｒ元

年度総生産額） 
４，５００億円 

Ｒ１１年度 

（Ｒ９年度総

生産額） 
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政策５．産業・シティセールス／政策分類 2．商工観光 

２．産業立地・新産業創出（産業戦略課） 

(１) 施策方針 

産業立地と新産業創出の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

地域の特性を活かした産業立地、産業集積により、地域の雇用が増え、地

域経済が活性化している。 

 

(３) 現状・課題 

◇ＳＤＧｓ・カーボンニュートラル147の達成に向けた機運の高まりから、本市

は、「循環経済産業都市」の推進に取り組んでいます。特に、川内港臨海

ゾーンでは、唐浜地区国際物流ターミナル整備事業が進められているととも

に、広域的な交通ネットワークの構築が図られており、これらの機能や強み

を活かし、川内港久見崎みらいゾーン148やサーキュラーパーク九州149を循環

経済150や新たな産業創出の拠点と位置付けています。 

◇また、地域の需要に対して、新たなビジネスを展開しようとする希望者の創

業実現に向け、支援体制の構築や支援事業の展開により、創業しやすい環境

を整備し、雇用機会を創出する必要があります。 

◇次世代エネルギー151については、これまで設備導入や実証事業等を通じて、

事業者の育成や技術の向上を支援してきました。今後、導入及び実用化に向

けた研究開発等の状況を踏まえ、次世代エネルギー産業の育成支援及び産業

立地につなげていく必要があります。 

◇地理的特性から、東アジアと日本を結ぶ物流の拠点として重要な役割をなす

川内港においては、これまでのポートセールス152活動等により、新たな航路

が開設されるなど、利便性の向上が図られており、原木輸出量やコンテナ貨

物取扱量が増加しており、更なる川内港の利活用推進に向け連携した取組を

進める必要があります。 

【立地協定締結の推移】                  （単位：件） 

年 度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

件 数 ２ １ ２ １ ３ 

                                                      
147 カーボンニュートラル(carbon neutral)：温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること。 
148 川内港久見崎みらいゾーン：久見崎町にある産業用地のこと。 
149 サーキュラーパーク九州：川内（火力）発電所跡地の資源循環の拠点のこと。 
150 循環経済：あらゆる段階で資源の効率的・循環的な利用を図りつつ、付加価値の最大化を図る経済の

こと。 
151 次世代エネルギー：太陽光や風力、バイオマス等の再生可能なエネルギーに加え、未利用の海洋エネ

ルギーまで含めたもの。 
152 ポートセールス(port sales)：港の管理者等が関連企業等に自らの所有する港のメリットを説明し、

船舶や貨物を誘致すること。 
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（資料：産業戦略課） 

【外貿コンテナ取扱量の推移】           （単位：ＴＥＵ153） 

 Ｈ３０年 Ｒ元年 Ｒ２年 Ｒ３年 Ｒ４年 

取扱量 20,372 20,014 20,148 20,334 23,952 

（資料：産業戦略課） 

(４) 施策の方向性 

◆産学官連携によるＳＤＧｓ、循環経済システム、先端技術、次世代エネル

ギーを取り入れた産業を育成します。 

◆重要港湾川内港、南九州西回り自動車道などの機能・強み、地域の特性を活

かした企業誘致を推進し、雇用機会を創出・拡充します。 

◆創業希望者に対して、関係機関が連携した支援体制を構築し、持続的な伴走

支援を展開するとともに、竹などの地域資源や循環性の高い素材、デジタル

技術を活用した新たな産業の創出を支援します。 

◆川内港は、関係機関と連携して川内港久見崎みらいゾーンやサーキュラー

パーク九州への産業立地・産業集積を図り、官民一体となったポートセール

スを展開するとともに、物流機能を充実させます。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

７．エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

８．働きがいも経済成長も 

９．産業と技術革新の基盤をつくろう  

                                                      
153 ＴＥＵ：２０フィート（６０９．６ｃｍ）で換算したコンテナの個数を表す単位のこと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

 ○ ○ 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 
企業誘致数（立地協定件

数） 

※Ｒ７年度からの累計値 

（※１ 内 次世代エネル

ギー関連の企業誘致数） 

（※２ 内 循環経済産業

都市関連の企業誘致数） 

３件 

（※１ ０件） 

（※２ ０件） 

Ｒ４年度 

２０件 

（※１ ２件） 

（※２ ３件） 

Ｒ１１年度 

年間起業件数 ２２件 Ｒ４年度 ２５件 Ｒ１１年度 

川内港外貿コンテナ取扱量 ２３，９５２ＴＥＵ Ｒ４年 ５０，０００ＴＥＵ Ｒ１１年 
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政策５．産業・シティセールス／政策分類２．商工観光 

３．多文化共生（産業戦略課） 

(１) 施策方針 

多文化共生154の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

多文化共生の意識が育まれており、人の交流や助け合いが充実している。  

 

(３) 現状・課題 

◇友好都市である中国江蘇省常熟市や韓国慶尚南道昌寧郡との経済・教育・文

化・スポーツなど多面にわたる国際交流活動を通じて、互恵関係の構築及び

相互理解の促進を図っており、市民の国際交流活動への参画機会を創出して

います。 

◇また、薩摩川内市国際交流協会と連携した語学や文化理解講座等を通じて、

国際理解や国際交流意識の高揚を促し、異文化を理解し、コミュニケーショ

ン能力の高いグローバル人材の育成に取り組んでいます。 

◇今後、グローバル化155の更なる進展により、本市においても、様々な国籍を

持つ住民が居住することを踏まえ、地域社会において、異文化を尊重し、異

なる文化背景を持つ人々を受け入れる機運醸成を図り、外国人住民との連

携・協力による多文化共生社会の実現に向けた取組を進める必要がありま

す。 

 

【外国人の状況（各年 10 月１日現在）】           （単位：人） 

年次 総数 ﾍﾞﾄﾅﾑ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 韓国 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ その他 

Ｒ元年 ５２１ １８７ １４１ ９８ ２３ ９ ６３ 

Ｒ２年 ５２４ １９０ １３４ ９９ ２２ １７ ６２ 

Ｒ３年 ５１９ １８４ １３１ ９６ ２５ １５ ６８ 

Ｒ４年 ５３４ １８１ １２７ １００ ２４ ３０ ７２ 

（資料：市民課） 

【友好都市交流事業・国際理解事業参加者数の推移】（単位：人） 

 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 

参加者数 ３，４３１ ３，８０２ ３，４０５ 

 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

参加者数 ２，０４４ ２，１６４ ３，１５４ 

            （資料：産業戦略課） 

                                                      
154 多文化共生：国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を築こうと

しながら、地域社会の構成員として共に生きていくこと。 
155 グローバル化：政治・経済、文化など、様々な側面において、従来の国家・地域の垣根を越え、地球

規模で資本や情報のやり取りが行われること。 
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(４) 施策の方向性 

◆継続的な友好都市との国際交流、市民の国際理解・交流活動への参加の機会

の創出や支援等を通じて、市民の国際協力意識の浸透を図るとともに、同じ

地域社会で生活する外国人住民との相互理解による、連携・協力を図り、多

文化共生の推進に取り組みます。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

10．人や国の不平等をなくそう 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

友好都市交流事業・国際理解事業

参加者数の推移 
３，１５４人 Ｒ４年度 ４，０００人 Ｒ１１年度 
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政策５．産業・シティセールス／政策分類２．商工観光 

４．観光物産（観光物産課） 

(１) 施策方針 

物産販売の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

時代のニーズに合った物産の魅力が発信され、販売されている。 

 

(３) 現状・課題 

◇これまでのシティセールス156の取組やふるさと納税制度により、市内各地域

や企業の特性を活かした魅力的な物産・お土産品が全国に認知されつつあり

ます。一方で、マルチペイメントネットワーク157によるキャッシュレス決済
158の普及や事業者の高齢化、お客様の客層・嗜好の変化により、経済を取り

巻く環境も大きく変化しており、物産販売に対する事業者の考え方も少しず

つ変化しつつあります。 

◇人口減少が進む中、地域産品を提供している物産販売施設においては、地産

地消の拠点としてだけでなく、本市を訪れたお客様への休憩、情報発信の場

としても利用されています。また、民間の人材を活用し、お客様ニーズに合

わせた商品開発やサービスの提供にも注力しつつ、リモートマルシェ159、空

港での物産展など販路拡大にも努めています。 

◇今後は、都市圏の大規模な商談会利用による本市の魅力的な商品の販路開拓

に加え、ＥＣサイト160やリモート販売、ふるさと納税制度活用も含め、より

魅力的な商品（選ばれる商品）の開発や、販路拡大につながるターゲット層

への販売チャンネルを開拓する必要があります。併せて川内港を活用した海

外への販路拡大や、外国人観光客の受入れ、新たなお客様ニーズにも対応す

るため、販売方法の工夫など、時代のニーズに合わせた取組を進める必要が

あります。 

  

                                                      
156 シティセールス：旅・食・品に関する素材を総合的に売り込みながら、市外への知名度や好感度の向

上と住民による郷土愛の醸成を図ることで地域雇用の拡大と市民所得の向上を導き出す一連の活動

のこと。 
157 マルチペイメントネットワーク(multi-payment network)：金融機関と収納期間（企業、官公庁及び

地方公共団体）との間の収納手続きを電子化するためのネットワークのこと。これを利用すること
により、パソコン、モバイル、ＡＴＭ等の支払いチャンネルを利用して、好きな時間に決済できる
メリットがある。 

158 キャッシュレス決済：紙幣や硬貨などの現金を使わずにお金を支払うこと。 
159 リモートマルシェ： 
160 ＥＣサイト：ECは「Electronic Commerce」の略で、日本語では電子商取引と呼ぶ。ECサイトとは、

ECのサービスを提供する Web サイトの通称のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆ふるさと納税制度を活用した地場産品の育成や開発、魅力発信により、商品

力を強化するとともに、観光物産協会、市内事業者等による商品開発やＥＣ

サイト等を活用した、市外・海外市場への販路拡大を支援します。 

◆グルメなど飲食事業者と連携しながらＰＲの強化を図り、食と観光の一体的

なプロモーションを展開します。 

◆各種誘客事業や物産販売事業等の強化や地域への観光誘客につなげるため、

道の駅を始めとする観光物産施設の提供サービスや販売機能の充実を支援し

ます。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

８．働きがいも経済成長も 

11．住み続けられるまちづくりを 

12．つくる責任 つかう責任 

 

 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

  ○ 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

ふるさと納税寄附額 ６２１百万円 Ｒ３年度 
１，５００ 

百万円 
Ｒ１１年度 

観光物産協会による販売売上額 ３５８百万円 Ｒ３年度 ７９１百万円 Ｒ１１年度 

物産施設の販売額 ５３５百万円 Ｒ３年度 ６７８百万円 Ｒ１１年度 

物産施設の利用者数 ５８３千人 Ｒ３年度 ８６１千人 Ｒ１１年度 
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政策５．産業・シティセールス／政策分類２．商工観光 

５．シティセールス（観光物産課） 

(１) 施策方針 

市民と一体となったシティセールスの推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

市民ぐるみのシティセールスにより、地域が活性化している。 

 

(３) 現状・課題 

◇国定公園161の甑島、ラムサール条約162登録湿地である藺牟田池、新田神社・

可愛山陵や日本遺産163麓武家屋敷、ユネスコ無形文化遺産164のトシドン、国

重要無形民俗文化財165の東郷文弥節人形浄瑠璃を始め自然、歴史、文化、ス

ポーツ・アウトドア、イベント、食、産業、インフラ166等の本市が有する魅

力の発信や、グリーン・ツーリズム167やきゃんぱく168等により交流人口の拡

大に努めてきましたが、今後、観光の受け皿となる観光地域づくり169や人材

育成が必要になります。 

◇一方、本市は２００９年の観光元年宣言以降のシティセールスにより知名度

は向上しましたが、今後、各種媒体や薩摩川内大使等の活用、観光ＤＸ170の

導入により、更なる知名度向上を図り、持続可能な地域経済社会の実現につ

なげることが期待されています。 

◇地域の団体や市民が地域の特色を活かしたイベントや滞在型体験メニューの

提供が行われています。また、地域ＤＭＯ171である株式会社薩摩川内市観光

物産協会の地元取引事業者数は、同協会発足以来順調に増加していますが、

より魅力ある観光地づくりを進めるためには、「シティセールスと観光物産

                                                      
161 国定公園：国立公園に準じる景勝地として自然公園法に基づき環境大臣が指定し、都道府県が管理し

ているもの。 
162 ラムサール条約：国際条約「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約」の通称のこ

と。広く水辺の自然生態系を保全することを目的とする。  
163 日本遺産：地域の歴史的魅力や特色を通じて上が国の文化・伝統を語るストーリーを文化庁が認定す

るもの。 
164 無形文化遺産：「無形文化遺産の保護に関する条約（無形文化遺産保護条約）」に基づき保護される遺

産のこと。 
165 国重要無形民俗文化財：衣食住、生業、進行、年中行事などに関する風俗慣習、民族芸能、民族技術

など、人々が日常生活の中で生み出し継承してきた無形の民族文化財のうち、特に重要なまのとし

て国が指定したもの。 
166 インフラ：インフラストラクチャーの略。経済活動や社会生活の基盤を形成する構造物のこと。 
167 グリーン・ツーリズム：農山漁村において自然、文化、人々の交流を楽しむ滞在型の余暇活動のこ

と。 
168 きゃんぱく：鹿児島弁で「いらっしゃいませ」という意味の「きやんせ」と「博覧会」を併せた「薩

摩川内スピリッツ・きやんせ博覧会」の愛称のこと。 
169 観光地域づくり：観光を軸にした地域の幅広い関係者が連携した地域づくりのこと。 
170 観光ＤＸ：デジタル化によって収集されるデータの分析・利活用により、戦略の再検討や新たなビジ

ネスモデルの創出といった変革を行うこと 
171 地域ＤＭＯ：ＤＭＯは Destination Management Organization の頭文字の略。観光、自然、食、芸

術・芸能など当該地域にある観光資源に精通し、地域共同して観光地域づくりを行う官公庁が認可
した法人のこと。 
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ビジネス」に携わる団体・企業や市民が、様々な取組について「自分事」と

して考え、自らの役割を果たすことにより、地域経済に好循環をもたらす仕

組みづくりを進化させることができます。また、市及び民間観光施設の魅力

づくりを促進し、交通事業者、旅行事業者等との連携や隣接自治体や同じ

テーマで観光地域づくりに取り組む自治体や団体等と特性を活かした広域連

携を更に進めることが必要とされています。 

 

(４) 施策の方向性 

◆各種メディア媒体、薩摩川内大使・薩摩川内親善大使、シティセールスサ

ポーター172、及びふるさと応援店等の多様なツールとデジタル技術を活用し

ながら、本市の魅力や観光素材のプロモーションを展開します。 

◆本市が有する自然・歴史・文化、スポーツ・アウトドア、食、産業、インフ

ラ173等の観光資源の魅力の再発見と磨き上げを推進しながら、高付加価値な

体験・交流・滞在型観光、並びに各種ツーリズム等の旅行誘客の企画・商品

化を促進します。 

◆ターゲットを明確にしたプロモーションを展開するとともに、官民一体で旅

行誘客や物産販路拡大セールスを実施します。 

◆ＳＳプラザせんだいを始めとする観光交流施設を活用したイベント・コンベ

ンション174を誘致します。 

◆観光物産協会等と連携して、観光案内サービスの充実、観光ガイド等の育

成、インバウンド175対応、交通アクセス案内機能の強化、観光客の安全・安

心の確保、観光人材の育成、観光データの収集や分析等のマーケティング、

薩摩川内スピリッツ176のブランド力強化など、本市観光の「おもてなし力」

を強化します。 

◆地域の魅力向上や広域的で持続的なツーリズム等の体制構築を目指して、市

内外の観光関係団体等との連携を強化します。 

◆市が管理する観光物産施設の適正な維持管理に努めるとともに、その魅力化

を促進します。 

  

                                                      
172 シティセールスサポーター：本市の魅力を全国・世界へとアピールしていく、いわば市の応援団のこ

と。 
173 インフラ：インフラストラクチャーの略。経済活動や社会生活の基盤を形成する構造物のこと。 
174 イベント・コンベンション：集会や政治・社会団体などの代表者会議のこと。また、博覧会や見本市

などの大規模な催しのこと。 
175 インバウンド：訪日観光客のこと。 
176 薩摩川内スピリッツ：「おもてなしの心」「こだわりの心」「思いやりの心」によって生み出された薩

摩川内市の地域資源を活かし「行きたい」「買いたい」「暮らしたい」という気持ちの誘引を図るとい

う思いのこと。 
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(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

８．働きがいも経済成長も 

11．住み続けられるまちづくりを 

  

                                                      
177 ＳＮＳ：Social Networking Service の略。インターネットを介して人間関係を構築できるスマート

フォン・パソコン用のサービスの総称のこと。 
178 ＰＶ数：インターネットにおけるアクセス数の単位のこと。ＰａｇｅＶｉｅｗの頭文字の略。 
179 リーチ数：ソーシャルメディアにおいて、投稿された記事やアカウント見たユーザー数を表す単位の

こと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

  ○ 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

宿泊者数 ２８６千人 Ｒ３年度 ４７０千人 Ｒ１１年度 

日帰り観光客数 ２，４５８千人 Ｒ３年度 ３，８００千人 Ｒ１１年度 

ホームページ、ＳＮＳ
177

等のア

クセス、ＰＶ数178、リーチ数179 
２，３７６千件 Ｒ３年度 ２，５００千件 Ｒ１１年度 
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政策５．産業・シティセールス／政策分類２．商工観光 

６．交通（経済政策課） 

(１) 施策方針 

持続可能な地域公共交通ネットワークの形成 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

公共交通が積極的に利用され、地域公共交通ネットワークが維持、確保さ

れている。 

 

(３) 現状・課題 

◇本市には、広域の移動に対応する九州新幹線やＪＲ鹿児島本線、肥薩おれ

んじ鉄道などの鉄道のほか、近隣の拠点間移動を支える民間路線バスやコ

ミュニティバス、デマンド交通180、タクシーなどの公共交通機関や自家用

有償旅客運送181があります。また、甑島と本土間には、高速船とフェリー

による甑島航路が開設されており、多様な地域公共交通のネットワークに

より市内の移動を支えています。 

◇人口減少・少子高齢化が進行し、今後、自家用車による移動が困難な人の

増加が予想される中、公共交通機関の役割はますます重要になってきま

す。しかしながら、公共交通機関の利用者は減少傾向にあり、また、近年

は乗務員不足が深刻化しており、地域公共交通を維持することが大きな課

題となっています。 

◇このため、地域公共交通計画182に基づき、利便性や利用環境の改善を図る

とともに、各公共交通機関の利用促進に努め、効率的で持続可能な地域公

共交通ネットワークの形成・維持が必要です。 

【コミュニティ交通利用者の推移】           （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
180 デマンド交通：電話予約などの利用者のニーズに応じて柔軟な運行を行う公共交通の一形態のこと。 
181  自家用有償旅客運送：バス・タクシー事業が成り立たない地域において、輸送手段の確保が必要な場

合に安全上の措置をとった上で、市町村やＮＰＯ法人等が、自家用車を用いて提供する運送サービス

のこと。 
182 地域公共交通計画：「地域にとって望ましい地域旅客運送サービスの姿」を明らかにするマスタープ

ラン（全体計画）のこと。 
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（出典：経済政策課） 

(４) 施策の方向性 

◆各公共交通機関の利用を促進します。 

◆地域公共交通の維持・継続を図りながら、コミュニティ交通の在り方を検討

します。また、公共交通空白地域における地区コミュニティ協議会等による

「のりあい交通183（自家用有償旅客運送）」の導入を支援します。 

 

(５) 成果指標と目標値 
 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

９．産業と技術革新の基盤をつくろう 

11．住み続けられるまちづくりを 

  

                                                      
183

 のりあい交通：地区コミュニティ協議会等が運行する道路運送法に基づく自家用有償旅客運送のこ
と。青瀬地区コミュニティ協議会（青瀬あいのり交通）や上甑地区コミュニティ協議会（上甑ほのぼ
の交通）が運行している。 

184 コミュニティ交通：交通空白地域・不便地域の解消等を図るため、市が主体的に計画し、運行してい
るコミュニティバス（乗合バス）、デマンド交通（予約制乗合タクシー・バス）の総称。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

肥薩おれんじ鉄道（市内５駅）の

利用者数 
２１１千人 Ｒ３年度 ２３０千人 Ｒ１０年度 

コミュニティ交通184の利用者数 ２０８千人 Ｒ３年度 ２３６千人 Ｒ１０年度 

高速船・フェリーの利用者数 １４６千人 Ｒ３年度 １８０千人 Ｒ１０年度 
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政策５．産業・シティセールス／政策分類３．文化振興・スポーツ 

政策分類３．文化振興・スポーツ 

１．文化（文化スポーツ課） 

(１) 施策方針 

文化芸術活動の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

市民が文化芸術活動を身近に感じ、日常的に触れ親しんでいる。 

  

(３) 現状・課題 

◇文化芸術活動においては、特定非営利活動法人薩摩川内市文化協会を始めと

する多くの文化芸術団体が、市内の各地域でジャンルごとに多彩な活動を

行っています。そのような活動の更なる普及・促進を図るため、文化的行事

やイベントの開催を通して、市民一人ひとりが文化芸術に触れ、鑑賞する機

会を増やし、自らも文化芸術活動を楽しむことができる環境を更に整備する

必要があります。 

◇また、地域に継承されている郷土芸能についても、発表する機会の提供や保

存継承活動に対する支援を継続する必要があります。 

◇川内歴史資料館、川内まごころ文学館などの施設については、有島三兄弟を

始めとした郷土出身の著名人や、ふるさとの歴史を学ぶ拠点施設として位置

付け、積極的な利活用を促進する必要があります。 

 

【郷土芸能活動団体の推移】          （単位：団体） 

 

（資料：文化スポーツ課）  

 

  

59 58 61 56 56 52 49 47 45 41
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数
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(４) 施策の方向性 

◆文化活動を発表する機会を提供し、併せて多くの市民が活動に触れ取り組む

ことができる機会を増やせるよう、特定非営利活動法人薩摩川内市文化協会

を始めとする文化芸術団体が実施している様々な取組を支援します。 

◆地域に受け継がれた伝統芸能を継承する郷土芸能保存団体の活動や後継者の

育成を支援します。 

◆市の文化芸術について学ぶ機会を増やせるよう川内歴史資料館等の文化施設

の利用を促進します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

４．質の高い教育をみんなに 

 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○  ○ 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

文化協会加盟団体数 １２７団体 Ｒ４年度 １４０団体 Ｒ１１年度 

郷土芸能保存活動団体数 ４１団体 Ｒ４年度 ４７団体 Ｒ１１年度 

文化振興イベント参加者数 ３，１００人 Ｒ４年度 ４，６００人 Ｒ１１年度 
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政策５．産業・シティセールス／政策分類３．文化振興・スポーツ 

２．スポーツ（文化スポーツ課） 

(１) 施策方針 

スポーツ活動を楽しむ環境整備 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

市民が気軽にスポーツを楽しむ環境が整い、日常的にスポーツを行ってい

る。 

 

(３) 現状・課題 

◇日本オリンピック委員会からバレーボール競技強化センターとして認定され

たサンアリーナせんだいを中心に、バレーボール日本代表チームやアルゼン

チン代表チームなどの世界トップレベルのチームが合宿を行っています。さ

らに、プロや実業団チーム、大学や高校のチームによる合宿を誘致し、地域

経済の活性化を図る必要があります。 

◇また、合宿中にトップレベルのアスリートを間近に見られる環境をＳＮＳ185

などを活用して情報発信し、「スポーツであつまり、ともに、つながる」環

境をつくることで交流人口の拡大につなげていく必要があります。さらに、

東京オリンピック・パラリンピック、特別国民体育大会「燃ゆる感動かごし

ま国体」のスポーツレガシー186の継承・発展に資するため、引き続き、特定

非営利活動法人薩摩川内市スポーツ協会と連携し、競技人口の底辺拡大や競

技力の向上を図っていく必要があります。 

◇市民誰もがスポーツを通じて健やかで豊かに暮らせるよう総合型地域スポー

ツクラブ等の団体を通じてスポーツ教室を展開しています。市民の生活ニー

ズが多様化する中、ライフステージに応じたスポーツ教室の実施が望まれて

おり、スポーツ教室やイベントを通じてスポーツに誰もがアクセスできる環

境整備を行っていく必要があります。 

【スポーツ合宿団体数・延べ宿泊者数の推移】（単位：団体数、延べ泊数） 

 
（資料：文化スポーツ課） 

                                                      
185 ＳＮＳ：Social Networking Service の略。インターネットを介して人間関係を構築できるスマート

フォン・パソコン用のサービスの総称のこと。 
186 スポーツレガシー：スポーツを体験・観戦することで、スポーツ人口の拡大や健康的なライフスタイ

ルの確立につながること。 
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(４) 施策の方向性 

◆交流人口の拡大と地域の活性化を図るために、スポーツ合宿誘致やスポーツ

イベント、スポーツツーリズム187事業を展開します。 

◆健康の維持増進や体力づくりを目的に、市民がいつでも・どこでも・だれで

も気軽にスポーツを楽しむことができるよう総合型地域スポーツクラブの活

動を支援します。また、地区コミュニティ協議会188やスポーツ推進委員と連

携し、地域のスポーツ・レクリエーション活動など生涯スポーツの環境づく

りを促進します。 

◆競技人口の底辺拡大と競技力の向上を図るため、特定非営利活動法人薩摩川

内市スポーツ協会などの関係団体と連携して、指導者の育成と指導体制の充

実に努めます。 

◆特別国民体育大会「燃ゆる感動かごしま国体」や東京オリンピック事前キャ

ンプ等のレガシーを活かして、更にスポーツ競技者の人口の拡大や競技力の

向上に努め、競技スポーツの振興を図ります。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

３．すべての人に健康と福祉を 

 

 

  

                                                      
187 スポーツツーリズム：スポーツ体験や観戦を楽しみながら各地域の魅力を満喫すること。 
188 地区コミュニティ協議会：従来からある自治会等の小規模で多種多様な地縁組織を包括する形で横の

連携を図り、行政との連携協力を推進させるものとして概ね小学校区の範囲をベースとした新たな

住民自治組織のこと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

スポーツ合宿団体数 ２８団体 Ｒ３年度 １００団体 Ｒ１１年度 

総合型地域スポーツクラブの会員

数 
７８９人 Ｒ３年度 １，２００人 Ｒ１１年度 

九州大会・全国大会等への出場件

数 
７５件 Ｒ３年度 １８０件 Ｒ１１年度 
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政策６．建設・水道／政策分類１．建設 

政策６．建設・水道 

政策分類１．建設 

１．建設マネジメント（建設政策課） 

(１) 施策方針 

円滑な「建設マネジメント」の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

国・県と一体となって、公共インフラ189が整備・保全されている。 

 

(３) 現状・課題 

◇本市域を南北に縦断する南九州西回り自動車道の鹿児島ＩＣから薩摩川内水

引ＩＣまでが供用開始され、物流や人流などが増加し、その経済効果が大き

く波及しています。現在事業中である薩摩川内水引ＩＣから阿久根ＩＣ間の

早期完成が市勢発展に必要不可欠です。 

◇また、甑島縦貫道の早期完成、川内港と北薩横断道路を結ぶ川内宮之城道路

の早期事業化は、市域内の交流・連携の活性化や北薩地域の物流効率化、産

業振興に必要です。 

◇本市中心部を貫流する川内川は、過去に多くの浸水被害をもたらしており、

これまで国による河川改修事業等が継続的に展開され、浸水対策のみならず

高潮対策事業、引堤事業が実施され、治水安全度の向上が図られています。 

◇更なる治水安全度の向上のため流域治水を推進し、創出された河川空間の利

活用のため、現在整備中の天辰第二地区引堤事業の早期完成並びにかわまち

づくり190整備事業等が必要不可欠です。 

◇重要港湾川内港では、近年、木材の輸出量が急激に増加しており、大型船に

対応した岸壁を整備する川内港唐浜地区国際物流ターミナル整備事業が進め

られています。 

◇また、背後圏の立地企業が新たに川内港からの輸出を開始し、定期コンテナ

航路が増便されるなど、今後も更なる利用促進が見込まれ、国際物流ターミ

ナルの早期供用の促進並びに荷役機械等の高度化・充実化などの荷役環境の

充実を図る必要があります。 

◇用地行政においては、少子化等に伴う相続機会の増加や土地への意識の変化

等により、所有者不明の土地や建物の増加が見込まれる一方で、人口構造の

変動等に伴う土地の利活用の変化等が求められるなど、これらの課題を解決

するためには、地籍調査の成果の利用や所有者不明土地の解消に向けての民

法・不動産登記法の改正に伴う見直しが必要です。 

                                                      
189 インフラ：インフラストラクチャーの略。経済活動や社会生活の基盤を形成する構造物のこと。 
190 かわまちづくり：地域が持つ資源や地域の創意に富んだ知恵を活かし、地域住民と関係機関が連携の

下、河川空間とまち空間が融合した良好な空間形成を目指す取組のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆流通・産業拠点として周辺地域の活性化を図るために南九州西回り自動車道

の薩摩川内水引ＩＣから阿久根ＩＣ間の早期整備と、川内港や市街部からの

インターチェンジへのアクセス道の整備を促進します。 

◆甑島の一体的振興に向け、甑島縦貫道の未整備区間である一般県道手打藺牟

田港線及び一般県道桑之浦里港線の早期整備を促進します。 

◆川内川の氾濫を防ぐため、左岸天辰地区の土地区画整理事業と一体的な引堤

事業を促進するとともに、川内川河口部の高潮対策事業、県管理河川を含む

危険箇所の河川改修や堤防強化、適正な維持管理及び流域治水の推進並びに

かわまちづくり整備事業等を促進します。 

◆川内港唐浜地区国際物流ターミナル整備事業の早期完成を促進し、整備効果

の早期発現を図るとともに、川内港と背後高規格道路網を活かした広域的な

物流ネットワークの形成と流通・産業拠点としての基盤整備を促進します。 

◆地籍調査の成果は、公共事業の円滑化、災害復旧の迅速化、土地取引の円滑

化、土地トラブルの未然防止、課税の適正化など、土地をめぐる行政活動・

経済活動全ての基礎データであることから、その成果を適正に管理します。

また、所有者不明土地解消に向けて各種制度を積極的に啓発します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

９．産業と技術革新の基盤をつくろう 

11．住み続けられるまちづくりを 

13．気候変動に具体的な対策を  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

 ○ ○ 

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

南九州西回り自動車道の供用率

（八代～鹿児島） 
７２．７％ Ｒ４年度 ８１．０％ Ｒ１１年度 

甑島縦貫道の改良率 ８７．８％ Ｒ４年度 ８９．０％ Ｒ１１年度 

河川空間のオープン化進捗率 ２０．０％ Ｒ４年度 ５５．０％ Ｒ１１年度 

事業進捗率 

（川内港唐浜地区国際物流ターミ

ナル整備の事業費ベース） 

４．２％ 
Ｒ４年度 

（Ｒ３年度まで） 
１００．０％ Ｒ１０年度 
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政策６．建設・水道／政策分類１．建設 

２．道路河川港湾（道路河川課） 

(１) 施策方針 

公共土木施設の強化 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

快適で安全な社会基盤が、維持保全されている。 

  

(３) 現状・課題 

◇市民生活や地域の交流を支える重要な基盤である道路においては、歩行者や

自動車等が常に安全に移動できる環境を整備することが求められているとと

もに、維持管理についても、交通環境改善及び利便性向上のため、計画的な

整備が求められています。また、地域内の生活道路においては、児童・生徒

や高齢者など、道路利用者の利用実態やニーズに対応した交通危険箇所の解

消や補修等が求められています。 

◇橋梁については、計画的な定期点検が義務付けられているとともに、構造物

の機能に支障が生じる前に補修等を実施し、安全性を確保することが必要で

あり、橋梁長寿命化修繕計画等に基づく、架け替えや大規模な改修が増加す

ることが見込まれています。 

◇道路・橋梁ともに、将来発生する投資的経費を抑制する観点から長寿命化計

画等の策定を進め、計画的・年次的な改修等を推進し市民の安全・安心を確

保していく必要があります。 

◇近年多発する自然災害については、被害を受けてきた過去の経験から、災害

を未然に防ぐために防災施設の整備を積極的に推進しており、住宅地等を浸

水被害から守るためのポンプ施設が整備されています。また、更なる災害予

防対応として、国・県・市の三者による情報連絡体制の強化を図っていく必

要があります。 

◇これまでの取組により、防災に関しては一定程度の施設整備が行われていま

すが、河川改修については、中長期的なビジョンに基づき、ゲリラ豪雨など

局地的で特異な災害発生に備えた防災施設の機能充実や、多様化する災害に

柔軟に対応するための備えが求められています。 

◇同時に、既存の防災施設を適切に維持・更新することに加え、急傾斜地など

の災害危険箇所の解消対策を講じていく必要があります。 

◇地方港湾（市管理港湾：江石港、桑之浦港）については、一定の整備が進ん

でおり、今後適正な維持管理を行っていく必要があります。 
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(４) 施策の方向性 

◆住民の安全・安心な暮らしの実現を目指し、定期的なパトロールを通じて道

路・河川の不良箇所の早期発見や脆弱な箇所の把握に努めるとともに、災害

時の点検や国・県・市の情報連絡体制を強化します。 

◆道路において、住民の利便性の向上に資する道路の改良を行うとともに、車

両や歩行者の安全を確保するための交通安全施設の設置や老朽化、損傷箇所

等の修繕を速やかに行います。また、「橋梁長寿命化修繕計画191」、「道路舗装

更新計画192」に基づき、計画的に予防的な補強・補修対策を行います。 

◆気候変動による水害の頻発化・激甚化に対応するため、国・県等と連携して

流域治水を推進するとともに、更新計画に基づき水門・ポンプ施設等の適切

な維持管理を行います。 

◆土砂災害の危険がある箇所については、関係機関と連携して早期に対策を講

じます。 

◆地方港湾においては、関係機関と連携を図り、適切な維持管理を行います。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 
 
 
 

(６) ＳＤＧｓの目標 

９．産業と技術革新の基盤をつくろう 

11．住み続けられるまちづくりを 

13．気候変動に具体的な対策を 

  

                                                      
191 橋梁長寿命化修繕計画：「事後保全型修繕」から「予防保全型修繕」に切り替えることで、橋梁の長寿

命化並びに修繕及び更新に係る維持管理経費の縮減及び平準化を図るための計画。 
192 道路舗装更新計画：主要な市道において道路パトロールや地域要望等に基づき作成した年度毎の更新

計画。 
 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

 ○  

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

橋梁長寿命化修繕計画における事

業費ベースの進捗率（市道橋） 
１５．１％ Ｒ３年度 ３３．３％ Ｒ１１年度 

市道の道路改良率 ５７．７％ Ｒ３年度 ５８．５％ Ｒ１１年度 

舗装道路割合 

（舗装道路実延長／道路実延長） 
９２．７％ Ｒ３年度 ９３．０％ Ｒ１１年度 
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政策６．建設・水道／政策分類１．建設 

３．都市計画（都市整備課） 

(１) 施策方針 

都市基盤の保全 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

地域の個性を活かした誰もが快適性と利便性のある生活を送っている。 

 

(３) 現状・課題 

◇各地域では、それぞれの地域特性に根ざした居住環境が形成されてきました

が、人口減少や少子高齢化等に伴う居住人口の減少から、良好な居住環境が

維持できなくなることが懸念されています。そのため、行政、医療・福祉、

商業などの都市機能の適正配置や道路・公園などの都市基盤施設の効率的な

維持管理といった都市基盤の整備・保全を図っていく必要があります。 

◇また、将来世代にわたって持続可能なまちづくりを行うには、人口減少・少

子高齢化社会を前提とした「多極ネットワーク型コンパクトシティ193」の実

現が求められます。そのため、まちづくりの理念や都市計画の基本的な方針

を示した「都市計画マスタープラン194」や、その一部とみなされる「立地適

正化計画195」の周知や理解促進に努めるとともに、都市機能や居住の誘導を

図る必要があります。併せて、「立地適正化計画（防災指針）」の策定及び周

知等に取り組むことにより、安全なまちづくりのための防災機能強化を図る

必要があります。 

 

  

                                                      
193 多極ネットワーク型コンパクトシティ：都市機能施設等を集約した都市拠点・地域拠点を形成し、拠

点間を公共交通ネットワークで結ぶ持続可能な都市構造のこと。 
194 都市計画マスタープラン：持続可能でコンパクトな都市づくりを計画的に進めるために、都市づくり

の方向性を定めたもの。 
195 立地適正化計画：都市全体の観点から作成する、居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、

公共交通の充実等に関する包括的な計画のことで都市計画マスタープランの一部とみなされる。 
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(４) 施策の方向性 

◆人口減少や高齢化が進む中で、将来にわたって持続可能なまちづくりを目指

した都市計画マスタープラン及び立地適正化計画を見直します。 

◆都市計画マスタープランや立地適正化計画等に基づき、行政、医療・福祉、

商業などの都市機能の適正配置や道路・公園などの都市基盤施設の効率的維

持管理といった都市基盤の保全を図ることにより、居住誘導区域196における

人口密度維持のための生活利便性を確保します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

11．住み続けられるまちづくりを 

  

                                                      
196 居住誘導区域：一定のエリアにおいて人口密度を維持することにより、生活サービスやコミュニティ

が持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域のこと。 
197 自治会：薩摩川内市自治基本条例に基づき、一定の地域において、相互扶助の精神に基づいて自発的

に組織された会のこと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

 ○  

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

都市計画マスタープラン更新 Ｈ２８年３月 Ｒ４年度 Ｒ７年３月 Ｒ８年度 

居住誘導区域を含む自治会197の人

口（川内地区） 

３６，１１８

人 
Ｒ４年度 

３６，０００

人 
Ｒ１１年度 

居住誘導区域を含む自治会の人口

（入来地区） 
５８２人 Ｒ４年度 ５８０人 Ｒ１１年度 
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政策６．建設・水道／政策分類１．建設 

４．土地区画整理（都市整備課） 

(１) 施策方針 

都市基盤の整備 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

魅力ある市街地が形成され、住み続けている。 

 

(３) 現状・課題 

◇現在、天辰第一地区、第二地区・入来温泉場地区において土地区画整理事業

を実施しています。 

◇天辰第一地区は道路状況や浸水の実績等、交通・防災上の課題を多く抱えて

いたことから、道路・公園とともに三堂川等の整備改善を一体的に行い、宅

地の利用増進を図りながら安全で健全な市街地の形成を図っています。 

◇概ね造成は完了し、新築着工、定住人口が増加しており、居住誘導区域とし

て良好な住環境の形成が進んでいるところですが、事業期間の長期化が課題

となっています。 

◇天辰第二地区は既存道路の幅員が狭く、車両の離合が困難な状況であり、ま

た浸水の実績もあることから、川内川の市街部改修による河川整備と県道整

備、市街地の基盤整備を合わせ、河川空間を活かした安全・安心な魅力ある

市街地形成を目指すとともに、早期の道路・宅地の整備を行う必要がありま

す。 

◇温泉場地区は道路、公園等の整備と同時に災害に強い健全で快適な市街地の

創出と、温泉施設、公共施設を中心とした良好な居住環境形成のためのまち

づくりを推進しています。 

◇温泉場地区の造成は概ね完了し、文化ホールや体育施設、コミュニティセン

ターなどの公共施設付近や、温泉施設を中心とした住宅地が少しずつ進んで

いますが、事業の長期化と定住人口の横ばいが課題となっています。事業完

了に向けて諸手続を推進するとともに、より一層の定住人口の増を図り、人

口増や新築着工戸数の状況を見ながら、事業実施区域の拡大を検討する必要

があります。 
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(４) 施策の方向性 

◆天辰第一地区は、早期の事業完了を目指しながら、交通車両、歩行者の増に

よる安全確保や対策の検討や安全・安心な居住環境になっているかの再検証

を行います。 

◆天辰第二地区は、川内川引堤事業と併せた向田天辰線（県道山崎川内線）の

整備と沿線の仮換地引渡しを行うための宅地造成と道路築造を実施します。 

◆温泉場地区は、更に定住者が増加するように、企業誘致や温泉場を活かした

住宅地としての広報に取り組むとともに、事業完了に向けた換地処分に関す

る諸手続を推進します。また、事業効果の検証や定住者の増加、安全対策等

を含め、今後に向けた検討を行います。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

11．住み続けられるまちづくりを       

 

 

 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

天辰第一地区内人口 ２，０６９人 Ｒ３年度 ２，４００人 Ｒ１１年度 

天辰第二地区内人口 ３９人 Ｒ３年度 ５７０人 Ｒ１１年度 

温泉場地区内人口 １６１人 Ｒ３年度 ２００人 Ｒ１１年度 
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政策６．建設・水道／政策分類１．建設 

５．公園緑地（都市整備課） 

(１) 施策方針 

維持管理及び整備の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

安全で快適な公園等が形成され、気軽に利用できている。 

    

(３) 現状・課題 

◇施設の維持管理は、指定管理者制度による管理や、市民・自治会198等による

自主管理などにより適切な維持管理が行われているものの、施設等の老朽化

により計画的な修繕や更新又は廃止の必要があります。 

◇また、市内には、総合運動公園や近隣公園など、多くの公園が配置され、ス

ポーツ、レクリエーションでの利用のほか、身近な憩いの場としての活用、

さらには、防災的な活用や景勝を楽しむ観光的活用等幅広く利用されている

が、一部地域においては施設の整備や、利用形態などによる施設の充実を図

る必要があります。 

◇なお、本市の中心を流れる川内川は、昔から市民の憩いの場として親しまれ

てきましたが、近年では、市民の価値観が多様化し、河川敷等の水辺空間で

憩う市民が少なくなっています。そこで大小路地区引堤事業及びかわまちづ

くり199整備事業により、引堤事業で拡大された河川敷をピクニックや地域イ

ベント等の市民の憩いの場として利活用できる水辺空間として整備しまし

た。現在、土地区画整理事業と併せて整備が計画されている川内川左岸天辰

地区の水辺空間も整備する必要があります。 

◇今後も美しく快適な都市景観・都市環境づくりを進めていくため、市民・事

業者・行政がそれぞれの立場で役割を認識しながら、身近な公園や緑地の整

備に取り組み、住みやすい生活環境を創出していくことが重要な課題となっ

ています。 

 

  

                                                      
198 自治会：薩摩川内市自治基本条例に基づき、一定の地域において、相互扶助の精神に基づいて自発的

に組織された会のこと。 
199 かわまちづくり：地域が持つ資源や地域の創意に富んだ知恵を活かし、地域住民と関係機関が連携の

下、河川空間とまち空間が融合した良好な空間形成を目指す取組のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆市民の多様なニーズ等に対応した快適で利用しやすい公園等の整備に努めな

がら適正な維持管理、計画的な施設の修繕や更新を行います。 

◆快適な都市景観・都市環境づくりを進めていくため、市民や企業等ボラン   

ティア組織との協働による美化意識の啓発を行います。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

11．住み続けられるまちづくりを 

 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

 ○  

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

公園や緑地の施設利用者の満足度 ８９．７％ Ｈ３０年度 ９５．０％ Ｒ１１年度 
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政策６．建設・水道／政策分類１．建設 

６．景観・公共サイン（都市整備課） 

(１) 施策方針 

良好な景観形成の促進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

地域の景観に配慮した都市基盤が整備され、市民が親しみを持っている。 

 

(３) 現状・課題 

◇市内各所には、長目の浜や入来麓地区の街並みなどに代表される良好な自然

的・歴史的景観等の資源や、景観重要資産200として指定されている藤本滝や

里町武家屋敷跡の玉石垣など地域の良好な景観資源が多数存在していること

から、今後も景観重要資産の指定等による整備・保全及び活用を図っていく

必要があります。また、「薩摩川内市景観条例」に基づく届出件数は増加傾

向にあるなど、市民の景観保全に対する意識が高まっていまると考えられま

すが、今後も、更なる良好な景観形成を目指して啓発活動等の取組が必要で

す。併せて、看板や広告塔などの屋外広告物についても、「鹿児島県屋外広

告物条例」に基づく屋外広告物の適正な表示または設置に係る指導等を行っ

て良好な景観の維持を図る必要があります。 

◇また、市民や本市を訪れた道路利用者が円滑に目的地まで到達できるよう、

公共サイン201の整備及び適正な維持管理を引き続き進めていく必要がありま

す。併せて、街並み景観については、一般国道３号上川内地区の景観を整備

する必要があります。 

  

                                                      
200 景観重要資産：地区のシンボルやイメージとなっているもので、地域文化的に価値を持ち、周辺住民

に親しまれているもの。 
201 公共サイン：不特定多数の方が利用する公共性の高い標識・地図・案内誘導板等のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆市内各所に存在する地域の誇りや財産となる良好な景観資源について、景観

重要資産の指定等による整備・保全及び活用を促進します。 

◆公共施設等への案内など、道路をスムーズに移動するために必要な公共サイ

ンの設置と適正な維持管理を行います。 

◆一般国道３号上川内地区については、国土交通省の無電柱化事業に合わせて

街並み景観の向上のための整備を促進します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

11．住み続けられるまちづくりを 

 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

景観重要資産指定数 １２箇所 Ｒ３年度 １５箇所 Ｒ１０年度 

公共サイン点検割合 ２３．８％ Ｒ４年度 １００．０％ Ｒ８年度 
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政策６．建設・水道／政策分類１．建設 

７．住宅・建築指導（建築住宅課） 

(１) 施策方針 

居住環境保全の向上 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

快適な住まいが確保され、市民が安全に暮らしている。 

 

(３) 現状・課題 

◇公営住宅は、住宅に困窮する世帯（住宅確保要配慮者202など）に対する住宅

セーフティネット203を構築する核として、良質な住宅の供給と良好な住環境

の提供を目指して整備を進めており、今後も公営住宅等ストックを活用し、

将来にわたって安全で快適な住まいを確保していくことが求められていま

す。 

◇本市では現在、２，４６９戸の公営住宅等を管理しており、令和３年４月に

「薩摩川内市公営住宅等長寿命化計画204」を改訂し、建替、共用部分改善な

どの事業を実施してきましたが、財政事情が逼迫する中、今後も市内の公営

住宅等の需要を見据えつつ、老朽化した公営住宅等ストックの効率的かつ円

滑な更新を行うことも必要です。 

◇一方、住宅の構造耐力に関しては、建築基準法で定められており、特に耐震

規定については、昭和５６年６月に大きく改正されましたが、改正前に建築

された住宅は、阪神・淡路大震災などの地震で多くの被害を受けました。近

年においても福岡県西方沖地震や熊本地震が発生しており、大地震はいつど

こで発生してもおかしくない状況にあることから耐震化が必要との認識が広

がっています。 

◇本市においても、危険ブロック塀205や昭和５６年５月以前に建築された個人

住宅が数多く残されており、市民の生命や財産を守るためには更なる耐震化

の促進が必要です。 

  

                                                      
202 住宅確保要配慮者：低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子育て世帯など法律や省令などで定めら

れた住宅の確保に配慮が必要な者のこと。 
203 住宅セーフティネット：住宅の確保が困難な住宅確保要配慮者に対してその居住を支援する仕組みの

こと。 
204 薩摩川内市公営住宅等長寿命化計画：中長期的な公営住宅等の需要や事業量を見通した事業計画のこ

と。 
205 危険ブロック塀：傾き、ひび割れ、損傷及びぐらつきなどにより、撤去や補強が必要なブロック塀の

こと。 
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(４) 施策の方向性 

◆公営住宅等については、安全で快適な住まいの確保のため「薩摩川内市公営

住宅等長寿命化計画」に基づく更新や改善などを行います。 

◆居住する住宅の安全・安心のため、危険ブロック塀や昭和５６年５月以前の

耐震基準で建築された木造住宅の所有者に対し、啓発を行います。 
 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

11．住み続けられるまちづくりを 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

管理戸数 ２，４６９戸 Ｒ４年度 ２，２８０戸 Ｒ１１年度 

住宅の耐震化率 ８７％ Ｒ３年度 ９６％ Ｒ１１年度 
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政策６．建設・水道／政策分類１．建設 

８．空家（建築住宅課） 

(１) 施策方針 

空家政策の充実 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

市内の建築物等が適正に管理され、市民が安全・安心に暮らしている。 

 

(３) 現状・課題 

◇近年、急激に進行する少子高齢化や都市部への人口移動、社会構造のニーズ

の変化に伴い、全国的に空家が増加し、空家が及ぼす影響は多岐にわたり、

大きな社会問題として顕在化しています。 

◇交通アクセスが良く、自然環境が豊かな本市ですが、全国的な変化と同様に

少子高齢化、過疎化が進み空家が増加しています。 

◇本市では、移住・定住の促進と、空家対策の一環として、優良で利用可能な

空家に対して、空家の所有者などが登録された空家の情報を、空家の利用を

希望する方へ提供する制度として、「空家バンク206」を運営していますが、今

後、広く制度を周知し、市民からの情報提供を基に「空家バンク」を拡充

し、利用可能な空家の有効活用を図る必要があります。 

◇また、危険な空家の所有者に対しては、適正管理を促すほか、自らの除去を

促進します。 

◇空家政策の充実に当たっては、「薩摩川内市空家等対策計画207」との整合を図

りながら、関係機関との相互連携や各種団体との意見交換や調整など、連携

して取り組む必要があります。 

 

【本市の空家の推移】           （単位：棟、％】 

年 度 住宅総数 空家総数 空家率 

Ｈ２５年 ４８，６７０ ９，０９０ １８．６８ 

Ｈ３０年 ５０，８９０ １１，２９０ ２２．１９ 

（出典：総務省「住宅・土地統計調査」） 

  

                                                      
206 空家バンク：空家の有効活用を通して、本市に暮らしてみたいという市外からの人を呼び込む仕組み

を構築することにより、移住・定住を促進する情報登録制度のこと。 
207 薩摩川内市空家等対策計画：地域社会の健全な維持のため、空家等に関する問題について取り組むべ

き対策の方向性を示したもの。 
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(４) 施策の方向性 

◆「空家バンク」制度を広く周知し、物件登録件数及び利用登録者数を増や

し、本制度を活用した売買及び賃貸の成約数を増加させます。 

◆周辺への悪影響を及ぼしている空家の所有者に情報提供を行い、適正管理を

促すとともに、危険な廃屋については補助金を活用しながら除去を促進しま

す。 

◆「薩摩川内市空家等対策計画」に基づき、関係機関等と調整しながら空家等

の適正管理や利活用の促進等に取り組みます。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

11．住み続けられるまちづくりを 

 

  

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

○   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

空家バンク物件登録数 ２２件 Ｒ４年度 ３０件 Ｒ１１年度 

危険廃屋等解体撤去事業実施件数 ３４２件 Ｒ４年度 ６５０件 Ｒ１１年度 



131 
 

政策６．建設・水道／政策分類２．水道 

政策分類２．水道 
１．上水道（上水道課） 

(１) 施策方針 

計画的な施設整備の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

計画的な施設整備により安全で安心な水が安定的に供給できている。 

 

(３) 現状・課題 

◇水道は住民生活や経済活動に不可欠なライフラインとして重要な役割を担っ

ています。水道施設の中には更新時期が到来しているものもあり、基幹施設

については更新と同時に耐震化を推進し、その他の施設については計画的な

改修による長寿命化と効率的な維持管理に引き続き取り組んでいく必要があ

ります。 

◇また、施設の維持管理の合理化と管理事務の効率化により、供給体制を強化

する必要があります。 

◇そのため、第２次薩摩川内市水道ビジョン208、薩摩川内市水道事業経営戦略
209、薩摩川内市簡易水道事業経営戦略210及び水道事業アセットマネジメント

計画211に基づき、施設整備事業を計画的に進めていくとともに、老朽化した

給水管の布設替えを推進していく必要があります。 

第２次水道ビジョンの観点や基本理念の概要を、下図に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
208 第２次薩摩川内市水道ビジョン：５０年、１００年後の将来を見据えた水道の理想像やその理想像を

具現化するための取り組むべき事項、方策等を示したもの。 
209 薩摩川内市水道事業経営戦略：薩摩川内市水道事業の中長期的な経営の基本計画のこと。 
210 薩摩川内市簡易水道事業経営戦略：簡易水道事業の中長期的な経営の基本計画のこと。 
211 水道事業アセットマネジメント計画：水道ビジョンに掲げた持続可能な水道事業を実現するために、

中長期的な視点から水道施設のライフサイクル全体にわたって効率的かつ効果的に水道事業を管理運
営する体系化がされた実践計画のこと。 

 

 

基本理念：自然の恵み 未来に活かす薩摩川内のみず 

安定した事業運営 

災害に強い水道 安全で安心な水の供給

 

視 点 
危機管理体制

の強化 

安定した水源

の確保 

お客様サービス

の向上 

安全で安心な

水の供給 

安全 

強靭 

持続 

災害に強い 

水道 

持続可能な 

健全経営 
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(４) 施策の方向性 

◆効率的な維持管理を図るため水道施設の計画的更新や維持管理、基幹施設の

耐震化を実施します。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

６．安全な水とトイレを世界中に 

 

                                                      
212 資産老朽化比率：水道施設の耐用年数に対して、減価償却の進み具合による施設の老朽化の度合いを

示す割合のこと。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

資産老朽化比率212 ５３．５％ Ｒ３年度 ６０．６％ Ｒ１１年度 

基幹管路の耐震適合率 ３５．５％ Ｒ３年度 ４３．５％ Ｒ１１年度 
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政策６．建設・水道／政策分類２．水道 

２．下水道（下水道室） 

(１) 施策方針 

生活排水の適正な処理の推進 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

市民が衛生的で快適な環境で生活できている。 

 

(３) 現状・課題 

◇河川や海などの恵まれた水辺環境を生かし、自然と人が共生して暮らしてい

ける良好な住環境を形成するために、生活排水処理施設は重要な役割を果た

しています。これまでの整備により公共用水域の水質は改善してきました

が、更なる生活環境の向上を図るためには、今後も生活排水の適切な処理を

推進していく必要があります。 

◇下水道等の集合処理施設の整備が進む一方で、下水道等への接続が進んでい

ない現状があります。また、集合処理以外の地域では、汲取りや単独処理浄

化槽から合併処理浄化槽への切替えが進んでいない状況もあります。 

◇このため、生活排水処理の重要性の理解を深めるための啓発活動に取り組

み、下水道等の集合処理については地域がひとつになって下水道に接続し、

集合処理以外の地域では合併処理浄化槽への切替えを推進する必要がありま

す。 

◇また、市街地の浸水対策については、これまで都市下水路や公共下水道に

よって、雨水渠213やポンプ場を整備することにより浸水を防止し、市民の生

命財産を守る重要な役割を果たしてきました。しかし、これらの施設は建設

から長い年月が経過し、老朽化が進行しています。このため、今後も大雨時

に確実な排水を行うためには、「下水道ストックマネジメント計画214」に基づ

き、施設の改築・更新及び耐震・耐水化対策を計画的に実施する必要があり

ます。 

 

【汚水処理人口普及率の推移】               （単位：％） 

年度 H29 年度末 H30 年度末 Ｒ元年度末 Ｒ２年度末 Ｒ３年度末 

全国平均 ９０．９ ９１．４ ９１．７ ９２．１ ９２．６ 

県平均 ８０．１ ８１．１ ８１．９ ８３．０ ８４．０ 

本市 ７４．２ ７５．５ ７６．８ ７７．８ ７８．２ 

（資料：国土交通省、下水道室） 

  

                                                      
213 雨水渠：雨水を排除するための排水路のこと。 
214 下水道ストックマネジメント計画：下水道施設全体の中長期的な施設状態を予測しながら維持管理、 

改築を一体的に捉えてて計画的・効率的に管理するための計画のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆生活排水処理施設について、公共下水道川内処理区の未普及地区の整備を行

います。 

◆集合処理施設の整備が完了している処理区では、未接続者への支援や意識啓

発に取り組み、下水道等への接続を促進します。 

◆集合処理以外の地域では、合併処理浄化槽設置に対する支援を行い、単独処

理浄化槽や汲取りからの切替えを促進します。 

◆市街地の浸水対策として整備された雨水渠やポンプ場については、改築・更

新、計画的な耐震・耐水化対策を行います。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

６．安全な水とトイレを世界中に 

11．住み続けられるまちづくりを 

 

                                                      
215 汚水処理人口普及率：全人口のうち、下水道、農・漁業集落排水、合併処理浄化槽及びコミュニティ
プラント（地方自治体や公社、民間事業者の開発行為による住宅団地などで、し尿や生活排水を合わせて
処理する施設）の汚水処理施設を使用することができる人の割合のこと。 

 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

汚水処理人口普及率215 ７８．２０％ Ｒ３年度 ９２．００％ Ｒ１１年度 
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政策６．建設・水道／政策分類２．水道 

３．公営企業経営（経営管理課） 

(１) 施策方針 

健全経営の維持 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

健全な経営が維持され、計画的に施設等の更新・耐震化が推進されてい

る。 

 

(３) 現状・課題 

◇水道事業においては、人口減少により給水件数の大きな伸びは見込めません

が、経済活動における給水需要が高くなっており、数年前と比較すると営業

収益は増加しています。一方で、施設・管路等の更新・耐震化事業や維持管

理には多額の費用が必要であり、これらを計画的に実施するために経費節減

等に努めるなど、持続可能な健全経営が求められています。 

◇簡易水道事業216においては、甑島エリアの人口減少が進み、給水件数も減少

傾向にあります。今後も営業収益は減少傾向が続く中で、施設や管路の更

新・耐震化事業や維持管理に多額の費用が必要であることから、更なる経費

節減に努めるとともに、更新事業等に必要な財源は国庫補助金等を活用する

など、一層の健全経営を進める必要があります。 

◇下水道事業217においては、設備・管路等の整備途上であるため、今後も多額

の整備費用が必要です。また、既存施設は耐用年数を迎えることから、ス

トックマネジメント計画に基づき改築・更新も行う必要があります。官民連

携手法や低コスト手法の導入で建設費用の縮減に努めるとともに、国庫補助

金等を活用し、整備費用の財源を確保する必要があります。併せて、適正な

生活排水処理について市民の理解を深めるための啓発活動を行い、下水道へ

の接続率向上に取り組むことで、更なる収益を確保に努めていきます。 

 

  

                                                      
216 簡易水道事業：給水人口が５，０００人以下に給水する計画の水道事業のこと。 
217 下水道事業：家庭や事業所で発生した汚水を下水処理場で浄化し、河川等に放流するため施設等を管

理運営する事業のこと。 
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(４) 施策の方向性 

◆安全・安心な水の安定供給と生活排水の適正処理を推進するため、施設等の

更新・耐震化を着実に実施していく必要があることから、事務の効率化、企

業債の縮減、適正な水道料金等の設定など、中長期的な視点に立った健全経

営を行います。 

 

(５) 成果指標と目標値 

 

 

 

 

 

(６) ＳＤＧｓの目標 

６．安全な水とトイレを世界中に 

  

                                                      
218 経常収支比率：経常費用（維持管理費、支払利息等）に対する経常収益（給水収益等）の割合のこ

と。この数値が１００％を超えていれば黒字である。 

重点戦略プラン ～ 実現 ～ 

社会 環境 経済 

   

成果指標 現状値 
現状値の 

年度・年 
目標値 

目標値の 

年度・年 

経常収支比率218（水道事業） １１８．５６％ Ｒ３年度 １２０．００％ Ｒ１１年度 
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第４章 ゾーニングビジョン 

第１節 市域の空間構成 

１．空間構成イメージ 

(１) 空間構成方針 

長期の視点に立った市民の力が発揮できる市域空間の形成 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

本土と甑島の地形的な特徴を生かし、都市部を中心にコンパクトな市街 

地が形成され、各エリアと地域が機能的なつながりを持ちながら、都市的

な魅力と豊かな自然環境が調和し、賑わいにあふれ、一人ひとりが自分ら

しく輝き、安全・安心な暮らしができている。 

 

(３) 現状・課題 

◇各エリアでは、それぞれの地域特性に根ざした居住環境が形成されてきまし

たが、人口減少や少子高齢化等に伴う居住人口の減少から、良好な居住環境

が維持できなくなることが懸念されています。そのため、行政、医療・福

祉、商業などの都市機能の適正配置や道路・公園などの都市基盤施設に加

え、河川や堤防など、効率的で適正な維持管理といった都市基盤の整備・保

全を図っていく必要があります。 

◇また、将来世代にわたって持続可能なまちづくりを行うには、人口減少・少

子高齢化社会を前提とした「多極ネットワーク型コンパクトシティ219」の実

現が求められます。そのため、まちづくりの理念や都市計画の基本的な方針

を示した「都市計画マスタープラン220」や、その一部とみなされる「立地適

正化計画221」の周知や理解促進に努めるとともに、都市機能や居住の誘導を

図ります。併せて、「立地適正化計画（防災指針）」の策定及び周知等に取り

組むことにより、安全なまちづくりのための防災機能強化を図る必要があり

ます。 

  

                                                      
219 多極ネットワーク型コンパクトシティ：都市機能施設等を集約した都市拠点・地域拠点を形成し、拠

点間を公共交通ネットワークで結ぶ持続可能な都市構造のこと。 
220 都市計画マスタープラン：持続可能でコンパクトな都市づくりを計画的に進めるために、都市づくり

の方向性を定めたもの。 
221 立地適正化計画：都市全体の観点から作成する、居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、

公共交通の充実等に関する包括的な計画のことで都市計画マスタープランの一部とみなされる。 
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(４) 空間構成の方向性 

◆住み慣れた地域に住み続けるためには、地域ごとに異なる現状と課題を明確

化し、特徴を捉えた施策を展開する必要があります。第３次総合計画では、

これまでの三つのゾーン設定をより明確化し、市域を２圏域、６エリア、１

３地域、４８地区としてゾーニングします。 

◆各エリア、地域の持続ある発展と維持のために、本市の交流連携軸として基

幹道路「２環状８放射１０幹線」を設定し、これらの基幹道路の整備促進を

図ることで、地域ごとの生活利便性の維持と地域間における交通ネットワー

クを形成します。 

◆広域的な交流のネットワーク形成を目指し、南九州西回り自動車道及び北薩

横断道路の整備や高規格道路川内宮之城道路の整備を促進します。 

 

■ゾーニング体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

圏域(2) エリア (6) 地域(13) 地区(48) 

本土 

川内北 川内北 亀山、可愛、育英 

川内中央 川内中央 川内、平佐西、平佐東、峰山 

川内南 川内南 隈之城、永利 

西部 
平成 八幡、高来、城上、陽成、吉川 

水引 水引、滄浪、寄田、湯田、西方 

東部 

樋脇 藤本、野下、市比野、樋脇、倉野 

入来 副田、清色、朝陽、大馬越、八重 

東郷 斧渕、南瀬、山田、鳥丸、藤川 

祁答院 黒木、上手、大村、轟、藺牟田 

甑島 甑島 

里 里 

上甑 上甑 

下甑 
手打、子岳、西山、内川内、長浜、

青瀬 

鹿島 鹿島 
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■基幹道路（交流連携軸） 

 

 

  

種別 路線名 

２
環
状 

外環状 

南九州西回り自動車道 

国道３号 

都市計画道路永利天辰線 

都市計画道路天辰上川内線 

（仮称）都ＩＣ・永利線 

市道永利・天辰線 

内環状 

国道３号 

都市計画道路向田天辰線 

都市計画道路隈之城高城線 

（仮称）宮崎バイパス 

８
放
射 

放射 

国道３号 

国道２６７号 

県道川内加治木線 

県道川内串木野線 

県道川内郡山線 

県道山崎川内線 

県道京泊大小路線 

１０
幹
線 

主要幹線道路 
国道３２８号線 

県道串木野樋脇線 

都市幹線道路 

県道山田隈之城線 

県道荒川川内線 

県道川内祁答院線 

県道市比野東郷線 

県道山田入来線 

県道吉川川内線 

甑島縦貫道 
県道手打藺牟田港線 

県道桑之浦里港線 

高規格道路 
南九州西回り自動車道 

川内宮之城線 
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２．機能別拠点 

(１) 機能別拠点設置方針 

経済社会の活性化と持続可能な市民生活機能の確保 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

広域的な都市機能の充実により経済社会活動が活発化し、各拠点を中心

に市民の生活利便性が確保されている。 

 

(３) 現状・課題 

◇本市は、平成１６年１０月の新市誕生後、地区コミュニティ協議会222や自治

会223を中心に地域の環境を維持する活動や伝統芸能の継承等の支援に取り組

んできました。しかしながら、高齢化や人口減少、ライフスタイルの変化、

地域コミュニティ活動に対する意識の変化により、担い手不足等の課題が顕

在化し、住み慣れた地域に住み続けるための地域の仕組みが失われつつあり

ます。 

◇本市の将来都市像実現のため、市域を政策ゾーニングで区分し、地域自治組

織制度を結び付け、市域の構成と本市独自の拠点制度を明らかにし、地域の

自立・活性化のための支援策を講じ、市民や事業者の「自助224」を支援し

「共助225」や「公助226」の仕組みが充実した生活利便機能の確保及び交通

ネットワークの形成など、地域を巻き込んだ地域による課題解決に取り組む

必要があります。 

  

                                                      
222 地区コミュニティ協議会：従来からある自治会等の小規模で多種多様な地縁組織を包括する形で横の

連携を図り、行政との連携協力を推進させるものとして概ね小学校区の範囲をベースとした新たな住

民自治組織のこと。 
223 自治会：薩摩川内市自治基本条例に基づき、一定の地域において、相互扶助の精神に基づいて自発的

に組織された会のこと。 
224 自助：自分の責任で各々が行うこと。 
225 共助：自分だけで解決・実施することが困難な事柄について、周囲や地域が協力して行うこと。 
226 公助：個人や周囲、地域あるいは民間の力だけでは解決できないことについて行政が行うこと。 
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(４) 機能別拠点の方向性 

◆本市独自の都市拠点、副都市拠点、地域拠点及び地区拠点を設定し、各拠点

の市民目線での現状と課題を把握し、地域を巻き込み、地域が主体となった

課題解決に取り組み、各地域における生活利便性の維持と拠点間のネット

ワークを形成します。 

機能の 
分担 

エリア等 地域 
地域拠点 

施設227 
拠点設定の基準 

都市 
拠点 

川内北 川内北 中央公民館 

・医療・福祉、商業等の都市機能

や居住が集積し、他地域をリー

ドする本市の核となる土地利用

を図る拠点 

・生活利便性機能として、医療・

福祉、商業等の機能が徒歩圏内

（約800ｍ）に充足し、市外や拠

点等を結ぶ地域公共交通を確保

する。 

川内中央 
川内 

中央 
川内駅 

川内南 川内南 隈之城駅 

地域 

拠点 

西部 
平成 

高来地区コ

ミュニティ

センター 

・商業、業務機能を維持する地域

住民の日常生活を支える拠点 

・生活利便性機能として、週３日

以上営業する食料品等移動販売

店及び市外や拠点等を結ぶ地域

公共交通を確保する。 

水引 水引中学校 

東部 

樋脇 
道の駅樋脇 

遊湯館 

入来 入来公民館 

東郷 東郷支所 

祁答院 祁答院支所 

甑島 

里 里公民館 

上甑 
中甑港 

活性化施設 

下甑 下甑支所 

鹿島 

鹿島市民 

サービスセ

ンター 

 
  

                                                      
227 地域拠点施設：人口や都市機能が集積する各地域の拠点となる施設のこと。 
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機能の 
分担 

エリア等 地域 
地域拠点 

施設 
拠点設定の基準 

地区 
拠点 

４８地区 

 

各 地 区 コ

ミュニティ

センター 

・地域住民の自治を中心としてコ

ミュニティの維持を目指す拠点 

・生活利便性機能として、週１日

以上営業する食料品等移動販売

店、及び拠点等の移動手段を確

保する。 

産業 
拠点 

川内港臨海

ゾーン 

  ・広域交通体系の利便性を活用

し、積極的な企業誘致活動が展

開され新たな産業創出が図られ

る拠点 

  



144 
 

  



145 
 

３．交通ネットワーク 

(１) 交通ネットワーク形成方針 

地域公共交通ネットワークの確保及び利便性の高い道路の整備 
 
(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

道路環境が整い市内全域において適切な移動手段が提供され、市民の生

活利便性が確保されている。 

 

(３) 現状・課題 

◇本市には、九州新幹線やＪＲ鹿児島本線、肥薩おれんじ鉄道などの鉄道のほ

か、近隣の拠点間移動を支える民間路線バスやコミュニティバス、デマンド

交通228、タクシーなどの公共交通機関や自家用有償旅客運送229があります。

また、甑島と本土間には高速船とフェリーによる甑島航路が開設されてお

り、多様な地域公共交通のネットワークにより市内の移動を支えています。 

◇人口減少・少子高齢化が進行し、今後、自家用車による移動が困難な人の増

加が予想される中、公共交通機関の役割はますます重要になってきます。し

かしながら、公共交通機関の利用者は減少傾向にあり、また、近年は乗務員

不足が深刻化しており、市民の生活利便性確保のための地域公共交通を維持

することが大きな課題となっています。 

  

                                                      
228 デマンド交通：電話予約などの利用者のニーズに応じて柔軟な運行を行う公共交通の一形態のこと。 
229  自家用有償旅客運送：バス・タクシー事業が成り立たない地域において、輸送手段の確保が必要な場

合に安全上の措置をとった上で、市町村やＮＰＯ法人等が、自家用車を用いて提供する運送サービス

のこと。 



146 
 

(４) 交通ネットワーク形成の方向性 

◆本市の交流連携軸である「２環状８放射１０幹線」については、市道と一体

的な道路網の整備を促進します。 

◆また、南九州西回り自動車道の薩摩川内水引ＩＣから阿久根ＩＣ間の早期整

備と川内港や市街地からのＩＣへのアクセス道の整備を促進します。 

◆甑島においては、一体的振興に向け、甑島縦貫道の未整備区間である一般県

道手打藺牟田港線（長浜～芦浜区間）及び一般県道桑之浦里港線（中甑漁港

周辺）の早期整備を促進します。 

◆交通手段の少ない地域の移動手段の確保に努めます。 
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第２節 エリアビジョン 

１．川内北エリア 

(１) 振興方針 

   医療・福祉、商業等の都市機能や生活サービス機能の更なる充実と文化

芸術・スポーツ活動を楽しむ生活環境の充実 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

   医療・福祉、商業等の都市機能や生活サービス機能の充実と交通ネット

ワークの整備・確保が図られ、文化・スポーツの拠点として文化芸術・ス

ポーツ活動を楽しむ生活環境が確保されている。 

 

(３) 現状・課題 

◇公営住宅やアパート、マンションなどが多く、肥薩おれんじ鉄道やバスなど

の地域公共交通が充実しているため、商業施設、官公庁などの行政機関、医

療機関や大型商業施設などの都市機能の集積が見られ、子育て世代も多く居

住する、本市の中で人口が最も多いエリアです。 

◇人口は多いエリアですが、単身世帯が増加傾向にあり、地域によっては、生

活様式や価値観の多様化等によって、自治会230未加入者が増加し、地域の担

い手不足が顕著となり、活力の低下が懸念されています。 

◇市街地に老朽化した商店や空家が目立ち、一部の地域では狭隘道路231が多

く、防災上の安全性が懸念されているため、避難訓練・消火訓練等による地

域防災力の向上を図る必要があります。 

◇医療・福祉、商業等の都市機能や生活サービス機能が充実しており、医療・

福祉においては、日常的な市民利用とともに災害発生時などには広域的な災

害医療を担う機能を活かし、周辺地域を含めた防災医療拠点を形成するため

にも、交通ネットワークの整備・確保を図り、都市機構や生活環境を維持す

る取組が必要です。 

◇多くの農地を有し、混住化232が進む中で水稲が中心に栽培されていますが、

農業機械や肥料・農薬の使用については周辺住民に配慮した生産管理が求め

られています。 

◇総合運動公園や周辺の中郷上池・下池のように自然と一体になったスポー

ツ・レクリエーション施設、新田神社や薩摩国分寺史跡公園等の史跡が点在

し、伝統行事の継承にも努めています。 

◇エリア内には、新田神社や薩摩国分寺史跡公園等の史跡、川内歴史資料館、

川内まごころ文学館や総合運動公園などのスポーツ・レクリエーション施設

                                                      
230 自治会：薩摩川内市自治基本条例に基づき、一定の地域において、相互扶助の精神に基づいて自発的

に組織された会のこと。 
231 狭隘道路：幅員 4ｍ未満の道路のこと。 
232 混住化：農家と非農家が日常的に生活の場を共有すること。 
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といった文化・スポーツ施設が充実しており、文化・スポーツの拠点として

文化芸術・スポーツ活動を楽しむ環境をさらに充実させ、エリア内の市民が

生き生きと暮らせるエリアとして発展していく必要があります。 

 

(４) エリア振興の方向性 

◆地域活動の主体である地区コミュニティ協議会及び自治会の活動と連携を支

援します。また、地域の課題解決と地域活性化を目指したコミュニティビジ

ネス233の展開と定着化のための支援を実施します。 

◆医療・福祉、商業等の都市機能や生活サービス機能の充実、交通ネットワー

クの整備・確保や地域防災力の向上を図り、安全・安心で住み良いまちをつ

くるため、生活環境を維持する取組を実施します。 

◆農業機械や肥料・農薬の使用については周辺住民に配慮し、作業時間や使用

回数を考慮した環境保全型農業を促進します。 

◆エリア内の文化・スポーツ施設を活用し、文化・スポーツの拠点として文化

芸術・スポーツ活動を楽しむ環境をさらに充実させ、生き生きと暮らせる環

境をつくります。 

  

                                                      
233 コミュニティビジネス：地域資源や人材を活かして地域課題をビジネスの手法で解決する事業のこ

と。 
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２．川内中央エリア 

(１) 振興方針 

   多様な都市機能の更なる充実、生活サービス機能の充実と交通ネット

ワークの機能強化 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

   地域の核となる医療・福祉、商業等の都市機能や生活サービス機能の充

実と交通ネットワークの整備・確保が図られ、都市の利便性を求める若者

世代や子育て世代が暮らしやすい環境と高齢者が安心して暮らせる環境が

確保されている。 

 
(３) 現状・課題 

◇中心市街地周辺の住宅地では、生活利便性が良く、教育機関も揃っているた

め、人口は増加傾向ですが、人口の流出入も多く、生活様式や価値観の多様

化に伴い、地域活動などとの連携や交流の希薄化が課題となっています。 

◇中心市街地を囲む周辺地域では、少子高齢化に伴い、地域活動の担い手不足

が将来的な集落維持に関わる課題となっています。 

◇ふるさとの伝統と魅力を伝え、担い手の育成に取り組み、地域に人を呼び込

むための仕組みづくり、支援が必要です。 

◇特に、エリア内の市民の生活サービス・働く場となる都市機能の充実、駅周

辺の高密化による市の核としての基盤整備、空家、空地の活用による新たな

魅力創出、美しく快適な都市景観・都市環境づくりにより、良好な住環境を

整備し、災害に強い健全で快適な市街地を創出することで、都市の利便性を

求める若い世代や子育て世代が住みたいと思えるエリア、高齢者が安心して

暮らせるエリアとして発展していく必要があります。 

◇山林に沿って田が広がっており、水稲が中心に栽培されていますが、耕作農

地が点在しており、作業効率が上がらない上に鳥獣被害が多く発生し、生産

意欲低下の要因の一つとなっており、大きな課題となっています。 

◇人口が集中している中心市街地を有し、九州新幹線やＪＲ鹿児島本線肥薩お

れんじ鉄道など、川内駅が広域的な移動の中心を担っています。 

◇地域の核となる医療・福祉、商業等の都市機能や生活サービス機能の充実と

交通ネットワークの整備・確保を図り、川内駅の利便性を活かしたまちづく

りが求められます。 

◇また、周辺地域では、伝統芸能や歴史遺産を守りながら、芸能祭やはんや

ジュニア大会などを開催し地域の賑わいづくり活動に積極的に取り組んでい

ますが、地域に伝わる伝統芸能の継承者不足が課題となっています。 
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◇川内駅から西に向かって、商業・サービス機能などが集積した中心市街地を

形成していますが、商店街は空き店舗が多く、都市計画マスタープラン234や

立地適正化計画235などによる生活利便性の確保を図る必要があります。 

 併せて災害に強い健全で快適な市街地の形成が求められています。 

◇中心市街地の周辺地域は利便性の高い住宅地となっており、住宅地では大規

模分譲地や、賃貸アパート等が増加傾向にあります。 

◇中心市街地から川内川河口までは南九州西回り自動車道高江ＩＣがあること

から利便性の高い地域ですが、全国的な問題となっている少子高齢化、過疎

化が進み空家が増加しており良好な居住環境が維持できなくなることが懸念

されています。 

 

(４) エリア振興の方向性 

◆健康やスポーツ、各種イベントなどを通じた交流を活性化させるとともに、

地域の特性を活かした子育てしやすい環境を形成します。 

◆美しい農村景観を維持・保全するため、農地の管理を行う地域営農の活動支

援や農地の集積及び集約を促進し、耕作放棄地の発生防止や鳥獣被害対策

は、侵入防止・捕獲対策に加え、地域ぐるみで鳥獣を寄せつけない対策を実

施します。 

◆市民の生涯学習の一環として、先人から語り継がれてきた伝統芸能を継承す

る体制づくりと人材育成を行い、郷土芸能保存団体の活動や後継者の育成を

支援します。 

◆中心市街地は、都市計画マスタープランや立地適正化計画等に基づき、行

政、医療・福祉、商業などの都市機能の適正配置や道路・公園などの都市基

盤の保全を図り災害に強い健全で快適な市街地を形成し、生活利便性を確保

します。 

◆薩摩川内市空家等対策計画236に基づき、関係機関等と調整しながら空家等の

適正管理や利活用等を実施します。 

  

                                                      
234 都市計画マスタープラン：持続可能でコンパクトな都市づくりを計画的に進めるために、都市づくり

の方向性を定めたもの。 
235 立地適正化計画：都市全体の観点から作成する、居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、

公共交通の連携等に関する包括的な計画のことで、都市計画マスタープランの一部とみなされる。 
236 薩摩川内市空家等対策計画：地域社会の健全な維持のため、空家等に関する問題について取り組むべ

き対策の方向性を示したもの。 
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３．川内南エリア 

(１) 振興方針 

   商業等の都市機能や生活サービス機能の充実と交通アクセスの強化・向

上による市街地機能と周辺人口の確保 
 
(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

   商業等の都市機能や生活サービス機能が充実し、災害発生時などには広

域的な災害医療を担う防災医療拠点が形成され、市街地に近接する特性を

活かし市街地の機能や周辺人口が確保されている。 

 

(３) 現状・課題 

◇人口は増加傾向にあるエリアですが、少子高齢化により、活力の低下が懸念

されている自治会237もあります。 

◇単身世帯の増加や生活様式、価値観の多様化に伴い、自治会未加入世帯の増

加や、地域に対する連帯意識の希薄化が課題となっています。 

◇都市化の進んだエリアであることから、車両通行も多く、子どもたちの通学

路の安全と危険箇所等の把握に努め、防犯・防災の取組を進めています。 

◇エリア内の農地を取り囲むように、住宅地が形成され、医療機関だけでなく

福祉施設が多く所在する医療・福祉拠点となっており、日常的な市民利用と

ともに災害発生時などには広域的な災害医療を担う機能を活かし、周辺地域

を含めた防災医療拠点を形成するためにも南九州西回り自動車道へのアクセ

ス道となるバイパスなどの早期整備が交通アクセスの強化・向上のために必

要です。 

◇住宅と農地エリアが区分され、水稲に加えて野菜、果樹等が栽培されていま

すが、耕作農地が点在しているため作業効率が上がらず、また、緩やかに混

住化238が進んでいますが、農産物の供給に必要な農地は確保していく必要が

あります。 

◇ＪＲ鹿児島本線などの鉄道の他、南北に南九州西回り自動車道や国道３号な

どの重要路線が走り、比較的交通の利便性が高く住宅地としての開発が進ん

でいます。 

◇旧国道３号に沿うように郊外型大型商業施設等が立地し、商業等の都市機能

や生活サービス機能が充実し都市化が進んでいます。 

◇市街地に近接する特性を活かし市街地の補完や周辺人口を確保するエリアと

して発展していく必要があります。 

 

                                                      
237 自治会：薩摩川内市自治基本条例に基づき、一定の地域において、相互扶助の精神に基づいて自発的

に組織された会のこと。 
238 混住化：農家と非農家が日常的に生活の場を共有すること。 
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(４) エリア振興の方向性 

◆地域活動を積極的に広報し、個人のライフスタイルや多様な価値観を踏まえ

ながら地域リーダーを育成します。 

◆地域の特性や人材を活かした学習など活動の魅力化を支援するとともに、活

動に関する相談体制や広報を充実し、生涯学習活動を活発化します。 

◆農産物の安定生産ができるよう、農作業効率を上げるとともに農地の集積・

集約化による農地の確保及び有効利用を促進します。 
◆交通アクセスを強化・向上させ、南九州西回り自動車道へのアクセス道とな

るバイパスなどの早期整備を促進します。 
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４．西部エリア 

(１) 振興方針 

   持続的な経済成長に向けた地域経済の活性化と雇用創出に取り組む体制

の強化 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

   新たな産業創出の拠点として積極的な企業誘致活動が展開され、産業立

地の推進が図られ、持続的な経済成長に向けて地域経済の活性化や雇用創

出に取り組む体制が確保されている。 

 

(３) 現状・課題 

◇住みやすい地域づくりと、子どもたちを地域ぐるみで育てる安全・安心なま

ちづくりに取り組んできましたが、少子高齢化に伴い、組織の維持やこれま

での地域活動を継続するための担い手が不足しています。 

◇川内港臨海ゾーンの川内港久見崎みらいゾーン239やサーキュラーパーク九州
240（川内（火力）発電所跡地）を循環経済等の新たな産業創出の拠点と位置

付け、これらの用地や高城産業用地への積極的な産業立地の推進を図り、持

続的な地域経済の活性化や雇用創出に取り組む必要があります。 

◇川内川河口周辺の史跡や多くの伝統芸能など地域特有の文化を有し、その継

承に取り組んでいますが、少子高齢化に伴い、組織の維持やこれまでの活動

を継続するための担い手が不足しています。 

◇山林に沿って田が、海岸線に沿って畑が広がっており、水稲とラッキョウの

生産が盛んでありますが、耕作農地が点在している上に、鳥獣被害が多く発

生し、生産意欲低下の要因の一つとなっており、大きな課題である。 

◇近年、漁業従事者は、高齢化や後継者不足に加え、魚価の低迷により厳しい

経営環境を背景に年々減少傾向にあることから、漁業従事者の経営の改善、

所得の向上、担い手の確保が課題となっています。 

◇人口減少は地域の生活環境の維持にも影響を与え、集落の圃場241も後継者不

足による耕作放棄地が増えています。 
◇重要港湾川内港において唐浜国際物流ターミナル整備事業が進められ、南九

州西回り自動車道や主要地方道などと連携した広域的な道路網の構築が図ら

れています。 

 

(４) エリア振興の方向性 

◆自治会活動や運営が困難となっている自治会に対して必要な支援を展開する

とともに、地域リーダーの育成の取組を実施します。 

                                                      
239 川内港久見崎みらいゾーン：久見崎町にある産業用地のこと。 
240 サーキュラーパーク九州：川内発電所跡地の資源循環の拠点の名称のこと。 
241 圃場：田や畑など、農地のこと。 
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◆水産資源の維持・増大、沿岸漁業や内水面漁業の再生・振興を図るため、有

用魚介類の放流や環境整備を実施し、漁業者が中心となって漁業の基盤とな

る漁場の生産力の向上や漁場の再生に関する実践的な取組を支援します。 

◆美しい農村景観を維持・保全するため、農地の管理を行う地域営農の活動支

援や農地の集積及び集約を促進し、耕作放棄地の発生防止や鳥獣被害対策

は、侵入防止・捕獲対策に加え、地域ぐるみで鳥獣を寄せつけない対策を実

施します。 

◆川内港臨海ゾーンや高城産業用地等への産業立地に取り組み、川内港や南九

州西回り自動車道等の交通インフラや、地域特性を活かした持続的な地域経

済の活性化や雇用を創出します。 

◆古くから大切に保存された文化財や、先人から語り継がれてきた伝統芸能を

「地域の宝」として継承する体制づくりと人材育成を行い、郷土芸能保存団

体の活動や後継者の育成を支援します。 

◆安全・安心で住み良いまちをつくるため、交通アクセス機能の向上と住み良

い環境づくりの取組を実施します。 
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５．東部エリア 

(１) 振興方針 

多様性に富んだ自然環境を生かした観光の推進と安全・安心で質の高い農

畜産物の生産体制の確保 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

   新たな魅力の発信や体験型観光の実施により観光誘客が推進され、持続

可能な経済社会を実現し、本市ならではの地域特性を活かした安全・安心

で質の高い農畜産物の生産体制が確保されている。 

 

(３) 現状・課題 

◇多様性に富んだ素晴らしい自然環境に恵まれ、樋脇地域の市比野温泉、入来

地域の武家屋敷群や旧増田家住宅、東郷地域の東郷文弥節人形浄瑠璃やラム

サール条約242登録湿地である祁答院地域の藺牟田池など観光資源が豊富なエ

リアですが、人口減少等による観光地の衰退が顕著になってきています。 

◇地域の産業では、長く地域の産業を支えた大型工場の閉鎖等による、エリア

外への住民流出、少子高齢化に伴う人口減少、生活様式や価値観の多様化等

による地域活動などの担い手不足が課題になっています。 

◇日常生活では、医療機関、金融機関や商店等が減少し、居住エリア外で消費

行動が行われつつあります。身近な範囲で利用できる場所が必要です。 

◇藺牟田池は、国内希少野生動植物種であるベッコウトンボの生息地保護区に

指定されています。その一方で、ブラックバスやブルーギルといった特定外

来生物が繁殖し、ベッコウトンボのヤゴの捕食も確認されていることから、

豊かな生態系を保全するため、特定外来生物の駆除とベッコウトンボの保護

が課題となっています。 

◇一人暮らしの家庭や空家が増えており、安全・安心な生活のため、防犯・防

災面において、地域の防災力を強化する必要があります。 

◇教育振興では小中一貫校も開校するなど、地域と連携した学習指導を行って

おり、世代間交流も積極的に行われています。 

◇山林に沿って田が、広がっており、水稲、きんかん、ぶどう、茶、野菜、畜

産が盛んですが、水稲、野菜等は耕作農地が点在している上に、鳥獣被害が

多く発生し、生産意欲低下の要因の一つとなっており、大きな課題でありま

す。 

◇農村人口の減少が進み、農業・農村の維持管理が困難な状況になっていま

す。また、資材高騰等により生産コストが増加し、農林水産業所得の低下を

招いており、生産者の減少が加速する恐れがありますが、本市ならではの地

                                                      
242 ラムサール条約：国際条約「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約」の通称のこ

と。広く水辺の自然生態系を保全することを目的とする。 
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域特性を活かした安全・安心で質の高い農畜産業の生産振興の発展に取り組

む必要があります。 

◇これまで、地域が有する魅力の発信や体験型観光のグリーン・ツーリズム243

やきゃんぱく244等により交流人口の拡大に努めてきましたが、今後も、観光

による高い経済波及効果をもたらすことが求められています。 

◇また、観光ＤＸ245を導入するなど、ニーズを捉えたマーケティングによる新

たな魅力の発信や体験型観光の実施により観光誘客を推進し、持続可能な経

済社会を実現させ発展していく必要があります。 

◇地域の拠点には、公共施設、医療機関、金融機関や商店などの事業所が点在

し、周辺は緑豊かな山々と清流に恵まれていますが、買い物や通院などを必

要とする交通弱者の対策が必要です。 

◇歴史的建造物が多く存在し、多種多様な伝統芸能が大切に保存・継承されて

いますが、少子高齢化に伴い、組織の維持やこれまでの活動を継続するため

の担い手が不足しています。 

 
(４) エリア振興の方向性 

◆自治会活動や運営が困難となっている自治会に対して必要な支援を展開する

とともに、自治会再編の検討や協議がしやすい環境づくりを進め、地域活動

に関心のある方々に活動を始めるきっかけの場を準備するとともに、個人の

ライフスタイルや多様な価値観を踏まえながら地域リーダーの育成に取り組

みます。 

◆多様な人材が活躍できる環境づくりを進めるとともに、ＵＩターン による

人材の確保や市内学校新卒者の地元企業への就職を誘導します。 

◆交通ネットワークの確保や地域防災力の向上を図り、安全・安心で住み良い

まちをつくるため、生活環境を維持する取組を実施します。 

◆藺牟田池においては、貴重な自然環境・生物多様性の保全を図ると同時に、

環境・観光資源としての価値を高め、地域振興につながる取組を実施しま

す。 

◆美しい農村景観を維持・保全するため、農地の管理を行う地域営農の活動支

援や農地の集積及び集約を促進し、耕作放棄地の発生防止や鳥獣被害対策

は、侵入防止・捕獲対策に加え、地域ぐるみで鳥獣を寄せつけない対策を実

施します。 

                                                      
243 グリーン・ツーリズム：農産漁村において自然、文化、人々の交流を楽しむ滞在型の余暇活動のこ

と。 
244 きゃんぱく：鹿児島弁で「いらっしゃいませ」という意味の「きやんせ」と「博覧会」を併せた「薩

摩川内スピリッツ・きやんせ博覧会」の愛称のこと。 
245 観光ＤＸ：デジタル化によって収集されるデータの分析・利活用により、戦略の再検討や新たなビジ

ネスモデルの創出といった変革を行うこと 
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◆農地の集積及び集約の促進を行い、耕作放棄地の発生防止や鳥獣被害対策を

進めながら、地域特性を活かした安全・安心で質の高い農畜産物の生産体制

を確保します。 

◆入来工業団地の企業誘致を促進します。 

◆地域が有する自然・歴史・文化、スポーツ、食、産業、インフラ246等の観光

資源となる魅力の再発見と磨き上げを推進し、体験・交流・滞在型観光、並

びに各種ツーリズムによる誘客を促進する事業を実施します。 

◆交通手段の少ない地域の移動手段を確保します。 

◆古くから大切に保存された文化財や、先人から語り継がれてきた伝統芸能を

「地域の宝」として継承する体制づくりと人材育成を行い、郷土芸能保存団

体の活動や後継者の育成を支援します。 

 

  

                                                      
246 インフラ：インフラストラクチャーの略。経済活動や社会生活の基盤を形成する構造物のこと。 
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６．甑島エリア 

(１) 振興方針 

観光と農林水産業の発展と持続可能な市民生活機能の確保 

 

(２) ２０２９ビジョン（２０２９年の姿） 

観光資源と豊富な海洋資源を活かした観光と水産・養殖業の振興と農林

水産業の六次産業化247になどによる振興が図られ、また、新たな医療体制

が構築され、子どもや高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らす環境が確

保されている。 
 

(３) 現状・課題 

◇上甑島、中甑島、下甑島の３島からなる甑島の地形は急峻で平地が少なく、

全国的にも珍しい自然景観、動植物、独自の生活文化、そこに暮らす人々な

ど、固有の価値ある資源が豊富に息づいており、平成２７年３月に国定公園
248に指定され甑島国定公園が誕生しました。 

◇生活環境としては、治安が良く、子どもたちは住民に見守られながら伸び伸

びと育てられています。島内の人口は少子高齢化に伴う自然減少と、島内に

高等学校がないことから進学・就職等による離島による社会減少が進行し、

地域活動の担い手や伝統芸能の後継者不足も課題になっています。 

◇本区域の地層からは白亜紀後期を中心とした恐竜化石が多数産出されてお

り、それらの調査・研究、保存等を行っています。 

◇海岸漂着物等（漂流、堆積又は散乱しているごみ等）が多く、自治会、地区

コミュニティ協議会等による海岸清掃も担い手不足により、年々厳しくなっ

ています。 

◇島内には常設の診療所が５箇所ありますが、医療従事者は常に不足してい

て、専門科（眼科、耳鼻咽喉科、皮膚科）については鹿児島大学医学部及び

県医師会の協力を得て巡回診療を実施しています。子どもや高齢者が住み慣

れた地域で安心して暮らすことができるよう、診療施設の効率的な配置等を

図り、安定的な医療体制等を確保していく必要があります。 

◇農業については、担い手農家が高齢化し農家人口が少なく、傾斜地を中心に

農地が広がっているため、大型の農機が使用できないことから、農作業の効

率も悪いですが、甑島の温暖な気候や自然条件を活かした園芸作物の振興や

放牧形態の畜産業を継続、支援していく必要があります。 

                                                      
247 六次産業化：自らの生産物の付加価値を高めるため、その生産（一次）及び加工（二次）又は販売

（三次）を一体的に行う事業活動のこと。 
248 国定公園：国立公園に準じる景勝地として自然公園法に基づき環境大臣が指定し、都道府県が管理し

ているもの。 
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◇豊富な海洋資源を活かした水産業を基幹産業としていますが、近年では観光

業も主要な産業として定着していることから、整備中である甑ミュージアム

などを活用し、高付加価値でサステナブル249な体験型観光を開発するなど、

滞在交流観光の促進を図る必要があります。 

◇水産業においては、水産物のブランド化や養殖業の振興、農林水産業の六次

産業化などによる産業振興を発展させる必要があります。 

◇交通弱者等の移動手段確保のため、効率的で利便性の高い運行を図る他、地

域の共助による取組の拡大を検討する必要があります。 

◇交通に関して、令和２年８月の甑大橋の開通により、３島が陸路で繋がった

ことで、全島的な陸上交通ネットワークが形成され、住民や来島者の利便性

は向上しましたが、生活道路の維持整備に関しては、幹線道路以外は道幅が

狭隘なため、甑島縦貫道の早期完成が、エリア内の交流・連携を活性化する

ために必要不可欠です。 

◇空家が増え、防犯・防災上の不安がありますが、移住希望者が居住する住居

を探していても、利用できる状況になく、住みたい人がいても案内できない

状態であることから、今後の甑島エリアの振興策の課題となっています。 

 
  

                                                      
249 サステナブル：持続可能なこと。 



160 
 

(４) エリア振興の方向性 

◆自治会活動や運営が困難となっている自治会に対して必要な支援を展開する

とともに、自治会再編の検討や協議がしやすい環境づくりを進め、地域活動

に関心のある方々に活動を始めるきっかけの場を準備するとともに、個人の

ライフスタイルや多様な価値観を踏まえながら地域リーダーの育成に取り組

みます。 

◆ＵＩＪターン250の受入れや地域づくり団体等への支援を進め、国定公園251に

指定されている自然・景観、継承したい文化、空家や閉校跡地など遊休資

源、人材を活かしながら、交流人口の拡大、移住定住促進の取組を実施しま

す。 

◆恵まれた自然環境を守るため、地域活動への支援や国・県・市の行政が連携

を図り、自然豊かな海岸等を維持します。 

◆地域住民の日常生活を支える商業機能の集積を図り、快適な住環境の形成と

安定的な医療体制等の確保に努めます。 

◆農業の企業参入など担い手農家の確保育成に努め、甑島に適した高収益を得

られる新たな品目の検討や家畜診療の支援、また、農産物や子牛の出荷に伴

う輸送費の支援に取り組みます。 

◆離島漁業の再生を図るため、漁業者が中心となって漁業の基盤となる漁場の

生産力の向上や漁場の再生に関する実践的な取組を支援します。 

◆定期航路の維持・改善、道路及び港湾の整備並びに既存施設の老朽化対策の

推進に努めるとともに、人口減少が進む中でも持続可能な島内生活圏の維持

及び島内産業を継承し活性化させます。 

◆地域が有する自然・歴史・文化、スポーツ・アウトドア、食、産業、インフ

ラ252等の観光資源の魅力の再発見と磨き上げを推進しながら、高付加価値な

体験・交流・滞在型観光、並びに各種ツーリズム等の旅行誘客の企画・商品

化を促進します。 

◆交通手段の少ない地域の移動手段を確保します。 

◆甑島の一体的振興に向け、甑島縦貫道の未整備区間である一般県道手打藺牟

田港線（長浜～芦浜区間）及び一般県道桑之浦里港線（中甑漁港周辺）を早

期に整備します。 

                                                      
250 ＵＩＪターン：地方からどこか別の地域に移り住み、その後また元の地方へ戻り住む（Uターン）、生

まれ育った地域（主に大都市）からどこか別の地方へ移り住む（Iターン）もしくは、地方からどこ

か別の地域（主に大都市）に移り住み、その後生まれ育った地方近くの（大都市よりも規模の小さ

い）地方大都市圏や、中規模な都市へ戻り住む（Jターン）こと。 
251 国定公園：国立公園に準じる景勝地として自然公園法に基づき環境大臣が指定し、都道府県が管理し

ているもの。 
252 インフラ：インフラストラクチャーの略。経済活動や社会生活の基盤を形成する構造物のこと。 


